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第１章  序論 

1.1  本論⽂の問題意識と⽬的 

わが国の製造業における代表的な企業間取引と⾔えば、1980 年後半以降に評価され

た系列取引がある。⼀般的に、系列取引はアセンブラー（⾃動⾞メーカーのような完

成品の組⽴メーカー（⼤⼿企業））とサプライヤー（アセンブラーに部品を供給するメ

ーカー（中⼩企業））間の⻑期継続的な取引のことを意味する。系列取引を対象とした

経験的研究では、サプライヤーが技術⼒や資⾦⼒をもつアセンブラーから⽀援を受け

つつ、アセンブラーの要求に合わせて部品の開発や製造を⾏う、アセンブラー主導に

よる企業間取引が観察されていた。 

アセンブラーが主導する系列取引は、1980 年後半頃からわが国の製造業（特に⾃動

⾞産業）の好調の要因として取り上げられるようになった。わが国の製造業では、第

⼆次世界⼤戦末期頃から、軍需拡⼤や⾼度成⻑期によってとにかく⽣産拡⼤が⽬指さ

れ、アセンブラーが主導して積極的な設備投資が⾏われていた。それが 1970 年代に

⼊り、⽯油危機など状況が不安定になると、アセンブラーは設備投資に消極的になり、

サプライヤーを巻き込んで積極的なコスト削減を⾏うようになっていった。1980 年代

に⼊り、アセンブラーはコスト削減だけでなく、研究開発にもサプライヤーを巻き込

み、サプライヤーの⾃助努⼒を引き出す仕組みを強化していった。不況時でも効率的

な⽣産を可能とした系列取引は競争⼒の要因として国内外から注⽬され、系列取引を

最も有⽤な取引関係と称える系列賛美論までもが登場した。 

しかし 2000 年代に⼊り、⻑期的な景気低迷や国際的な⽣産拠点の分散、IT の発展

によってわが国の製造業を取り巻く状況が変わると、系列取引は崩壊していく。例え

ば、系列取引では国内完結型の⽣産体制が敷かれていたが、さらなるコスト削減を⽬

指してアセンブラーはアジア⽅⾯にて低賃⾦で多くの労働者を雇⽤し、現地で⽣産す

る体制を整えていった。また、アセンブラーは特定のサプライヤーとの⻑期継続的な

取引にこだわらず新たなサプライヤーを探索したり、海外拠点からの部品輸⼊量を増

やすなど、よりオープンな取引を⾏うようになっていった（近能, 2002 等）。アセンブ

ラーに協調してきたサプライヤーは系列取引を⾏う中で⾝に着けた技能を活かして、

アセンブラーから⾃⽴する脱系列を図るようにもなっていった（関, 2011 等）。それに
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伴い、系列取引を対象とした経験的研究も徐々に陰りを⾒せていった。 

ただし、系列取引が消滅したわけではない。藤本（1997）によれば、アセンブラー

が特定のサプライヤーと⾏う閉鎖的な取引が終焉するに過ぎず、⻑期継続的な取引が

なくなるわけではない。また武⽯（2009）は、第 3 の選択肢として系列取引はいまだ

に有効であることを指摘した。つまり、系列取引⾃体がなくなったわけではないが、

系列取引の変化（崩壊）とともに観察対象が失われた結果、企業間取引のコントロー

ルを問う視点も失われていったのである。 

そこで本論⽂では、企業間取引のコントロールを理論的に検討するとともに、系列

崩壊後の企業間取引の可能性を論じることを⽬的とする。近年では、系列取引研究の

経験的なアプローチ以外にも、企業間取引のコントロールに関する様々な理論的アプ

ローチが整備されつつある。本論⽂では、それらの理論的アプローチの特徴と限界を

レビューした上で、依拠する理論的なアプローチを整備する。この理論的なアプロー

チのもとで、あるサプライヤーの事例分析を通じて、系列取引の変遷とともに、系列

取引を超えた新たな企業間取引のコントロールの可能性を論じることにしたい。 

 

1.2  本論⽂の構成 

上記の⽬的を果たすために、本論⽂では以下のように構成して議論を進めていく

（図表 1-2-1）。 
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図表 1-2-1 本論⽂の構成図 
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続く第 2 章では、わが国の製造業におけるアセンブラーとサプライヤー間の⻑期継

続的な取引を対象にした経験的研究（以下、系列取引研究）の整理を通じて、そこで

残された課題を明らかにする。系列取引の有⽤性が評価されたのは 1980 年代後半以

降であったが、系列取引はそれまでにも第⼆次世界⼤戦末期（1943 年頃）と⾼度成⻑

期初期（1955 年頃）に注⽬されていた。これらの時代を経て、系列取引は「まとめて

まかせる（⼀括外注）」「少数サプライヤー間の有効競争」「⻑期安定的な継続取引」（藤

本, 1998, 58 ⾴）という特徴を有するようになっていた（2.1）。これらの特徴が作られ

た背景を第⼆次世界⼤戦末期まで遡ると、⽇本政府やアセンブラーがサプライヤーを

主導し、企業間取引が形成されてきたことがわかる（2.2）。1980 年代に⼊ると、アセ

ンブラーは要求に応えようとするサプライヤーの⾃助努⼒をより積極的に引き出そう

とし、上記の特徴を有する系列取引が形成されていった（2.3）。このように系列取引

研究では、資⾦⼒や技術⼒を持つアセンブラーがサプライヤーを主導する企業間取引

のコントロールが経験的に捉えられてきた。だが、系列取引の変化（崩壊）とともに

観察対象を失った結果、企業間取引のコントロールを問う視点も⾒失ってしまった。

このことから、企業間取引のコントロールに対する理論的整備が必要となる（2.4）。 

第 3 章では、経済学的な視点から企業間取引のコントロールを理論的に検討する。

そこでは、新古典派経済学（以下、新古典派）が仮定した完全合理性に条件を加える

ことで、現実の経済活動における利害対⽴の調整が捉えられようとしていた。取引費

⽤理論（transaction cost theory）や所有権理論（theory of property rights）、エージェ

ンシー理論（agency theory）を含む契約論的アプローチ（contractual approach）では、

市場以外にも企業が必要とされる理由を問うコース（Ronald H. Coase）の問題提起か

ら、企業がコストを発⽣させる機会主義的⾏動を抑制するガバナンス（governance）

であることが検討された。取引費⽤理論は企業が市場とは異なる階層型ガバナンスで

あることを論じ、所有権理論やエージェンシー理論は企業が法的擬制として市場にお

ける法廷の役割を担うガバナンスであることを論じた（3.1）。他⽅で、ゲーム論（game 

theory）的アプローチでは、異なる選好をもつ⼈間による戦略的な駆け引きが仮定さ

れ、そこで機会主義的⾏動を抑制するゲームの解をいかに数理的に設計し提⽰するか

が検討された（3.2）。このように経済学的な視点からは、効⽤最⼤化を⽬指すなかで

コストを発⽣させる機会主義的⾏動を抑制するガバナンスやゲームの解がコントロー

ルの原理として論じられていた。 
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しかし、契約論的アプローチもゲーム論的アプローチも、新古典派の域を出るもの

ではなかった。完全合理性にいくら条件をつけても、完全合理性を仮定することに変

わりない。完全合理性を仮定すること⾃体が問題であるわけではないが、利害の対⽴

を捉えようとすると完全合理性の仮定は維持されなくなる（3.3）。この課題を解消で

きなければ、どのような効⽤も調整するガバナンスやゲームの解を設計することはで

きない（3.4）。 

 第 4 章では、社会学的な視点から企業間取引のコントロールを理論的に検討する。

第⼀に、新古典派に対する批判的意識から、利害の対⽴を調整する調整様式や慣⾏（コ

ンヴァンシオン）に注⽬してきたレギュラシオン理論（regulation theory）やコンヴァ

ンシオン理論（convention theory）を検討する。そこでは、利害の対⽴がどのように

調整されるかが問われるが、決して利害の対⽴が均衡に向けて調整されることが仮定

されるわけではない。レギュラシオン理論はマクロ的観点から、マクロ経済連関を調

整する調整様式がコンフリクトによって⽣み出される経済の変動を調整していること

が論じられる。他⽅でコンヴァシオン理論はミクロ的観点から、慣⾏に基づいて個⼈

間のコーディネーション（事前の調整）が⾏われ合意形成に⾄ることで、利害の対⽴

が調整されていることが論じられる。これらレギュラシオン理論とコンヴァシオン理

論は、「経済の社会学」とも呼ばれるように経済学の⼀派でもあり、利害の対⽴が調整

される条件を設定するという意味で経済学的な視点を残すという限界がありながらも、

現実の経済活動から利害の対⽴の調整を捉える有⽤な視点が⽰される（4.1）。 

 このような視点が共通する、2 つの社会学的アプローチがある。ひとつが市場の社

会学（a sociology of market）である。そこでは、現実の市場は利害関係者間の戦略的

な⾏動によって形作られていくことが論じられ、戦略的な⾏動を可能とする計算的エ

ージェンシーを有する装置（device）のデザインや、様々な装置を通じた社会・技術

的な配置や編成のあり⽅（コンフィギュレーション, configuration）の再編が検討され

る（4.2）。もうひとつが、新制度派組織論（new institutionalism of organization studies）

である。装置として様々な道具やルールがあるなかで、とくに道具に注⽬しそのコン

フィギュレーションを検討する市場の社会学に対して、ルールに注⽬するのが新制度

派組織論である。新制度派組織論では、近代の究極的価値である形式合理性に基づい

たルールに準拠することで、戦略的な⾏動が正当化されることを論じる（4.3）。この

ように 2 つの社会学的アプローチから、道具とルールを通じて正当化された戦略的な
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⾏動が関係づけられていくことを検討する（4.4）。 

 第 5 章では、研究課題や研究⽅法を提⽰し、研究対象の概要を述べる。これまで経

済学的および社会学的な視点から企業間取引のコントロールを理論的に検討してきた。

それらを踏まえると、コントロールする主体として経済学的なアプローチが想定した

完全合理性を持つ⼈間ではなく、計算装置としての道具やルールを分析起点に置く社

会学的アプローチに依拠することで、利害の対⽴を調整するように戦略的にデザイン

さ れ た 計 算 装 置 が 社 会 ・ 技 術 的 な コ ン フ ィ ギ ュ レ ー シ ョ ン を 再 編 し て い く

（reconfiguration）ことを、計算装置による企業間取引のコントロールとして捉える

ことができる。この計算装置のデザインと、計算装置を通じたコンフィギュレーショ

ンの再編が⽰す社会学的アプローチに依拠して捉える企業間取引のコントロールを、

本論⽂では計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションと呼ぶ（5.1）。研究⽅法

は事例研究を⽤いて（5.2）、⾦属切削加⼯業を営む株式会社⼭本⾦属製作所（以下、

⼭本⾦属）とその取引先企業を研究対象とする（5.3）。 

事例研究は、第 6 章と第 7 章に分けて⾏う。第 6 章では、サプライヤーは系列取引

が変遷するなかでどのようなエージェンシーを獲得してきたのかという研究課題のも

と、サプライヤーとしての⼭本⾦属が既存のコンフィギュレーションとなる系列取引

が変遷するなかで獲得してきた計算的エージェンシーの考察に焦点を当てる。第 7 章

では、サプライヤーはどのような計算装置をデザインし、それはどのようにコンフィ

ギュレーションを再編していくのかという研究課題のもと、デザインされた計算装置

としての評価基準（ルール）や計測機器（道具）がどのように⼭本⾦属や取引先企業

におけるコンフィギュレーションを再編していくのかを考察する。 

第 6 章では、既存のコンフィギュレーションとなる系列取引が変遷するなかで、⼭

本⾦属がアセンブラーの要求に合わせながら、いかにアセンブラーに抗する計算的エ

ージェンシーを獲得してきたかを考察する。わが国の製造業における企業間取引のコ

ントロールはアセンブラー主導であったため、他のサプライヤーと同様に⼭本⾦属も

アセンブラーの要求に振り回されていた（6.1）。アセンブラーからの要求に応えるこ

とで⽣じた受注の不安定さを解消するため、⼭本⾦属は同社の⽣産体制を⾒直してい

った（6.2）。そのなかで⼭本⾦属はアセンブラーの要求に応えつつも、同社の特性を

活かした効率性のあり⽅を⾒出していた。それは⼭本⾦属で⾏う加⼯を計測すること

で数値（加⼯データ）として⽰される効率性が、アセンブラーに対する交渉⼒を発揮
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することであった（6.3）。このように系列取引が変遷するなかで、⼭本⾦属は単にア

センブラーの要求に合わせて加⼯するだけでなく、同社の加⼯を計測し数値として効

率性を⽰すことでアセンブラーに抗する計算的エージェンシーを獲得していった。 

 第 7 章では、評価基準や計測機器がどのようにデザインされ、コンフィギュレーシ

ョンを再編していくのかを考察する。加⼯の計測という計算的エージェンシーを獲得

した⼭本⾦属には、アセンブラーだけでなく、ものづくりに関わる多様な企業から加

⼯の計測や評価が依頼されるようになっていった。他社の加⼯の計測や評価を⾏うた

めには、ルールとしての評価基準や道具としての計測機器が必要となる。そこで、⼭

本⾦属は材料メーカー（7.1）を動員し、利害の対⽴を調整するように評価基準と計測

機器を共同でデザインしていく。デザインされた評価基準と計測機器は、材料メーカ

ーや⼭本⾦属におけるコンフィギュレーションを再編していく。さらに、評価基準や

計測機器はそれぞれルールや道具としての特性を活かして、流通企業（7.2）や⼯作機

械メーカー（7.3）におけるコンフィギュレーションも再編していく。最後に、わが国

の製造業における系列崩壊後の企業間取引の可能性を考察する。系列崩壊後にものづ

くりの上流から始められた計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションは、下流

に位置するアセンブラーにおけるコンフィギュレーションをも再編しつつあり、計算

装置はものづくり全体に関わるコンフィギュレーションさえ再編していく可能性を考

察する（7.4）。  

 第 8 章では、結論として本論⽂の意義（8.1）と課題（8.2）を述べる。本論⽂の意

義は、事例研究に基づいて系列取引の変遷と系列崩壊後の企業間取引のコントロール

について考察を加えていることにある。事例研究では、計算装置のデザインと、計算

装置を通じたコンフィギュレーションの再編が⽰す社会学的アプローチに依拠して、

典型的なサプライヤーであった⼭本⾦属が、系列取引が変遷するなかで取り組んだ加

⼯の計測によって異なる利害関係者が動員され、新たに計算装置として評価基準や計

測機器がデザインされることで、それらの計算装置がコントロールする主体となり多

様な企業におけるコンフィギュレーションをそれぞれに再編していく様相を考察して

いる。そのうえで計算装置が主導する企業間取引のコントロールとして考察する、計

算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションは、ものづくり全体に関わるコンフィ

ギュレーションさえ再編していく可能性があることを論じている。  
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第２章 系列取引の経験的研究 

 

本章は、経験的研究を主として来た系列取引研究に残された課題を明らかにする。

系列取引が国内外の注⽬を最も集めたのは 1980 年後半以降であるが、その形成は第

⼆次世界⼤戦後より始まっていた。系列取引研究は、そうした系列取引の歴史的過程

や系列取引を⽀える⽣産体制を中⼼に、アセンブラーがサプライヤーを主導する系列

取引を経験的に捉えてきた。 

 以下、系列取引の特徴（2.1）を述べた上で、系列取引が形成された歴史的過程（2.2）

と、系列取引における企業間取引のコントロール（2.3）に分けて整理し、経験的研究

に残された課題を明らかにする（2.4）。 

 

2.1  系列取引の特徴 

 本節では、系列取引と呼ばれる企業間取引の特徴を整理する。まずはその定義であ

るが、定まったものがあるわけではない。例えば、下⾕（1993）は系列を「ある特定

の⼤企業を頂点として形成された企業間の固定的な関係、または密接な連繋」（219 ⾴）

または「⻑期的継続的な取引をめぐって⽣起する⾮対称的な企業間の関係、またはそ

の固定的な経路そのもの」（221 ⾴）と定義する。浅沼（1997）は「通常の市場を介し

て成⽴する関係よりも（ア）⻑期的で、（イ）緊密で、（ウ）閉鎖的な関係である。こ

のような関係で結ばれている企業の集まりのこと」（147 ⾴）として系列を定義する。

このように定義はいくつか存在するが、⼤半の議論が系列を定義していない。その時

に⽤いられる⼀般的な系列取引の理解や上記の定義から⾒える共通項は、系列が⻑期

継続的な取引を⾏う⼤企業と中⼩企業の企業間関係とその取引を指すということであ

る。加えて、その呼び⽅は系列以外にも、系列取引や系列関係など複数存在する。そ

こで混乱を避けるため、本論⽂では系列取引という呼び⽅を⽤いて、アセンブラーと

サプライヤー間で⾏われる⻑期継続的な取引を指すこととする。 

 この系列取引が注⽬されるようになったのは、1989 年 9 ⽉から 1990 年 6 ⽉にかけ

て⾏われた⽇⽶構造問題協議にて、⽶国側から外国企業の対⽇輸出と対⽇直接投資の

拡⼤を阻害している要因の⼀つとして系列取引が取り上げられたことにある（浅沼, 
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1997, 145-146 ⾴）。ただし系列取引はそれまでにも⼆度の注⽬を集めている。⼀度⽬

は、第⼆次世界⼤戦の末期（1943 年の中頃）であった。戦局の緊迫に伴う兵器などの

軍需が増⼤したことにより、⼤量⽣産を可能とするための企業集団（親⼯場と協⼒⼯

場群）が国家主導によって強制的に結成された（下⾕, 1993, 222 ⾴）。この時代の⽇

本は完全な国家統制経済であり、そのもとで親⼯場を基軸にした下請関係の専属化や

固定化が進められた（下⾕, 1993, 222-223 ⾴）。⼆度⽬は、朝鮮戦争後の⾼度成⻑期

初期（1955 年頃）であった。国家主導ではなく、⼤企業が中⼩企業に対して資本⽀配

や合併などを⾏うことで⾃らの専属的な下請とする系列化であった（下⾕, 1993, 223

⾴）。この⼆度の注⽬からわかるように、系列取引は第⼆次世界⼤戦後の 1950 年代か

ら 1970 年代にかけて徐々に形成され、その後 1990 年代に確⽴したと⾔われる（藤本, 

1998; 植⽥, 2004 等）。三度⽬に注⽬される⽇⽶構造協議では、⽶国側は系列取引の閉

鎖性を指摘したが、⽇本側は系列取引が効率的なシステムであり、わが国の国際競争

⼒の源泉となっていると積極的な評価を主張した（下⾕, 1993, 223 ⾴）。 

 そこで以下に、積極的に評価されることとなった系列取引の特徴を整理していく。

近能（2001）によれば、⽇本の⾃動⾞産業における取引の特徴は次の 4 点にまとめる

ことができる。第⼀に、⽇本の⾃動⾞メーカー（アセンブラー）の部品内製率は欧⽶

のアセンブラーに⽐べて低く、⽇本のサプライヤーがアセンブラーに提供する開発・

設計能⼒は欧⽶のサプライヤーに⽐べて多かった（Clark and Fujimoto, 1991 等）。第

⼆に、系列取引は各アセンブラーを頂点とした階層構造となっており、サプライヤー

群が複数のアセンブラーを納⼊先として共有する「アルプス型」を形成していた。ま

た、アセンブラーが取引するサプライヤーの数は欧⽶のアセンブラーに⽐べて少なか

った（藤本・武⽯, 1994 等）。第三に、欧⽶と⽐較して、取引は⻑期継続的かつ協調的

であった（浅沼, 1990 等）。取引を通じてアセンブラーはサプライヤーに技術的指導を

提供する⼀⽅で、サプライヤーの製造原価低減や品質向上に対するコミットメントを

基準にしてサプライヤーを評価していた。第四に、アセンブラーは特定の部品に関し

て発注先を⼀社に絞る⼀⽅で、他の部品に関しては発注先を複数に分散する「複数発

注政策」を取っていた。それによって、部品レベルでの規模の経済性や少数サプライ

ヤー間での競争を実現した（藤本, 1995 等）。 

 また、藤本（1998）は、系列取引の特徴を「境界設定」「競争パターン」「個別取引

パターン」という 3 つの軸から整理した。第⼀に境界設定とは、内外製区分の決定の



10 
 

ことであり、開発・⽣産プロセスの各段階で⽣じる。境界設定の軸に沿って系列取引

を分析すると、「製造における外製率の⾼さ」「サプライヤーの多層性」「製品構造設計

の外注率の⾼さ（承認図⽅式）」の 3 つが特徴として抽出される。1970 年代以降の⽇

本のアセンブラーの外製⽐率は、⼀次サプライヤーが単体部品の代わりにそれらを組

み付けた集成部品をアセンブラーに納める⽅法を取るなどによって平均 70％を上回

っていた。この外製⽐率を⽀えたのが、⼀次サプライヤー、⼆次、三次、四次と続く

サプライヤーの階層構造であった。階層構造は⼀次サプライヤーの数を絞り込み、ア

センブラーからの評定が低いサプライヤーには⼀次から⼆次へと階層を降りてもらう

という選別のプロセスによって形成されていた（藤本, 1998, 43-46 ⾴）。さらに、⽇本

のサプライヤーは⾃社設計開発能⼒をもつ企業が多く、アセンブラーが⽰す製品仕様

によってサプライヤーが詳細設計から製品試作・実験を⾏う「承認図⽅式」が主流で

あった。 

 第⼆に競争パターンとは、アセンブラーが取引毎に潜在的な取引相⼿の中からサプ

ライヤーを選定する過程において、競争のパターンが形成されることである。競争パ

ターンの軸に沿って系列取引を分析すると、「サプライヤーの納⼊先複数化」「アセン

ブラーの納⼊先絞込み」「サプライヤー間の競争形態（開発コンペ）」の 3 つが特徴と

して抽出される。系列取引はアセンブラーを頂点に専属のサプライヤーを従えるピラ

ミッド型であることが⾔われてきたが、1960 年代を境にサプライヤーは複数のアセン

ブラーに部品を納⼊し、アセンブラーは複数のサプライヤーを抱えるアルプス型にな

っている（藤本, 1998, 47 ⾴）。アセンブラーは潜在的な取引相⼿の中から、部品ごと

に複数のサプライヤーを選定する。その際にアセンブラーは設計図⾯が固まる以前の

タイミングで、サプライヤーに対して開発コンペを⽤意する。開発コンペでは価格だ

けでなく、サプライヤーの設計開発能⼒や⻑期的改善能⼒などが多⾯的にアセンブラ

ーによって評定され、その評定に基づいてサプライヤーが選定される。選定後も同じ

部品を供給するサプライヤーは複数いるためサプライヤー間で競争が⽣じる（藤本, 

1998, 48-51 ⾴）。このように、アセンブラーはサプライヤー間に常に競争が⽣じるよ

うに仕掛けている。 

 第三に個別取引パターンとは、実際に顕在化した取引の形態が決定されることであ

る。個別取引パターンの軸に沿って系列取引を分析すると、「⻑期の取引関係」「技術

指導とコミュニケーション」「⽣産システムの密接な連携」「サプライヤーへの改善成
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果還元」「サプライヤーとの⽣産変動リスク・シェアリング」の 5 つの特徴が抽出され

る。アセンブラーとサプライヤー間の取引は、⽇本の⾃動⾞産業では典型的に 4 年程

度の⽐較的⻑期にわたって続く。⻑期的な取引が⾏われる中、アセンブラーはサプラ

イヤーに対して開発と⽣産の両局⾯で評価と技術的指導を⾏う。これらの評価と技術

的指導は、書類やデータの交換だけでなく、アセンブラーの設計・購買担当者とサプ

ライヤーの営業員と設計技術者の間で対⾯的なコミュニケーションを通じても⾏われ

る。こうしたアセンブラーとサプライヤーの間でのやり取りを通して、両者の⽣産プ

ロセスは緊密に連動するようになっていった。品質管理のプロセスが⽣産過程の中に

組み込まれ、サプライヤーが⼯程内での品質の作りこみを⾏い、アセンブラーには無

検査で納⼊するという仕組みもこの緊密な連動によるものである（藤本, 1998, 53-54

⾴）。 

 こうして、JIT（Just in Time）や TQC（Total Quality Control）を軸とするフレキ

シブルな⽣産同期化および継続的な品質改善・コスト低減の仕組みが構築されていっ

た（藤本, 1998, 54 ⾴）。アセンブラーはこうした仕組みによる改善成果を独占せずに、

サプライヤーに還元することでコスト低減努⼒に対するインセンティブとする理想を

掲げている（藤本, 1998, 54 ⾴）。ただし、実際にはルールとして明⽂化されておらず、

アセンブラーによるコスト削減成果の先取りが⾏われている（Cusumano and Takeishi, 

1991, pp. 578-583）。またアセンブラーは、予期できぬ⽣産量の減少に遭遇したとき、

そこで発⽣するリスクを吸収する傾向にある（Asanuma and Kikutani, 1992）と⾔わ

れる⼀⽅で、アセンブラーはそのリスク吸収を、サプライヤーの⽣産・開発システム

のフレキシビリティを利⽤して⾏っているとも⾔われている（Cusumano and Takeishi, 

1991, pp. 564-566）。 

 以上のように、1980 年代以降、積極的に評価された系列取引の特徴を、近能（2001）

と藤本（1998）に依拠しながら整理した。そこで指摘された特徴は⼤部分が類似して

おり、同様の内容が系列取引研究において共通して理解されている。このことから系

列取引の特徴は、「まとめてまかせる（⼀括外注）」「少数サプライヤー間の有効競争」

「⻑期安定的な継続取引」（藤本, 1998）の 3 点として集約できるであろう。これらの

特徴が相互補完的に機能することで、系列取引は効率的な取引形態を維持したとされ

ている。 
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2.2  系列取引が形成された歴史的過程 

 本節では、系列取引が上述した特徴を有するようになった歴史的過程（戦後−1970

年代）を整理する。先述したように、最初に系列取引が注⽬されたのは第⼆次⼤戦の

末期頃であった。1940 年頃は、戦局の緊迫に伴う航空機や兵器の需要が増⼤したこと

で、軍需部⾨関連の機械⾦属⼯業の⽣産拡⼤が求められた。ただし、アセンブラーの

⽣産能⼒は急激な需要増⼤に対して不⾜していた。不⾜を補うためにアセンブラーが

便宜的⼿段として利⽤したのが、その後下請と呼ばれるようになった中⼩企業であっ

た（⻄⼝, 2000, 36-42 ⾴）。当時のアセンブラー（⾃動⾞メーカー）は⽣産⾼の約 40％

を部品としてサプライヤーから購⼊しており、サプライヤーの⽣産⾼の約 90%はアセ

ンブラーからの下請業務が占めていた（⻄⼝, 2000, 43 ⾴）。そこで⽇本政府は、この

アセンブラーとサプライヤーの取引関係を強化するために産業資源を総動員する⼀連

の法律を導⼊し、アセンブラーに対するサプライヤーの専属化（親⼯場と協⼒⼯場群）

を促進した（下⾕, 1993, 222 ⾴; 港, 1990, 15 ⾴; ⻄⼝, 2000, 38 ⾴）。サプライヤーは

特定のアセンブラーに専属化することで、アセンブラーからの技術指導や⾦融援助を

受けることが可能となり、下請業務に専念することができた（植⽥, 2004, 55 ⾴）。つ

まり、全体的な⽣産能⼒の向上には下請業務を担うサプライヤーの⽣産⼒や技術⼒の

向上が必須であったため、アセンブラーがサプライヤーの⽣産⼒や技術⼒を向上させ

るための指導を⾏う⼀⽅で、そうした時間や能⼒を下請業務に回すという仕組みが形

成されたのであった。こうして戦争⽬的遂⾏のために半ば強制的にアセンブラーとサ

プライヤーが双⽅向に専属化する取引関係が作り出された。 

この取引関係の基盤となったのは、アセンブラーが部品の製造や加⼯など⽣産プロ

セスの⼀部をサプライヤーに発注するという下請制であったとされる（下⾕, 1993; ⻄

⼝, 2000）。下請制を研究した代表的な研究者には、⼩宮⼭琢⼆や藤⽥敬三がいる。⼩

宮⼭（1941）は繊維や雑貨といった軽⼯業分野で多く⾒られる「問屋制下請」を、藤

⽥（1965）は⾃動⾞産業や電器産業といった製造業における「⼯場制下請」を中⼼に

調査し、発注側となるアセンブラーと下請側となるサプライヤー間の取引関係を詳細

に検討した。彼らは調査の結果の⼀つとして、具体的な取引関係が⽣産⼒⽔準や技術
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⼒⽔準を規定することを明らかにした（植⽥, 2004, 53 ⾴）1。 

⼯場制下請を⾒てみると、サプライヤーはアセンブラーから資本的・経営的⽀援を

受けることもなく、技術的な管理も場当たり的に⾏っていた（藤⽥, 1965, 43 ⾴）。た

だし、サプライヤーはアセンブラーからの様々な要求にいつでも応えられるようにし

ていなければならなかったため、アセンブラーから掛け売りで中古の設備類を購⼊し、

電動式やガソリン式の⼩型原動機や旋盤等を⼀通り備えていた（藤⽥, 1965, 60-61 ⾴）。

当時のサプライヤーは⽀給された図⾯と仕様書に従って部品を製造・加⼯するだけで、

現在のように設計能⼒を持つ企業はまれであった（⻄⼝, 2000, 52 ⾴）。後に厳しく追

求されるようになった品質保証も、中古の粗悪な設備を使い技術⼒の⽔準も低かった

ため、当時は⾼い⽔準をサプライヤーに求められることはなかった。結果、脆弱な部

品がアセンブラーに供給され、航空機や軍⽤⾞には⽋陥品が相次いでいた（⻄⼝, 2000, 

53 ⾴）。納期についても遅れに対する罰則が作られていたものの、納期を順守するこ

とは困難な状況であった。このように、サプライヤーの⽣産⼒や技術⼒の⽔準は低く、

それはアセンブラーから購⼊する中古の設備や⾼い⽣産⼒や技術⼒の⽔準を求めない

取引関係のもとに規定されていた。 

こうした取引関係を基盤にサプライヤーは戦時期を迎え、⽇本政府によって半ば強

制的に専属化されていた。アセンブラーに⽐べて技術的にも未熟で資⾦もないサプラ

イヤーは圧倒的に弱い⽴場にあり、⽣産調整のバッファーとして利⽤されることで取

引は常に不安定であった（⻄⼝, 2000, 49-50 ⾴）。材料や設備の不⾜などが⽣じれば、

アセンブラーは専属のサプライヤー以外に発注した。そのため、サプライヤーは別の

アセンブラーの発注分に材料を回したり、代替的なバッファーとなる⼆次サプライヤ

ーを抱えたり、発注を受けるアセンブラーの数を増やすなどの対策を講じることで不

安定さを回避しようとした（植⽥, 2004, 55 ⾴）。ただし、それらはあくまでも⼀時的

な策に過ぎず、軍需関連部⾨の下請としてアセンブラーとの不安定な取引を続ける以

外に選択の余地はなかった（植⽥, 2004, 56 ⾴）。 

⽇本政府によって半ば強制的に作られたアセンブラーにサプライヤーが専属化す

る仕組みは、戦時の混乱や下請化が⼤規模だったこともあり完全には統制できずに、

                                                       
1 下請制に対する理解は、⼩宮⼭（1941）と藤⽥（1965）で異なるとされ、論争をめぐ
る議論も存在するが、本論⽂の⽬的とは異なるため取り上げていない。 
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敗戦に伴う軍需減少に伴い分業体制のみを残しその後崩壊した。サプライヤーが強制

的に動員されることはなくなったが、戦時期の分業体制が引き継がれたことによって

不安定な取引から解放されることはなかった。また、中⼩企業の⼤半が下請に動員さ

れたことで中⼩企業すなわち下請というイメージが定着し、そのイメージをもたらし

たアセンブラーが主導する仕組みへの肯定的な認識は、政府や地⽅の中⼩企業⽀援機

関、企業等の⼀部に根深く残った（植⽥, 2004, 55-57 ⾴）。 

アセンブラーが主導する取引は、第⼆次世界⼤戦後まもなく朝鮮戦争が勃発し再び

軍需が増⼤し、その後訪れた⾼度成⻑経済期のもとで再び量産体制を形成することと

なった。⾃動⾞メーカーは重点分野であった航空機等のアセンブラーにサプライヤー

を奪われており、戦時期末にはサプライヤーとの関係が切れている場合が多く取引を

再開する必要があった（植⽥, 2001, 5 ⾴）。他⽅で、1953 年頃から始まった電化ブー

ムによって、電機メーカーは需要拡⼤に応えるために⼯場や組⽴専⾨⼦会社を設置し

たがそれだけでは需要に追い付かず、サプライヤーの確保に迫られていた（⻄⼝, 2000, 

72-73 ⾴）。このようにサプライヤーを求めるニーズは増⼤していたが、サプライヤー

側の状況は戦時期と変わっていなかった。⾃動⾞メーカーからの受注は、⾃動⾞産業

⾃体がまだ成⻑軌道に乗っていなかったため不安定な取引を迫られていた（植⽥, 

2004, 58 ⾴）。アセンブラーが積極的に⽣産技術や経営管理技術を海外から導⼊する

⼀⽅で、サプライヤーはアセンブラーから中古の設備類を購⼊し、汎⽤技術と低い資

産特殊性しか必要としない単純な加⼯や部品製造を⾏っていた（⻄⼝, 2000, 77-79 ⾴）。

需要拡⼤によりアセンブラーとサプライヤーの双⽅で積極的な設備投資が⾏われ⽣産

⼒や技術⼒の向上が⽬指されていたが、需要が増⼤すればするほどアセンブラーとサ

プライヤーの資⾦的および技術的な格差は広がっていった（港, 1990, 15 ⾴）。 

格差は広がる⼀⽅で、1960 年代頃からサプライヤーの⽣産⾼を下請業務が占める割

合は徐々に増し、アセンブラーとサプライヤーが互いに依存する度合いは⾼まってい

た（⻄⼝, 2000, 122-12 ⾴）。それに伴い、サプライヤーが経営資源の⼤半をアセンブ

ラーに依存する従属的な取引関係が形成されていった（港, 1990 , 16 ⾴）。そのため、

アセンブラーがサプライヤーに無理難題を押し付けるという事態が発⽣していた。ア

センブラーはサプライヤーにより低価格で部品を提供することを求めた上に、サプラ

イヤーへの⽀払いは遅延させるという問題が多発していた。だが、アセンブラーに依

存するサプライヤーは⼆次サプライヤーにその負担を押し付けるという形でしか対処
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できなかった（⻄⼝, 2000, 80 ⾴）。この点に関して、⽇本政府が下請代⾦⽀払遅延等

防⽌法（下請法）を含む⼀連の法律を導⼊し介⼊政策を採るという状況までに⾄った

が、依存する仕組みを根本からこの問題を解決するまでには⾄らなかった（⻄⼝, 2000, 

80 ⾴; 植⽥, 2004, 57 ⾴）。このようにサプライヤーは⽇本政府主導による専属化の仕

組みからは解放されても、よりアセンブラーへの従属を強めることでより不安定な取

引に巻き込まれていた。 

以上、第⼆次世界⼤戦期末から⾼度経済成⻑期までのアセンブラーとサプライヤー

の取引関係を考察してきた。⽇本政府によってアセンブラーにサプライヤーが半ば強

制的に専属化され、⾼度経済成⻑期では資⾦的および技術的に有利であったアセンブ

ラーがサプライヤーを従属させる傾向にあった。植⽥（2004）によれば、こうした傾

向を踏まえて先述した系列取引の特徴は⾒られるようになった。 

第⼀に、アセンブラーは外注先となるサプライヤーを⼀気に増やすことができずに、

限定した少数のサプライヤーに⼀括で発注していた。需要拡⼤により⽣産量が増えて

もアセンブラーは、サプライヤーを獲得するために他のアセンブラーと競争しなけれ

ばならず、むしろ限定されたサプライヤーへの発注量を増やして⽣産量を補おうとし

た。そのため、サプライヤーがさらなる下請を必要とし、⼆次・三次下請を必要とす

る下請企業化が⾏われていった（植⽥, 2004, 59 ⾴）。第⼆に、⻑期に渡った⾼度経済

成⻑は、結果として⻑期継続的な関係を⽣じさせた。⻑期的な需要拡⼤によってアセ

ンブラーは、限定されたサプライヤーに対して⻑期継続的に発注することとなった（植

⽥, 2004, 59 ⾴）。第三に、アセンブラーとサプライヤーの双⽅に設備投資や技術の⾼

度化に対するインセンティブを⽣じさせた。⾼度成⻑期はアセンブラーだけでなくサ

プライヤーの両者ともに、需要がより⻑期的に増⼤していくという⾒込みを植え付け、

その⾒込みのもとで更なる設備投資や技術⾰新への対応を⾏った（植⽥, 2004, 60 ⾴）。

第四に、サプライヤーに対する管理⼿法が⾼度成⻑期を通じて⾼められていた。アセ

ンブラーはサプライヤーに対する指導や管理を担当する部署を⽴ち上げ、TQC の導

⼊によって品質管理を重視するようになっていた（植⽥, 2004, 60 ⾴）。 

このように、アセンブラーはサプライヤーに対して受注だけでなく設備投資や技術

⽀援などを提供していた。それは同時に、下請企業としてアセンブラーの要請に応え、

それを第⼀に考えていくという従属的な⽴場を受け⼊れさせたことにもなった。アセ

ンブラーの要請は、サプライヤーに期待するコストや品質、納期の⾯で現れ、要請は
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常に厳しくなっていった。サプライヤー側も要請に応えるために中古の設備を投⼊し

続け、⽣産管理や品質管理の⼿法を導⼊し、⽣産請負に専⾨化していった（植⽥, 2004, 

61 ⾴）。 

しかし 1970 年代に発⽣した円⾼不況や⽯油危機により、アセンブラーとサプライ

ヤーは設備投資による技術⾰新を中⼼とした量的な拡⼤を⽬指すことができなくなっ

た（植⽥, 2004, 62 ⾴）。つまり、⾼度経済成⻑を前提とした設備投資を基盤としたア

センブラーとサプライヤーの取引関係を維持することが困難になったのであった。た

だし実際には、⽯油危機後もアセンブラーとサプライヤーの相互依存度合いに⼤きな

変化はなかった（⻄⼝, 2000, 124 ⾴）。アセンブラーとサプライヤーが相互に依存す

る関係は変えずに、変化した前提条件に合わせた⽅向性の転換が試みられた。 

とくにその変化が顕著に現れたのは、⾃動⾞産業であった。第⼀に、徹底的なコス

ト削減のもとで⽣産性の向上が⽬指された。⾼度経済成⻑期には、設備投資による技

術⾰新で⽣産性を向上させていたが、⽯油危機後は消極的な設備投資に向かったため、

設備投資をせずにいかに効率的な⽣産を⾏うのかということが追求された（植⽥, 

2004, 62 ⾴）。その典型がトヨタ⽣産⽅式の誕⽣であり、⼯程間の仕掛在庫を最⼩限に

抑える JIT もこの頃に本格的に導⼊された（港, 1990, 16 ⾴）。第⼆に、多品種化およ

び多仕様化の影響により、サプライヤーに対して技術⼒だけでなく提案⼒が求められ

るようになった。アセンブラーは⾼まった製品開発業務の負荷の⼀部を⼀次サプライ

ヤーに委託する傾向が強くなった。⼀次サプライヤーの業務範囲は下請業務から製品

開発にまで広がり、その負荷は⼆次・三次サプライヤーへと影響し、サプライヤー全

体で VA（value analysis, 価値分析）や VE（value engineering, 価値⼯学）活動が展

開されることとなった（植⽥, 2004, 62 ⾴）。VA は 1950 年代に採⽤され始め、製造中

の部品のコスト削減⼿段として 1960 年代以降に広く普及した（⻄⼝, 2000, 159-160

⾴）。この⽅法を⽤いることで、複雑化するコスト体系を細分化し、コスト削減に重要

となる要素を割り出すことができた（Cusumano, 1985, p. 258; ⻄⼝, 2000, 158 ⾴）。

さらに、新製品のコストを設計段階で削減するための VE 技術も導⼊されることで、

より徹底したコスト削減に基づいた⽣産性の向上が⽬指された。 

このような条件変化が⽣じたことで、アセンブラーとサプライヤーが依存しあう引

関係は技術⾰新による⽣産性の向上から、コスト削減に基づいた⽣産性の向上を⽬指

されるようになった。いずれにしてもアセンブラーが主導的な⽴場からサプライヤー
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に対して強い影響⼒を⾏使することに変わりはなく、サプライヤーはアセンブラーか

らの⼀⽅的な要求を受け⼊れざるを得ないという状況にあった。この取引関係は協調

的下請取引と呼ばれている（港, 1990, 16 ⾴）。 

ここまで系列取引研究において経験的に捉えられてきた、わが国の製造業（とくに

⾃動⾞産業）における系列取引の歴史的過程を整理してきた。1940 年頃は、⽇本政府

の統⼀的な規制により、アセンブラーへのサプライヤーの専属化が⾏われ、1950 年代

以降はアセンブラーがサプライヤーとの取引を主導してきた。それは資⾦⼒や技術⼒

を持つアセンブラーが次々と設備投資を⾏うなど技術⾰新を中⼼とした⽣産性の向上

を⽬指す⼀⽅で、サプライヤーはアセンブラーから資⾦や設備、技術の提供を受けつ

つ、下請業務に徹底するというものであった。その後、積極的な設備投資による技術

⾰新からコスト削減を⽬指した技術⾰新へという変化はあったものの、アセンブラー

が主導する取引関係のもとで、⽣産⼒や技術⼒の⽔準が規定されてきたことに変わり

はない。このことは、最終的に欧⽶先進国に⽐べて⽇本の技術⼒の停滞へと招く原因

へと繋がったともされている（植⽥, 2004, 53 ⾴）。 

 

2.3  系列取引における企業間取引のコントロール  

 本節では、1980 年代以降に確⽴された系列取引において、いかにアセンブラーが⾃

らの要求を達成するためにサプライヤーの⾃助努⼒を引き出してきたかを整理する。

前節でみたように、第⼆次世界⼤戦後から 1970 年代にかけて、アセンブラーはサプ

ライヤーに資⾦や技術を提供し、サプライヤーはアセンブラーからの要求に応えるた

めに下請業務に専念してきた。その中でサプライヤーは⽣産調整のバッファーとして

利⽤されるなど不安定な取引を続けつつも、事業の安定化に努めていた。 

 ただし 1980 年代にはいると、中⼩企業の新規開業数は閉鎖数を下回るようになり、

労働⼒需要が落ちることでサプライヤーの供給⼒拡⼤は制約されるようになっていっ

た（港, 1990, 17 ⾴）。アセンブラーはサプライヤーによる無限供給弾⼒性を前提にで

きなくなり、特定のサプライヤーの⽣産能⼒への依存がより強まることとなった（港, 

1990, 17 ⾴）。さらに JIT のもと、サプライヤーは VA や VE 活動まで活動範囲を広げ

たことにより、特定のアセンブラーに対する特殊資産性が⾼まり、特定のアセンブラ

ーに対する依存度が⾼まっていた。 
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 系列取引では、アセンブラーは特定の少数のサプライヤーと⻑期にわたって繰り返

し取引を続けられてきた。第⼆次世界⼤戦中は⽇本政府によって特定のサプライヤー

が専属化され、⾼度成⻑期にはアセンブラーの資⾦⼒や技術⼒によってサプライヤー

との取引が規定されてきた。そうすることで、アセンブラーとサプライヤーの双⽅が

互いに依存する仕組みが作り出され、必然的に特定の相⼿と取引を継続することとな

っていた。そのなかで多様な情報が交換され、取引条件に対する弾⼒的な調整が⾏わ

れてきた（後藤, 1992, 236 ⾴）。 

とくに⾃動⾞産業で取引条件に対する弾⼒的な調整を可能とした理由として、植⽥

（2004）は「曖昧さ」を挙げる（67 ⾴）。この曖昧さは、アセンブラーとサプライヤ

ー間での取引において交わされる「基本契約」に表れている。基本契約は、取引が開

始される際に交わされ、通常１年間有効であり、異議申し⽴てがない限り⾃動更新さ

れる（⻄⼝, 2000, 148 ⾴）。基本契約では両当事者が守るべき⼀般的な義務が定めら

れているだけであり、想定される取引期間や価格決定時期などは明記されず⾮常に漠

然としている（浅沼, 1990, 5 ⾴）2。取引契約に曖昧さを残すことによって、アセンブ

ラーは予測が困難な⻑期の取引に仕様書やコスト詳細が不明確な製品開発段階からサ

プライヤーを動員することができた（港, 1990, 10 ⾴）。例えば、技術的要求内容が曖

昧な仕様書は、サプライヤーの裁量余地を広げ、技術改善のための主体的努⼒を促す

効果を発揮してきた（港, 1990, 10 ⾴）。つまり、サプライヤーに対して限りない努⼒

改善を求めるというわけである。⽇本の産業では、このような基本契約や確⽴した慣

⾏が頻発的な部品取引に関しては単⼀の契約書の代わりに⽤いられていた（浅沼, 

1990, 4 ⾴）。実際に、1970 年には製造業全体の 84％に基本契約が普及していた（⻄

⼝, 2000, 148 ⾴）。このように曖昧さを残す基本契約によって、アセンブラーはサプ

ライヤーの⾃助努⼒を限りなく引き出すことができた。 

 基本契約に加えて、アセンブラーはノンスイッチングの慣⾏と複社発注政策、評定

制度を導⼊した（浅沼, 1990, 6-9 ⾴）。まずノンスイッチングの慣⾏とは、製品のモデ

ルが継続される限り、アセンブラーは⼀度取引を⾏ったサプライヤーに発注し続ける

                                                       
2 浅沼（1990）では、⾃動⾞産業と電気・電⼦機器産業における基本契約の差異につい
ても記述しているが、本論⽂では主に産業における共通事項に関する事項を取り上げ、
差異がある場合のみ産業名を明記している。 
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ことを意味する。⾃動⾞産業では 4 年に⼀度フルモデルチェンジが⾏われる。モデル

チェンジに先⽴って開発期間があり、その期間中に各部品の仕様と価格、発注先とな

るサプライヤーが決定される。アセンブラーは通常 4 年間特定のサプライヤーと繰り

返し取引を続けることになるが、サプライヤーは現⾏モデルの製品の需要変動に合わ

せて⽉ごとに変動するアセンブラーからの発注量にあわさなければならない（浅沼, 

1990, 7 ⾴）。また、モデルチェンジを迎えれば、サプライヤーは引き続き次期モデル

についても同じ種類の部品の注⽂を受けることができるが確証はない。次に複社発注

政策とは、部品の各種類について 2 社以上のサプライヤーを確保することを意味する。

これには、事故など突然の供給停⽌に備えたバックアップという意味合いと、1 社の

サプライヤーが独占する状況を作らず、価格と品質の両⾯においてサプライヤーから

協⼒的な態度を引き出す意味合いの 2 つの⽬的があった（浅沼, 1990, 6 ⾴）3。同じ種

類の部品を供給できる複数のサプライヤーを置くことで、アセンブラーはモデルチェ

ンジのたびに取引先となるサプライヤーを選択することができる。アセンブラーは毎

年モデルチェンジが出るようにタイミングをずらしているため、サプライヤーは常に

選択される状況にさらされることになる（浅沼, 1990, 8 ⾴）。最後に、評定制度とはア

センブラーがサプライヤーの仕事を評定することを意味する。アセンブラーはサプラ

イヤー間の発注シェアの割り振りやサプライヤーからの提案などをもとに、毎回の取

引に対してサプライヤーを評定する。この評定によって、次の発注先となるサプライ

ヤーが決定される。 

このように曖昧な基本契約や⾔外の内容を含んだ約束（港, 1990, 10 ⾴）のうえで、

アセンブラーはノンスイッチングの慣⾏や複社発注施策、評定制度を施⾏してきた。

この仕組みは、⼀⽅でサプライヤーが⼀定の発注量をアセンブラーから⼀定期間は受

けることを可能とするが、他⽅でアセンブラー主導による取引にサプライヤーが⻑期

的に従うことになる。アセンブラーは少数のサプライヤー同⼠による競争的な状況を

常に作り出すことで、⾃らにとって協⼒的な取引条件を引き出す⼿段としていたので

あった（浅沼, 1990, 8 ⾴）。 

                                                       
3 ただし、特定の部品に関しては同じ種類の専⽤⾦具や治具に対する⼆重投資を防ぐた
めに複社発注政策をとらない（浅沼, 1990, 6 ⾴）。⼆重投資によるリスクはアセンブラー
が負担することになるからである（浅沼, 1990, 6-7 ⾴）。 
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この競争と協調の仕組みは、アセンブラーがサプライヤーに対して部品の開発から

製図までを⼀括外注することで強化されていった。そもそもサプライヤーは下請と⼀

般的なサプライヤーという形で⼆分されて議論されてきた（浅沼, 1990, 14 ⾴）。これ

は、アセンブラーが購⼊する部品や材料が市販品（購⼊品）と外注品という 2 つの分

類から構成されていたことに関係する。市販品は主に⼀般的なサプライヤーから購⼊

し、アセンブラーが提⽰する仕様にしたがって製造される外注品は下請から購⼊する

というのが典型的であった。 

ただし、⾃動⾞産業では、アセンブラーが技術や製造ノウハウを持たない品⽬や市

販品に属する品⽬に関しても、サプライヤーに特注の仕様を提⽰する傾向が強まって

いた（浅沼, 1990, 17 ⾴）。そのため、アセンブラーに供給される部品の⼤半は、⼀般

的なサプライヤーからではなく下請からとなっていた。このことから浅沼（1990, 1997）

は、サプライヤーがアセンブラーに提供する能⼒をもとに新たにサプライヤーを 2 つ

に分類した。ひとつは、アセンブラーが供給する図⾯「貸与図（drawings supplied）」

にしたがって部品を製造する貸与図サプライヤーである（浅沼, 1990, 17 ⾴, 1997, 

187-188 ⾴）。もうひとつは、サプライヤーが作成しアセンブラーは承認するだけの図

⾯「承認図（drawings approved）」にしたがって部品を製造する承認図サプライヤー

である（浅沼, 1990, 17 ⾴, 1997, 187-188 ⾴）。貸与図サプライヤーが部品の製造能⼒

のみをアセンブラーに提供するのに対して、承認図サプライヤーは製品開発能⼒も提

供する（浅沼, 1990, 18 ⾴）。このように、外注品の割合が増⼤してきたことに伴い、

下請と⼀般的なサプライヤーではなく、外注品を単に製造するのか、その開発にも関

わるのかという点においてサプライヤーの区分が検討されたのであった。 

それだけ部品の開発にかかわるサプライヤーが増⼤したということでもあったが、

サプライヤーが承認図⽅式を受け⼊れることは容易ではなかった。貸与図サプライヤ

ーは、⼯程改善と設計改善を通じた価格削減努⼒とその能⼒をアセンブラーに⽰すこ

とになる。製造段階では、サプライヤーは⼯程改善を通じた原価低減と部品の設計改

善提案を通じての VA を⾏う。これらの原価削減努⼒は、アセンブラーからの段階的

な価格引下げ要求に応じるために⾏われる（浅沼, 1990, 28-29 ⾴）。また、開発段階で

は、サプライヤーはアセンブラーが貸与する図⾯に応じて製造⼯程を設計し、設計改

善を通じて製造原価低減に貢献し（浅沼, 1990, 30-31 ⾴）、アセンブラーは VA や VE

を通じた価格削減をサプライヤーの技術的能⼒として考慮する。それに対して承認図
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サプライヤーは、VA や VE を通じた価格削減に加えてアセンブラーの仕様に応える

能⼒が必要となる。サプライヤーは試作部品を設計・製作・テストし、アセンブラー

の要求を微妙な細部に⾄るまで理解しそれに適応する能⼒や設備を保有していなけれ

ばならなかった（浅沼, 1990, 30-31 ⾴）4。承認図サプライヤーは図⾯を超えて⾼まる

アセンブラーからの要求に応えるための技能を有していなければならなかった。 

こうしたアセンブラーからの要求に応えることができるサプライヤーの技能を、浅

沼（1990）は関係特殊的技能と呼ぶ。関係特殊的技能は「基本的にアセンブラーのニ

ーズに対して効率的に反応するためにサプライヤーの側に要求される技能」（浅沼, 

1990, 31 ⾴）を指す。関係特殊的技能はサプライヤーが有する基本的な技術的能⼒に

加えて、アセンブラーとの反復的な取引を通じて獲得した技能が加わることで形成さ

れる。アセンブラーとの取引において獲得した技能がなければ、アセンブラーが承認

図をもとに発注するアセンブリー度合いが進んだ部品を開発・製造することができな

い。貸与図の場合は製造を通じた開発改善に限定されるため、⽐較的単純な設計の部

品が発注されていたが、サプライヤーが製品開発までを担うことでよりアセンブリー

度合いが進んだ部品が発注されるようになっていた（浅沼, 1990, 31 ⾴）。また、承認

図⽅式の導⼊によって、アセンブラーは取引があるサプライヤーの中から、よりアセ

ンブリー度合いの進んだ形態で部品を供給できる企業を選択する。サプライヤーはア

センブラーの技術者の代わりを担うような、アセンブラーの求める仕様に合わせた製

品開発ができる能⼒が求められ、アセンブラーに対して品質保証や納期厳守に関する

⾼い信頼性を⽴証しなければサプライヤー同⼠の競争に勝ち残ることができない状況

に⾯していた（浅沼, 1990, 28-31 ⾴）。このようにアセンブラーはより⾼い要求をサ

プライヤーに求めることでサプライヤー間の競争を維持し、開発・設計を委託するこ

とでサプライヤーから協⼒的に安価で⾼品質な部品を獲得してきた。 

 このように、系列取引はアセンブラー主導によって形成されてきたため、サプライ

ヤーよりもアセンブラーにとっての利点が⼤きく、アセンブラーは準垂直的統合とい

う供給体制をとることで、垂直統合に準じた情報交換や技術進歩、⽣産性向上などに

                                                       
4 市販品のサプライヤーは、アセンブラーにとってブラックボックスな部分が多く、サ
プライヤーが価格に対する協⼒度を図ろうとすると価格しかない。そのため、アセンブ
ラーは妥当な価格を得るために、同⼀の品⽬を供給しうるサプライヤーたちの間に競争
を依拠する（浅沼, 1990, 29 ⾴）。 
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よる利点に加えて、社会的分業に伴う規模の経済性や資本節約なども享受することが 

できたとされる（中村, 1983, 52 ⾴; 関, 2011, 42 ⾴）。他⽅で、多くのサプライヤーが

貸与図⽅式から承認図⽅式に変わっていく中、サプライヤーは様々な課題を抱えるよ

うになっていた。第⼀に、サプライヤーが開発・設計・製造を請け負うものの、アセ

ンブラーからは製品の単価だけが⽀払われた。サプライヤーは開発や設計にかかる費

⽤は製品単価に組み込むしかないが、⾼い価格を設定すればアセンブラーは他のサプ

ライヤーを選択することになる（植⽥, 2004, 73 ⾴）。第⼆に、アセンブラーが部品の

開発・設計に関する技術的な情報を必要以上に得ようとした。サプライヤーは⾃社の

コア技術となる部分までを開⽰しないように、承認図には最低限の情報のみを記すこ

とで対応していた（植⽥, 2004, 73 ⾴）。第三に、承認図の所有者がアセンブラーとサ

プライヤーのどちらかにあるのか曖昧であった。このように系列取引には基本契約だ

けでなく、曖昧さが要所に残されている。この曖昧さはアセンブラーが都合のよい状

況を作り出し、それが表⾯的に問題とならないような仕組みを形成するために必要で

あった（植⽥, 2004, 73 ⾴）。 

しかし、⼀旦曖昧さを⽀える条件が変化すると、その曖昧さはアセンブラーが⾃ら

にとって都合のよい状況を作ることができないという問題となって現れる（植⽥, 

2004, 74 ⾴）。たとえば、海外での現地⽣産が拡⼤すれば、図⾯に対する⽇本のサプラ

イヤーが有する知的財産権はどのようにするのか、または図⾯通り海外でも⽣産する

ことが可能なのかという問題を⽣む。また、⻑期的な取引を前提にできなくなれば、

曖昧さによってアセンブラーがサプライヤーを⽣産変動のバッファーとして使うこと

も不可能となる（植⽥, 2004, 75 ⾴）。取引が断続的になり短期的になれば、コストの

所在が不明確になり回収不可能な事態に陥り、従来の曖昧にしていた点を明らかにし

なければなくなる。さらに、コスト負担をサプライヤーに転嫁する⽣産構造はあくま

でも⻑期継続的な取引を前提としているため、それが前提とできなくなった場合、そ

のコストは誰が負担するのかという問題が発⽣する（名和, 1996, 53 ⾴）。あくまでも

系列取引は、アセンブラー主導により常にサプライヤーを少数の代替的な取引相⼿と

の競争にさらすことで、サプライヤーからアセンブラーの要求に応えようとする⾃助

努⼒を引き出すという競争と協調の原理が導⼊されてきたのであった。 
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2.4  ⼩括 

 本節では、経験的研究を主とした系列取引研究に残された課題を明らかにする。こ

れまで検討してきたように、系列取引では資⾦⼒や技術⼒をもつアセンブラーがサプ

ライヤーを主導していた。そのなかで、アセンブラーは⾃らの要求を達成するために、

サプライヤーの⾃助努⼒を引き出してきた。結果、「まとめてまかせる（⼀括外注）」

「少数サプライヤー間の有効競争」「⻑期安定的な継続取引」という特徴を有する系列

取引となり、評価されてきた。 

 系列取引は第⼆次世界⼤戦の末期頃から徐々に形成され、1980 年代後半になって確

⽴した。当初は軍需に⾒合う⽣産量を確保するための量産を⽬的に、⽇本政府が主導

しサプライヤーの専属化が⾏われた。サプライヤーはアセンブラーから中古の設備類

を購⼊し、技術的な指導を受け、量産可能な体制を整えていった。それが 1970 年代

に⼊ると不況の影響もあり、積極的な設備投資ではなく、コストを削減しつつも⾼品

質の製品を量産することに焦点が移り、アセンブラーの主導によってサプライヤーは

JIT や VA、VE などに従ってきた。 

このとき中⼩企業理論のなかで、系列取引を効率的な取引形態として賛美する「効

率性論」に対して、サプライヤーがアセンブラーの要求に応えるため不利益を被って

いたと主張する「問題性論」が論じられ始めていた（後藤, 1992, 132 ⾴; 下⾕, 1993, 

224 ⾴; 関, 2011, 41 ⾴）。問題性論では、1980 年後半までサプライヤーとなる中⼩企

業の⼤部分が下請制のなかで存⽴してきたことが、その後も下請制の問題性を引き摺

り、アセンブラーがサプライヤーを従属させる⽀配的な構図を維持させ、サプライヤ

ーが新しい産業を⽣みだす機会を奪ってきたことが問題として指摘された（中村, 

1983, 3-4 ⾴）。 

ただし他⽅で、アプリオリに議論されているアセンブラーとサプライヤーの関係が

必ずしも現実的な関係を指してきたわけではないという指摘もある（下川, 1992, 60

⾴; 植⽥, 2004, 52 ⾴）。系列取引では VA や VE などはアセンブラーがサプライヤー

を従えたり、サプライヤー間の競争関係を仕込むために設けられたことが強調されて

きたが、サプライヤーがそれらを利⽤した積極的な提案を⾏うことで⻑期的な取引に

おける有利な地位を獲得し、過度なコスト競争に陥らないために作り上げてきたもの

だと捉えることができる（植⽥, 2004, 83-86 ⾴）。承認図によって、サプライヤーはア
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センブラーの製品開発⼒の⼀端を担う存在となりつつ（藤本, 1998, 46 ⾴）、サプライ

ヤー間の技術競争を避けてアセンブラーに⾃社の技術を売り込む逆選択を⽣み出して

いるとも指摘される。また、需要のバラツキによるアセンブラーの不安定さを低減す

るために設けられた平準化⽣産が、ディーラーに対する販売数量の交渉権を認めつつ

も、同時にリスク負担と販売促進のコストを負担させていたという側⾯もある（浅沼, 

1994, 318 ⾴）。 

 確かにサプライヤーは系列取引のもとで⽣産変動のバッファーとして利⽤され、ア

センブラーの動向に影響を受けていたが、サプライヤーはアセンブラーとの⻑期継続

的な取引を⾏うことで、⼀定期間は安定的な受注を確保し技術的な蓄積を⾏うことが

できていた。つまり、系列取引それ⾃体はアセンブラーとサプライヤーの双⽅にとっ

て不利益ばかりをもたらしたわけではなかった。このことは、藤本（1998）によって

系列取引の利点としてまとめられている。第⼀に、アセンブラーはコスト削減できた

分をサプライヤーに還元していた。1980 年代には⽇本の⾃動⾞メーカーの売上⾼営業

利益率は 5％以下と⽐較的低位に留まり、上場⼀次サプライヤーの⽅がアセンブラー

より⾼い利益率を出していた。このことから藤本（1998）は、アセンブラーは利潤を

独占していなかったとする（56 ⾴）。第⼆に、アセンブラーとサプライヤーの格差は

確実縮まった。最も問題とされていたアセンブラーとサプライヤーの賃⾦格差などは、

1960 年代に⽣じた労働⼒不⾜によって改善された（藤本, 1998, 56 ⾴）。第三に、サプ

ライヤーの品質管理や⽣産性は⾼まった。1980 年代前半には、⽇本のサプライヤーの

部品コストは⽶国に⽐べて相当に安く、アセンブラーの製品の品質は⽶国を相当に上

回っていた（藤本, 1998, 56 ⾴）。サプライヤーがコスト低減や品質管理の改善を積極

的に⾏った結果、部品供給にかかわるコストや部品の品質、技術の改善率や受注に対

するフレキシビリティが⾼まり、⽣産性や品質の⾼さをもたらしたのであった（藤本, 

1998, 57 ⾴）。このように技術⼒や資⾦⼒をもつアセンブラーが主導する企業間取引

のコントロールは、アセンブラーが⾃らの要求を達成しつつ、サプライヤーも⽣産⼒

や技術⼒を向上させることを可能としてきた。 

このように系列取引研究では、アセンブラーが主導する系列取引が経験的に研究さ

れてきた。そのため、2000 年代に⼊りわが国の製造業を取り巻く状況の変化に合わせ

て系列取引が変化（崩壊）すると観察対象を失うとともに、企業間取引のコントロー



25 
 

ルを問う視点までも⾒失っていった5。 

近年では、系列取引研究の経験的なアプローチ以外にも、企業間取引のコントロー

ルに関する様々な理論的アプローチが整備されつつある。そこで続く第 3 章と第 4 章

では、企業間取引のコントロールに関する経済学的および社会学的なアプローチの特

徴と限界をレビューした上で、依拠する理論的なアプローチを整備する。 

  

                                                       
5 近年では、わが国の製造業に関する研究では、企業間取引のコントロールを問う視点
は失われたまま、系列取引崩壊後に現れた取引関係を経験的に捉える研究や新たな概念
のもとに企業間取引を検討する研究が展開される傾向にある。例えば、⽣産拠点の海外
移転による製造業のグローバル化を捉える議論（下川, 2002, 2004; 清, 2016 等）や、製
品アーキテクチャの概念など、製品開発に注⽬した議論（藤本, 2004; 藤本・クラーク, 
2009 等）、独⽴した企業が横に緩やかにつながる関係としてネットワークの概念に注⽬
する議論（現代企業研究会, 1994; 藤本・⻄⼝・伊藤, 1998; 関, 2011 等）などがある。 
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第３章 経済学的な視点からの企業間取引のコントロールに関する理論的
検討 

 

 本章では、経済学的な視点から企業間取引のコントロールを理論的に検討する。前

章で整理した系列取引研究は、アセンブラー主導による系列取引を経験的に捉えてき

たが、企業間取引のコントロールを理論的に検討してこなかった。そのため、わが国

の製造業を取り巻く状況の変化に合わせて系列取引が変化すると観察対象を失い、企

業間取引のコントロールを問う視点をも⾒失っていった。企業間取引のコントロール

に対する理論的整備が必要である。 

 経済学な視点からは企業間取引のコントロールの原理として、機械主義的⾏動を抑

制するガバナンスやゲームの解が注⽬される。完全合理性を仮定した新古典派では、

価格メカニズムによって取引は⾃⽣的に調整され効⽤は最⼤化されると考えられてい

た。それに対して、ガバナンスやゲームの解を問う理論では、現実の経済活動では価

格メカニズムだけでなく、別のメカニズムも作⽤していると考えられている。そうで

なければ、企業の存在や機会主義的⾏動など、利害の対⽴が⽣じる経済現象や変化を

説明することができない。このような考えのもとで、新古典派の仮定に条件を加え、

いかに効⽤最⼤化を妨げるコストを発⽣させる機会主義的⾏動を抑制するガバナンス

やゲームの解を設計するのかということが探求されている。 

ガバナンスに注⽬した代表的な理論に、取引費⽤理論や所有権理論、エージェンシ

ー理論がある。これらの理論は契約論的アプローチとも呼ばれる（3.1）。他⽅で、ゲ

ーム論的アプローチでは、機会主義的⾏動を抑制するゲームの解をいかに設計するか

が検討される（3.2）。ただし、これらの理論は現実の経済活動を捉えようと完全合理

性に様々な条件をつけたが、結局は完全合理性の仮定を維持できなくなる（3.3）。完

全合理性を維持できない限り、どのような効⽤も調整し効⽤最⼤化を達成するガバナ

ンスを設計することはできない（3.4）。 

  

3.1  契約論的アプローチ 

本節では、契約論的アプローチに含まれる取引費⽤理論や所有権理論、エージェ

ンシー理論において、どのようにガバナンスが機会主義的⾏動を抑制すると考えられ
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てきたのかについて検討する。 

契約論的アプローチ6では、ガバナンスが契約の不完備性（incompleteness of 

contract）がもたらすハザード（以下、契約ハザード）を監視・管理することで機会

主義的⾏動が抑制されると考えられている。ただしこの⾒解には、契約論的アプロー

チの源流となるコースの議論がもつ⼆⾯性によって、市場とは異なる資源配分形態と

して企業のガバナンスを論じた取引費⽤理論（3.1.1）と、市場と企業を同⼀の資源

配分形態として捉えた上でガバナンスを論じたエージェンシー理論や所有権理論

（3.1.2）で差異がある。 

 

3.1.1 取引費⽤理論 

 Coase（1937）の議論は、資源配分ないし⽣産調整が市場を通じて⾏われるなら、

「組織（企業）がなぜ存在しているのか」という問題提起に始まった。コースの構想

は、その後、新古典派経済学においては組織と市場の選択問題として知られるように

なるが、企業を市場とは異なるガバナンスを備える資源配分の形態として捉える⼀⽅

で、企業と市場はどちらも資源配分の⼀形態であり、その差異を契約のあり⽅に⾒出

す⼆⾯性を有していた（Foss, 1993, p. 129; ⼤野・花⽥・平野, 1998, 188-189 ⾴）。 

 取引費⽤理論は、コースの議論の⼀⾯である、市場とは異なり、階層構造による「集

権的な配分システム」として捉えた視点を引き継ぎ（⼤町・花⽥・平野, 1998, 189 ⾴）、

契約ハザードを緩和するガバナンスを論じた。ワルラス（Marie Esprit Léon Walras）

以降の⼀般均衡を前提としてきた新古典派では、市場のみが取引の場として想定され、

価格メカニズムに基づいた分権的な配分システムとして市場が説明されてきた。市場

では価格メカニズムにもとづきながら、平等で⾃由な個⼈が短期の売買契約を交わし、

需要と供給を均衡させていく。需要と供給の均衡点における価格によって、資源を無

駄なく利⽤できる能⼒がある⼈に、多くの資源が⾃然に配分されるようになる。なぜ

ならば、それが最も⼈々の効⽤を最⼤化する⽅法であるからである。この新古典派の

                                                       
6 契約論的アプローチは、企業を「情報の処理装置（firm as processor of information）
（磯⾕, 2004, 90 ⾴）」もしくは「契約の束（the nexus of contracts）（Foss, 1993, p. 130; 
⼤町・花⽥・平野, 1998, 188 ⾴）」とみなし、取引において企業の関係主体間で切り結ば
れる明⽰的および黙⽰的な契約関係を検討する。 
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考えには前提として、⼈々は全ての情報を⼊⼿できるとする「完全合理性」と、⼈々

は⾃⾝の効⽤を最⼤化するように⾏動するという「効⽤最⼤化」が仮定されている。

つまり、限りある資源のなかで⼈々の効⽤を最⼤化するには、資源の最も効率的な使

い⽅を選択できる⼈がより多くの資源を保有するべきであるというわけである。 

 これに対し、取引費⽤理論の代表的な研究者であるオリバー・ウィリアムソン

（Oliver E. Williamson）は完全合理性の仮定は⾮現実的であるとして、新古典派の

仮定を緩めて、市場にも企業が必要とされる理由を説明した。そこで新たに取り⼊れ

た仮定が、制限（限定）された合理性（bounded rationality）、機会主義

（opportunism）、資産特定性（asset specificity）であった（Williamson, 1986, pp. 

177-178, 邦訳 221 ⾴）。制限された合理性は、⼈間の認知能⼒の限界を⽰すもので

あり、サイモン（Herbert A. Simon）の限定合理性概念を援⽤している7。そのた

め、新古典派で描かれる⼈間は全ての選択肢を知り、均衡に向かって効⽤を最⼤化す

る最適な選択をするが、ウィリアムソンが想定する⼈間は認知能⼒や、知りえる選択

肢や情報処理能⼒に限界がある。このような制限された合理性をもつ⼈間同⼠が取引

を⾏えば、コストを発⽣する機会主義的⾏動をとる可能性があるため、その可能性が

低い相⼿を探索したり、交渉したりする必要が⽣じるため費⽤が発⽣する。 

 この費⽤を節約するためには、限定合理性を補完する⼈間以外のガバナンスが必要

となる。Williamson（1975）によれば、その役割を担うのが企業であり、「⼈間の精

神能⼒の将来的な限界を克服するために、単に多段階の階層構造を導⼊するだけで事

⾜りる」（邦訳 25 ⾴）。通常は機会主義的⾏動をとる企業でも、法廷による秩序が保

たれるため市場で取引ができる（Williamson, 1986, pp. 177-178, 邦訳 223 ⾴）。ただ

し、企業が特定の取引を⾏う場合、資産特定性の条件が加わる。その場合、「計画が

（制限された合理性のために）必ず不完備なものとなり、約束は（機会主義のため）

おそらく破棄され、いまや当事者双⽅の⾝元が（資産の特定性のため）重要となる」

（Williamson, 1986, p. 178, 邦訳 223 ⾴）。つまり、制限された合理性に加えて資産

特定性が加わると、⾝元が不確かな市場では取引が⾏われないため、法廷による秩序

                                                       
7 ウィリアムソンは、企業を制度化されたものとして捉えた初期の制度学派の議論とは
異なり、⾃らの議論は経営学者だけでなくサイモンら組織研究者やから影響を受けた折
衷主義的な議論であるとしている（Williamson, 1975, p. 1, 邦訳 5 ⾴）。 
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の効果がなくなる（Williamson, 1986, p. 178, 邦訳 223 ⾴）。そのため法廷に代わ

り、「制限された合理性を節約し⼀⽅、同時に、機会主義の危機から取引を防御する

ように取引を組織化」（Williamson, 1986, p. 178, 邦訳 223 ⾴）する階層構造のガバ

ナンスが必要となる。 

 ウィリアムソンはガバナンスを「組織の代替的な⼿段の有効性を評価する実習（an 

exercise in assessing the efficacy of alternative modes (means) of organization）」

（Williamson, 1996, p. 11）と定義する。つまり、企業は階層構造をもって、資産特定

性がある取引において、制限された合理性と機会主義から発⽣する契約ハザードを防

ぎ、効⽤最⼤化を達成するための⼿段が有効に作⽤するために存在する。したがって、

ウィリアムソンはガバナンスを研究するということは、様々な契約ハザードの形態を

定義し、説明し、緩和することにあるとする（Williamson, 1996, p. 5）。 

そこでウィリアムソンは契約ハザードを抑制するために、取引に合ったガバナンス

が選択されることを指摘した。ガバナンスは資産特定性に加え、不確実性および取引

頻度の計 3 項⽬において、その度合いによって「市場型（market）」「組織階層型

（hierarchy）」「ハイブリッド型（hybrid）」のうちから選択される（Williamson, 1996, 

pp. 103-105）。第⼀に市場型は、資産特定性がゼロの場合に選択され、スポット取引

と価格メカニズムによって市場的ガバナンスが⾏われる。第⼆に組織階層型は、資産

特定性が⾼い場合に選択され、組織内部で取引が⾏われる。先述したように資産特定

性が⾼いと機会主義的⾏動が⽣じる可能性が⾼まるため、垂直統合的ガバナンスによ

って取引そのものが内部組織化される。第三にハイブリッド型は、資産特定性と取引

頻度の両⽅が⾼い場合に選択され、取引相⼿との関係的契約にもとづく双務的ガバナ

ンスが⾏われる。この 3 つのガバナンスから、契約ハザードを抑制し取引費⽤を節約

できるガバナンスが選択される。決してどのガバナンスが優れているといった、良し

悪しを問うわけではない（Williamson, 1996, p. 119）。 

 このガバナンスの考え⽅は、系列取引研究で系列取引を評価する際に度々⽤いられ、

アセンブラーによるサプライヤーの準垂直的統合がハイブリッド型ガバナンスとして

機能し、契約ハザードを抑制し取引費⽤を節約したと説明されていた。このとき、企

業集団や下請組織の存在を念頭にしていたわが国の研究者によって、このハイブリッ

ド型ガバナンスは中間組織として概念化された（島⽥, 1993, 65 ⾴）。そのため、中間

組織概念を中⼼とし、取引費⽤理論に基づいて市場と内部組織との継続的関係を分析
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する中間組織論（今井・伊丹・⼩池, 1982）や、系列取引における⻑期継続的取引関係

（浅沼, 1997）の議論が盛んに⾏われるようになった（磯⾕, 2004, 92 ⾴）。 

 例えば、浅沼（1990）では、ウィリアムソンの議論をもとに導出した 2 つの仮説を

もとに、⾃動⾞産業と電気・電⼦機器産業を取り上げ、そこで⾏われるアセンブラー

とサプライヤー間の⻑期継続的取引が分析される。そこで導出された仮説は、「取引の

性質の違いに依拠して、取引を制御するための機構（governance structure）の⽅も、

系統的に異なった様式（mode）をとる」と、「あるアセンブラーとそのアセンブラー

に対するサプライヤー群との間に⻑期的な諸関係が⾒出されるとしても、そうした諸

関係は、いま⾔及したような取引を制御するための機構がとりうるさまざまな様式の

全体がつくる集合の中の、⼀つの部分集合として分析できる」であった（浅沼, 1990, 

2 ⾴）。これらの仮説に基づき、浅沼（1990）はそれまで⾏われてこなかった複数の産

業を対象とする⽐較研究を⾏い、産業によって異なるガバナンスの仕組みを抽出し、

共通する特徴として⻑期継続的取引とそれを⽀える関係特殊的技能を⾒出した。 

 このように取引費⽤理論は、市場とは異なり、資産特定性の⾼い取引は企業が有す

る階層構造によって契約ハザードが抑制されていることを明らかにした。この考え⽅

に基づき、系列取引は、⼀⽅で関係特殊的な投資を取引相⼿に依存しながら、サプラ

イヤーの複数化による競争原理の導⼊などによって取引相⼿の機会主義的⾏動を抑制

する中間組織として往々に説明されてきた。 

 

3.1.2 所有権理論とエージェンシー理論 

 取引費⽤理論が契約ハザードを抑制するガバナンス形態の差異を明らかにしたのに

対し、所有権理論とエージェンシー理論は資源配分の観点からすれば、市場も企業も

資源配分の⼀形態であり、何ら変わりがないとする（⼤町・花⽥・平野, 1998, 188-189

⾴）。どちらも効⽤最⼤化を⽬指していることに変わりはなく、問題はいかに効率的な

資源配分を可能とするのかということである。その意味合いにおいて市場と企業に差

異はなく、両者の差異は契約（関係）のあり⽅にある。市場では平等な個⼈が⾃由に

契約を交わすが、それは法廷が秩序を保っているからである。それに対して、所有権

理論やエージェンシー理論では、企業を法律のもとで交わされた契約の束としてみな

し、法律のもとでの決定である限りそれは市場における法廷を同様の秩序的役割を果
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たすと考える。あくまでも企業は個⼈間の契約関係の束として機能する法的凝制（a 

legal fiction）の⼀形態であり、法律のもとでの⼈⼯的な構築物である（Jensen and 

Meckling, 1976, pp. 310-311）。つまり、法廷が市場の秩序を保っていたように、企業

はステークホルダー間に⽣じる契約ハザードを抑制し、取引費⽤を節約すると考えら

れている。そのため、課題はハザードを防ぐ契約はどのように設計されているのかを

明らかにすることであった（磯⾕, 2004, 94 ⾴）。 

 Alchian and Demsetz（1972）を嚆⽮とする所有権理論では、財やサービスに付随す

る所有権がハザードを防ぐ契約を可能とすることが論じられる（菊澤, 2016, 206 ⾴）。

製品やサービスを購⼊することで、所有権は販売者から購⼊者に移る。そのため、所

有権の交換は様々な取引や契約上で⾏われるが、その際に機会主義的⾏動が⽣じれば、

資源が効⽤最⼤化を達成しない形で誤って配分される可能性が⽣じる。これを防ぐた

めには、どのように所有権を配分すれば効⽤最⼤化できるかを考えなければならない。 

 例えば、その⽅法として Alchian and Demsetz（1972）は労働組合による所有権の

配分を挙げる。Alchian and Demsetz（1972）はチーム⽣産に注⽬し、チーム⽣産では

全体的な成果において個⼈の貢献度を分離して測定することが難しいため、チームメ

ンバーが相互に怠ける可能性があることを指摘した。企業はこの怠業を防ぐために監

視者を置くが、監視者も怠ける可能性がある（Alchian and Demsetz, 1972, pp. 779-

790）。この問題は、監視者に所有権を与えることで解決できる。それはメンバーに賃

⾦を払った後に得る残余利益を得る権利（残余請求権）や契約を改定できる権利、こ

れらの権利⾃体を売る権利などである（菊澤, 2016, 223 ⾴）。これらの所有権は、労

働組合（employee union）を通して配分される（Alchian and Demsetz, 1972, p. 790）。 

 他にも、株主と経営者の関係では、株主に所有権が与えられる。これは株主が会社

の所有者であるからというわけではなく、残余リスクの負担者としてその権利を有す

るからである（伊藤, 2003, 370-371 ⾴）。株主は発⽣する経営成果に関する残余リス

クを背負う代わりに、結果として⽣じた利潤を受け取る権利（残余請求権）も得ると

いうわけである。そのとき、経営者が企業の利益よりも⾃⼰の利益を優先させる可能

性がありうるため、株主の利益を守るために取締役会制や監査会計制度などが準備さ

れている（Alchian and Demsetz, 1972, pp. 787-788）。このように、所有権の配分は効

⽤最⼤化するには重要となるが、その際に契約ハザードが発⽣しないように労働組合

やと取締役会制などが導⼊される。 
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 他⽅で、Jensen and Meckling（1976）に始まるエージェンシー理論では、プリンシ

パル（依頼主）が⾃⼰の⽬的を達成するための意思決定をエージェント（代理⼈）に

委託するときに成り⽴つエージェンシー関係が注⽬される（磯⾕, 2004, 94 ⾴）。プリ

ンシパルとエージェント間で契約関係が結ばれる時、両者は互いが持つ情報をすべて

把握できるわけではない。この情報の⾮対称性が存在する限り、エージェントが情報

上の優位を利⽤し、⾃らの利害を優先する機会主義的⾏動をとる可能性がある。エー

ジェントの機会主義的な⾏動によって契約ハザードが発⽣すると、エージェンシー・

コスト8が発⽣し効⽤最⼤化を妨げる。Jensen and Meckling（1976）は、これを「エー

ジェンシー問題」と呼び、この問題の解決がエージェンシー理論の最⼤の⽬的となる。 

 エージェンシー問題は、⼤きく分けて 3 種類ある（丹沢, 2000, 77 ⾴）。第⼀に、逆

選択問題である。これはプリンシパルが事前にエージェントの情報をすべて把握でき

ないために、エージェントによる機会主義的⾏動が⽣じることを指す。そのため、企

業は逆選択問題を防ぐためのガバナンスの仕組みを導⼊する。例えば、個⼈が持病を

隠して健康保険に加⼊しようとする場合が逆選択問題として挙げられる。その場合、

保険会社（プリンシパル）は、加⼊者（エージェント）に対して健康診断書の添付を

求めることで残余リスクの発⽣を回避しようとする（丹沢, 2000, 77 ⾴）。 

 第⼆に、モラル・ハザード問題である。これはプリンシパルが常にエージェントの

⾏動を監視することができないために、エージェントによる機会主義的⾏動が⽣じる

ことを指す。そのため、企業はモラル・ハザード問題を防ぐためのガバナンスの仕組

みを導⼊する（丹沢, 2000, 77 ⾴）。例えば、経営者（プリンシパル）は従業員（エー

ジェント）の⾏動が最善であるかどうかを常に監視することができないため、代わり

に⼈事評価制度やインターネット閲覧の規制など、様々な形で監視することでエージ

ェントによる機会主義的⾏動を抑制しようとする。 

                                                       
8 エージェンシー・コストとは、エージェントが⽀出するボンディング・コストとプリ
ンシパルが⽀出するモニタリング・コスト、残された厚⽣上の損失の 3 つからなる
（Jensen and Meckling, 1976, p. 308; 丹沢, 2000, 75 ⾴）。ボンディング・コストとはエ
ージェントが⾃ら情報の⾮対称性を減らすための努⼒にかかる費⽤で、モニタリング・
コストとは、プリンシパルがエージェントに対して持つ情報上の劣位を補うために必要
となる費⽤である。これらの費⽤を⽀払ったとしても、すべての機会主義的⾏動を防ぐ
ことができるわけではないため、厚⽣上の損失が発⽣する（丹沢, 2000, 75 ⾴）。  
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 第三に、ホールド・アップ問題である。これはプリンシパルがエージェントの機会

主義的⾏動に気付いていてもそれを阻⽌できないために、エージェントによる機会主

義的⾏動が⽣じることを指す。そのため、企業はホールド・アップ問題を防ぐための

ガバナンスの仕組みを導⼊する（丹沢, 2000, 78 ⾴）。例えば、アセンブラー（プリン

シパル）がサプライヤー（エージェント）に特殊な部品の製造を発注する場合、サプ

ライヤーはその特殊性を利⽤して価格の吊り上げを要求する可能性がある。これを防

ぐために、アセンブラーはサプライヤーの複数化やサプライヤーの評価制度などを導

⼊する。 

 このように、プリンシパルは監視やインセンティブ、情報開⽰、競争原理の導⼊な

ど様々な⽅法によってエージェンの裁量を制限することで、エージェントの機会主義

的⾏動を防ごうとする。⾔い換えれば、プリンシパルとエージェント間の契約関係と

は、そうしたガバナンスがエージェントによる機会主義的⾏動を防ぐことで、市場よ

りも効⽤最⼤化することが可能なために成り⽴っている（⼤町・花⽥・平野, 1998, 189-

190 ⾴）。そうでなければ、企業ではなく市場が取引の場として選択されるはずである。 

 以上のように、所有権理論とエージェンシー理論では、企業を法的凝制とみなし、

企業が市場において秩序を守る法廷の役割を担い、機会主義的な⾏動を防ぐガバナン

スを設計する重要性が明らかにされた。伊藤（2012）はこれらの議論が「良い統治の

基準として、個別の会社の経済的パフォーマンスの優劣を正当性の基準として導⼊す

ることで、政治哲学的な問いを排除しつつ、⽐較的単純な経済学的な枠組みに会社の

正当性の問題を置き換えた」（69 ⾴）とする。 

 

3.2  ゲーム論的アプローチ  

 前節で取り上げた契約論的アプローチは、契約（関係）に注⽬し、そこで⽣じる契

約ハザードを防ぐガバナンスの設計の重要性が主張されてきた。それに対して、企業

組織分析のもう⼀つの⼤きな流れを作った能⼒論的アプローチ（competence-based 

approach）では、契約論的アプローチで無視されてきた技術⾰新など企業の動的な側

⾯を分析しようとした（Foss, 1993, p. 127; Hodgson, 1998a, p. 180, 1998b, p. 25; 磯

⾕, 2004, 90 ⾴）。そこで、企業を「能⼒の蔵（repository of competences）」（磯⾕, 2004, 

90 ⾴）とみなし、企業が学習やイノベーション、持続的な競争優位の追求を通して獲
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得する能⼒によってもたらす多様性を論じてきた9。この能⼒論的アプローチに⼤きく

影響を与えたのが、数理モデルを⽤いて組織や制度を分析するゲーム理論（game 

theory）である。ゲーム理論を⽤いたアプローチでは、契約論的アプローチで契約を

前提に検討されたガバナンスの設計と同様に、機会主義的⾏動を抑制するゲームの解

を設計する重要性が主張される。以下に、ゲーム理論において、いかにゲームの解の

設計が重要となると説明されているのかを概説する。  

 ゲーム理論は、複数のプレイヤー（個⼈、企業、国家）による戦略的な駆け引きの

中での意思決定に注⽬する。現実の社会は、複数のプレイヤーが社会のルール（法律、

規則など）を守りながら、それぞれの⽬的を実現するために対⽴したり協⼒し合うゲ

ーム的な状況である（天⾕, 2012, 12 ⾴）。ゲーム理論はこのゲーム的な状況で複数の

プレイヤーが⾏う戦略的な駆け引き（各プレイヤーの⾏動）を理論的に予測し、⼈々

の意思決定を可能とするゲームの解の発⾒に専念してきた（天⾕, 2012, 16 ⾴）。 

 そのゲーム的な状況として、ゲーム理論では、プレイヤー間の明⽰的な合意の有無

によって⾮協⼒ゲームと協⼒ゲームを想定する。明⽰的な合意がない⾮協⼒ゲームの

有名な例として、囚⼈のジレンマがある。そこでは、プレイヤーの⼆⼈が両者とも⾃

⽩することがゲームの解として⽰される。これは、プレイヤーが協⼒的な⾏動を選択

した⽅が効⽤最⼤化されるにも関わらず、⾃分の利得を⾼めようと利⼰的な⾏動を選

び、全体的には効⽤が最⼤化されない結果が実現されてしまうというゲーム的な状況

である。このような状況を避けるために、⾮協⼒的な状況でも効⽤最⼤化できるゲー

ムの解が⽰される。  

 ゲームの解として仮定されているのが、ナッシュ均衡（Nash equilibrium）である。

ナッシュ均衡とは、相⼿が戦略を変更しない限り、どのプレイヤーも戦略を変更して

も利得を増やせないため戦略を変えようとしない組の状態を指す（渡辺, 2008, 35-43

⾴）。このナッシュ均衡には、ゲームの解となる均衡点に対して 2 通りの考え⽅があ

る。⼀つは、ナッシュ均衡をプレイヤーの合理的な⾏動を⽰すゲームの解として捉え

                                                       
9 例えば、Hodgson（1998a, 1998b）によれば、企業の進化能⼒を捉えなおそうとした
Nelson and Winter（1982）は能⼒論的アプローチに属する（p. 192, p. 25）。実のとこ
ろ、経済学者である彼らは個⼈主義的前提を置いてはいるが、Cyert and March（1963）
に提⽰された組織ルーティンから限定合理性しか持ちえない個⼈の多様な⾏動を捉えよ
うとする。 
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る合理的均衡である。そこでは、ゲームのプレイは⼀回限りであり、プレイヤーには

すべての情報を知っている完全合理性が仮定されている。無制限の推論・計算能⼒を

もって事前に他のプレイヤーの戦略を予想できるならば、ゲームの解も計算できると

される。もう⼀つの考えは、ナッシュ均衡をゲームが繰り返されることで得たゲーム

の解として捉える集団均衡である。プレイヤーはゲームを繰り返すことで、プレイヤ

ーに完全合理性がなくても、プレイの履歴から各⾏動の期待利得を知ることができ、

集団内の⾏動分布に対して期待利得を最⼤化にする⾏動を選択できる（渡辺, 2008, 

224-231 ⾴）。つまり、合理的均衡では 1 回限りのゲームが仮定されるため、プレイヤ

ーが機会主義的⾏動をとる可能性があるが、⾮協⼒的な状況でも同じ相⼿とゲームを

繰り返すことで、相⼿の⾏動を予測しやすくなり相⼿を裏切るよりも協調した⽅が効

⽤最⼤化できるという意思決定がなされるようになる。このように明⽰的な合意がな

くても、ゲームの解を提⽰することで効⽤最⼤化することは可能となる10。 

 他⽅で、協⼒ゲームではプレイヤー間の明⽰的な合意による報酬の配分が検討され

る。明⽰的な合意として注⽬されるのが、プレイヤー同⼠の提携である。プレイヤー

は提携するということは、提携しないよりも効⽤最⼤化できるからである。その場合、

プレイヤーの相対的な⼒関係などを評価し、効⽤最⼤化される形で報酬が配分される

協⼒解（ゲームの解）が必要となる11。そこでゲーム理論では、協⼒ゲームにおいてど

のように報酬を配分するべきなのかが検討され、さまざまな協⼒解が提⽰されている。 

 このようにゲーム理論は、複数のプレイヤーが戦略的に駆け引きする中で、いかに

⼈々は意思決定するのかということに注⽬し、⼈々の⾏動に基づく予測から意思決定

を可能とするゲームの解を提⽰してきた。多様なゲームの解を提⽰することで、ゲー

ム理論はプレイヤーの⾏動を効⽤最⼤化に導く規範的な指針を⽰したり、規範的な解

                                                       
10 他⽅で⾮協⼒ゲームでは、社会の最適な状態は実現できないと考え、罰則などによる
国家による解決（⼤きな政府）や⺠営化など市場による解決（⼩さな政府）が必要であ
るとする議論も⾏われている。ただし、これらにも機会主義的⾏動を⽣み出す可能性が
あるため、プレイヤーが⾃主的に協⼒する仕組みを作る⾃主統治が重要であるとする視
座もある（渡辺, 2008, 451-479 ⾴）。 
11 協⼒ゲームを⾮協⼒ゲームとして分析することも可能である。複数のプレイヤーが交
渉した結果として提携を捉えることでナッシュ均衡の考え⽅を⽤いることができる。⾮
協⼒ゲームとして分析することで、協⼒解が個々のプレイヤーの合理的意思決定とどの
ように整合的であるかが明確になる（渡辺, 2008, 480-482 ⾴）。 
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を起点にプレイヤーの⾏動を観察しようとしたと⾔えるだろう。 

  

3.3  既存の主流派（新古典派）に対する批判的検討 

本節では、経済学的な視点から企業間取引のコントロールを理論的に検討する際の

課題をまとめる。前節までに⾒てきたように、経済学的な視点からは機会主義的⾏動

を抑制するガバナンスが効⽤最⼤化を達成するために取引を調整すると検討されてい

た。契約論的アプローチでは、ガバナンス形態やその作⽤を明らかにしつつ、いかに

契約ハザードを防ぐためのガバナンスを設計するのかということが検討されてきた。

ゲーム論的アプローチでは、⼈々の意思決定を導くゲームの解が数理的に検討され、

いかに効⽤最⼤化を導くゲームの解を設計するのかということが検討されてきた。こ

のように、経済学的な視点からは、効⽤最⼤化という⽬的を果たすためには、コスト

を発⽣させる機会主義的⾏動の抑制が必要であるとされ、その役割を担うガバナンス

をいかに設計するのかが重要な課題とされてきた。 

しかし、これらの理論では完全合理性を仮定し、様々な条件を付けることで現実的

な経済活動を捉えようとしたが、結局は完全合理性の仮定を維持できないという課題

を抱える。確かに完全合理性の仮定⾃体が⾮現実的であるという批判も可能であるが、

新旧制度派や現代制度派などと呼ばれる議論を展開するホジソン（Jeffry Hodgson）12

は、新古典派が⾮現実的であるという批判はわかりやすいが、「新古典派の理論を単に

事実や現実 世界を指す ことによっ て反駁ない し撃退する ことはでき ない」とす る

（Hodgson, 1988, p. 22, 邦訳 20 ⾴）13。契約論的アプローチやゲーム論的アプローチ

では、引き継いだ新古典派の仮定に加えて、新たに制限された合理性やナッシュ均衡

など、数多くの条件が設定される。それ⾃体が問題ではないが、設定された条件によ

って理論的に説明できない⽭盾が⽣じる。 

                                                       
12 ホジソンは旧制度学派に分類されるヴェブレン（Thorstein B. Veblen）の議論を振り
返り、新古典派のように変⾰が従属しなければならない均衡条件を⽰すのではなく、経
済の変化と転形の過程を分析し、なぜそうした変⾰が起こるのかを検討すべきであると
する（Hodgson, 1988, p. 22, 邦訳 21 ⾴）。 
13 Hodgson（1988）は、研究者⾃らが収集したデータを事実として指すことで、新古典
派が⾮現実的であると反駁することはできないと指摘する（p. 22, 邦訳 20 ⾴）。 
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完全合理性を仮定しても、その仮定のもとで議論が展開されれば理論的に問題はな

い。だが、完全合理性に条件を付けるならば、機会主義的⾏動を抑制するガバナンス

の設計者にもそれが適⽤されるはずである。そうであるならば、能⼒に限界がある設

計者がいかに取引主体の効⽤も加味した上でのガバナンスを設計できるのかという問

題が残される。もしくは効⽤を⼀つに設定しなければ、能⼒に限界がある⼈間が全取

引主体の効⽤を把握し、機会主義的⾏動を抑制するガバナンスが設計できない。完全

合理性をもつ⼈間がガバナンスを設計できたとしてしまうと、今度は現実の経済活動

を捉えるという理論⽬的に反し、そもそも利害の対⽴が⽣じないことになる。 

サイモンによれば、限定合理性（bounded rationality）は個⼈の情報処理能⼒の限界

を⽰すというよりも、⼈々が満⾜する意思決定を⾏うために情報を単純化しているこ

とを⽰す概念であった（Simon, 1945=1997, p. 92, 邦訳 143 ⾴）14。個⼈がすべての

情報を得ることができないのは当たり前であり、それを指摘することに意味はない。

そうではなく、不完全な情報しか得ることができない個⼈が意思決定するには、⽬的

に応じて処理可能な範囲に情報を限定する必要がある。⼈間には能⼒の限界がある⼀

⽅で、⾃らの利害に⼿続きを適合させる順応性（docility）が備わっている（March, 1978, 

p. 590）。だが、限定合理性を、⼈間の不完全な情報処理能⼒として理解することで、

不完全な部分をいかに補うのかという完全合理性を仮定した問題を問うことを可能と

してしまう15。そのため、不完全性によって⽣じる機会主義的⾏動の抑制が強調され、

契約が利⼰的な理由を抑制できれば遂⾏されると考え、そもそも考えなければならな

い不確実性が置き去りにされてしまう（Hodgson, 1988, p. 204, 邦訳 218 ⾴）16。 

                                                       
14 Hodgson（1988）によれば、ウィリアムソンも組織の本性が費⽤の計算⾃体を省略化
するための制度的枠組みを提供することであることを指摘しているが、取引主体それぞ
れが異なる認知的枠組みのもとで解釈を⾏い、それによって何を費⽤と考えるのかが変
わることを無視して議論を進めることはできない（Hodgson, 1988, pp. 207-213, 邦訳
220-226 ⾴）。 
15 問題が単にパラメーター的知識の⽋如に過ぎないならば、全ての活動が状況依存的な
契約と交換によってカバーできてしまい、企業が存在する必然性がなくなる（Hodgson, 
1988, pp. 203-205, 邦訳 217-218 ⾴）。。 
16 こうした研究者の都合のいいように現実の⼈間像を作り上げることで問題がすり替わ
ってしまうことに対して、Simon（1945＝1997）や March（1978）、Augier and March
（2008）も注意を喚起する。 
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 それゆえに、取引費⽤理論では不確実な現実の取引で説明できない現象が発⽣する。

藤本（1998）は、系列取引が費⽤削減に適していることを⽰すデータはあるが、「実際

に取引コストの測定を試みたこの分野の実証研究はまだほとんど⾒かけない」（57 ⾴）

とする。また、加護野・⾓⽥・⼭⽥・上野・吉村（2008）は、取引費⽤理論では⻑期

継続的取引を説明することは困難であるとする。取引が⻑期になれば、不確実性は⾼

まり相⼿の弱みに付け込むという機会主義的⾏動が起こるため、それを防ぐ費⽤が嵩

むはずであり、取引費⽤の節約という⽬的と相反する（加護野他, 2008, 292-293 ⾴）。

⻑期継続的取引は取引費⽤を節約するために選択されるはずが、結局は取引費⽤理論

では説明できなくなってしまう。つまり、現象に対する説明が理論的に導かれなくな

ってしまうのである。現に存在しているから有効であると仮定すると、このような理

論として⽭盾した説明が与えられることになる（Hodgson, 1993, p. 201, 邦訳 313 ⾴）。 

他にも、ゲーム論的アプローチでは多様な効⽤を検討され、合理的な⾏為の結果と

してナッシュ均衡が成⽴したかのように⾒えるが、それは「他者依存性が解消部分に

解を⾒出すか、もしくはゲームの構造に⼗分な制約を課しているからに他ならない」

（盛⼭, 1995, 112 ⾴）。ナッシュ均衡は、「相⼿が戦略を変更しないかぎり」という仮

定のもとで成り⽴つ。この条件が成り⽴つには、⼈々の選好が共通であるか、それが

事前に知られている必要がある。それが知られているのであれば、他者の⾏動を予測

したり、意思決定を導くゲームの解をあえて提⽰する必要はない（盛⼭, 1995, 110-112

⾴）。提⽰されたとしても、それがゲーム的状況の外から、ゲームに直接関係のない「理

論家によって理論の都合のために導⼊される」ならば、それはゲーム理論として説明

したわけではなく、「⾃ら理論的誠実性（integrity）をおびやかされている」（盛⼭, 1995, 

65-66 ⾴）。 

このように新古典派を乗り越えようとした理論は、完全合理性の仮定の上に様々な

条件を設定することで、完全合理性を維持できない状況を作り出している。そのため、

盛⼭（1995）によれば、そうした条件が設定できる理由については⼀切触れないで議

論が進むように構成されている（112 ⾴）。 

 

3.4  ⼩括 

本章では、企業間取引のコントロールに関する経済学的な視点からの検討として、
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契約論的アプローチ及びゲーム論的アプローチで、コントロールの原理としてガバナ

ンスやゲーム解が論じられてきたことに注⽬した。そこでは、機会主義的⾏動を抑制

するためのガバナンスをいかに設計するのかが検討されていた。契約論的アプローチ

では、取引費⽤理論が市場と企業を異なるガバナンスとして捉える視点から、取引費

⽤を節約するために取引の性質に合わせてガバナンスの形態から選択されることが明

らかにされた。所有権理論やエージェンシー理論では、資源配分の観点からすれば市

場も企業も同等であるとし、そのためいかに企業が法的擬制として市場における法廷

のような秩序を保つ役割を担うのかということが検討された。他⽅で、ゲーム論的ア

プローチでは、ゲームの解によって効⽤最⼤化する意思決定の調整ができることが明

らかにされ、多様なゲームの解が提⽰されていた。このように、どちらのアプローチ

でも共通して、いかに機会主義的⾏動を抑制するガバナンスを⼈間は設計できるのか

ということが検討されていた。 

いかにガバナンスを設計するのかという問題提起は重要であるが、3.3 で述べたよ

うに、この問題を解くには完全合理性の仮定が必要となるものの、完全合理性は理論

の中で維持されない。この課題を乗り越える⼿掛かりとして、コースの構想にもう⼀

度注⽬したい。コースの「なぜ企業は存在しているのか」という問題提起は、企業を

市場と同様に資源配分の仕組みとして捉え、あくまでも市場を利⽤するよりも取引費

⽤を節約できるという意味合いで企業の存在意義を認めるという形で知られていった。

他⽅で、コース⾃⾝の構想には、企業も市場も同等な資源配分の⼀形態として捉え、

両者の差異を「平等な関係を前提とした売買契約（短期契約）と権威関係を予定した

雇⽤契約」という異なる制度化のあり⽅に⾒てとるという、新古典派経済学の問題設

定とも制度派経済学のそれとも捉えられる⼆⾯性があった（⼤野・花⽥・平野, 1998, 

188-189 ⾴）。同様のことを Hodgson（1988）も指摘している。企業は市場と違い、価

格メカニズムのような単⼀の数量的に表現できるノームは存在しないため、経済的な

計算に従属しないような技能や知識の中から慣習や伝統を体現し、ルールやルーティ

ンを制度化する（Hodgson, 1988, pp. 205-208, 邦訳 219-221 ⾴）。 

このように企業と市場の差異を異なる制度化と捉えれば、ルールやルーティンは潜

在的に不安定な競争的市場から⽣じる破壊的な投機から企業を保護するために設計さ

れると理解できる（Hodgson, 1988, pp. 207-208, 邦訳 221 ⾴）。ただし、往々にして

制度と呼び直した組織ルーティン概念で⾒過ごされがちな点として、組織ルーティン
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は状況に応じて多様な⾏動を可能にする遂⾏性（performativity）を持ち、主体的ある

い は 戦 略 的 に 振 る 舞 う 計 算 根 拠 を 与 え て い る こ と が 指 摘 さ れ る （ Cyert and 

March,1963; Pentland and Rueter, 1994; Pentland and Feldman, 2005; Becker, 

Knudsen and March, 2006）。つまり、意思決定前提となるルーティンが与えられるこ

とで、個⼈は合理的に⾏動するための計算ができるようになるため、利害の対⽴が⽣

じる。だからこそ、ホジソンが指摘するように、社会的に正当化された慣習や伝統を

体現したルールやルーティンといった規範的な存在に注⽬することが重要となる。新

古典派に対する批判的意識から、この規範的な存在が現実の経済活動における利害の

調整で重要な役割を担っていることに注⽬した議論に、レギュラシオン理論やコンヴ

ァンシオン理論がある。これらの理論については次章で検討する。 

以上のように、機会主義的⾏動を抑制するガバナンスやゲームの解をコントロール

の原理として捉える経済学的な視点は仮定した完全合理性を維持できないという理論

的課題を抱える。次章では、分析的に主体の効⽤を決め打ちせずに、利害の対⽴を調

整する規範的な存在に注⽬する社会学的な視点から、企業間取引のコントロールを理

論的に検討する。 
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第４章 社会学的な視点からの企業間取引のコントロールに対する理論的
検討 

 
 本章では、社会学的な視点から企業間取引のコントロールに対する理論を検討する。

前章では、経済学的な視点から企業間取引のコントロールに関する理論的に検討した。

契約論的アプローチやゲーム論的アプローチでは、機会主義的⾏動を抑制するガバナ

ンスやゲームの解がコントロールの原理として論じられていた。だが、それらのアプ

ローチでは完全合理性の仮定に様々な条件をつけ現実の経済活動を捉えようとするこ

とで、結局は完全合理性の仮定が維持できないことを指摘した。 

 これに対して、新古典派に対する批判的意識から、利害の対⽴を調整する社会的な

規範として調整様式や慣⾏に注⽬してきたレギュラシオン理論やコンヴァンシオン理

論がある。これらの理論では、調整が完全合理性をもつ個⼈によるものであった既存

の主流派（新古典派）に対して、調整は社会的な規範を意識的あるいは習慣的に準拠

しながら⾏われていることが論じられる。そこでは利害の対⽴が調整される条件を設

定するという経済学的な視点を残しつつも、いかに利害の対⽴が現実の経済活動では

調整されているかを捉える有⽤な視点が⽰される（4.1）。 

 このような視点が共通する 2 つの社会学的アプローチとして、市場の社会学と新制

度派組織論がある。市場の社会学では、市場を利害関係者間の戦略的な⾏動によって

形成される関係として捉え、その戦略的な⾏動を可能とする計算的エージェンシーを

有する装置を通じたコンフィギュレーションが検討される（4.2）。装置としての道具

により焦点を当てた市場の社会学に対して、新制度派組織論は装置としてのルールに

焦点を当てる。そこでは、近代の究極的価値として君臨する形式合理性が正当化の根

拠とされることが検討される（4.3）。このように社会的な視点では、道具とルールを

通じて正当化された戦略的な⾏動が関係づけられていくことが検討されている（4.4）。 

 

4.1  レギュラシオン理論とコンヴァンシオン理論 

 本節では、レギュラシン理論（4.1.1）およびコンヴァンシオン理論（4.1.2）におい

て、いかに調整様式や慣⾏が利害の対⽴を調整すると考えられてきたかに焦点化し議

論をレビューする。 
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4.1.1 調整様式を通じた利害の調整 

 レギュラシオン理論は、多様な利害は制度による調整（レギュラシオン）が⾏われ

るため、資本主義が成⻑と危機を繰り返しつつ経済体制として現存するという理論的

⾒解に⽴ち、資本主義の時間的可変性と空間的多様性を分析する（⼭⽥, 2004, 185 ⾴; 

宇仁, 2009, 31-32 ⾴）17。理論的特徴としては、①制度を社会的コンフリクトのなか

で捉え（「制度化された妥協」）、制度の形成や変化における政治的要因に⼒点を置く、

②制度とマクロ経済的パフォーマンスとの関係を重視する、③制度を⻑期的歴史のな

かで把握することで、制度を通しての経済的成功が危機へと⾄る点をみる、③諸制度

の補完性のみならず階層性を捉える、という 3 つが挙げられる（ボワイエ, 1996, 29-

31 ⾴; ⼭⽥, 2004, 222 ⾴）。 

 このとき、制度に対する考え⽅がこれまで経済学とは異なる。経済学では⼀般的に、

制度を個⼈の相互作⽤から⾃⽣的に出現したもの（経済的均衡）とみなされてきた18

が、レギュラシオン理論は制度を意識的・意図的なデザインの結果とみる政治学の影

響を強く受けている（⼭⽥, 2004, 222 ⾴）。レギュラシオン理論は、経済は均衡に向

かう活動ではなく基本的に⼀定の構造が再⽣産されていく活動であるとしたマルクス

（Karl Marx）の議論に依拠しつつ議論を展開しようとした（⼭⽥, 2004,194 ⾴）。た

だし、再⽣産の考え⽅だけでは経済社会の統⼀性を強調するに終わり、利害の対⽴や

闘争、⽭盾などが調整されることによって不可逆的に経済社会が変化することを論じ

                                                       
17 レギュラシオン理論の代表的な研究者は、アグリエッタ（Michel Aglietta）とボワイ
エ（Robert Boyer）である（⼭⽥, 2004, 187 ⾴）。アグリエッタは、1976 年の主著に
て、アメリカ資本主義 100 年の⻑期動態を分析し、レギュラシオンという考え⽅を提⽰
した。他⽅で、ボワイエの最初の成果は、1977 年の『インフレへのアプローチ』であ
る。アグリエッタが国際⾦融問題に専⼼していったのに対し、ボワイエは賃労働関係の
分析やマクロ経済のモデル化と計量、レギュラシオン的諸概念の整理や研究プログラム
の提起など、多⽅⾯にわたって斬新な議論を展開した（⼭⽥, 2004,188 ⾴）。 
18 こうした均衡論的な経済観が経済的現実とかけ離れているだけなく、1970 年の経済変
動を説明しうるものではなかったため、レギュラシオニストたちは憤慨したのであっ
た。レギュラシオニストは多くの場合、フランスの経済計画に最前線でかかわる官庁エ
コノミストであり、1973 年の第⼀次⽯油ショックやインフレの⾼進などにより、計画や
政策⽴案の前提となっていた従来のケインズ的マクロ経済モデルが妥当しなくなったこ
とに対する反省から、こうした議論が誕⽣した（⼭⽥, 2004, 185-186 ⾴）。 
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ることができない（⼭⽥, 2004,194 ⾴）。すなわち、資本主義は単に再⽣産されるだけ

でなく、対⽴する利害などの諸⼒がうまく調整されることで安定的な再⽣産が保証さ

れ発展する。調整されなければ、資本主義は暴⾛し、社会を不安定化し解体してしま

う。そのような社会全体を変えてしまう資本主義の⼒は、経済的要因からだけでなく、

利 害 の 調 整 の 結 果 と し て 現 れ る 制 度 の 側 か ら 再 調 整 さ れ る 必 要 が あ る （ ⼭ ⽥ , 

2004,195 ⾴）。つまり、資本主義が崩壊しないということは、資本蓄積が進歩の⽅向

にうまく調整され誘導されているからと考えるのである。 

 そこでレギュラシオン理論は、制度が個⼈間および集団間のコンフリクトや利害対

⽴を反映しており、その背後には個⼈間・集団間の分配問題をめぐる緊張・紛争・同

盟・妥協があり、社会政治的な⼒が重要な役割を占めていることを強調する（⼭⽥, 

2004, 222-223 ⾴）。このように、制度を均衡ではなく、利害調整の結果として現れた

ものとして捉える。そのため、制度はどのような利害の対⽴があり、どのように調整

されるかによって現れる姿を変えてくる。この可変性と多様性を捉えるために⽤いら

れるのが、「制度諸形態」「成⻑体制（蓄積体制）」「調整様式」「発展モデル（発展様式）」

「危機」の 5 つの概念である（⼭⽥, 2004, 196 ⾴）。 

 その際にレギュラシオン理論は、コンフリクトを調整する原理として「調整様式」

を提⽰する。調整様式とは社会的なルールであり、ルールが参照されることで⾏動を

予測可能とする。社会的なルールとしての調整様式は、経済的に重要な 5 つの「制度

諸形態」から⽣み出される。制度諸形態には、賃労働関係、貨幣形態、競争形態、国

家形態、国際体制とそれへの編⼊形態がある（⼭⽥, 2004, 196-197 ⾴）。この 5 つの

制度諸形態のもとで、国や時代毎に異なる調整様式が誕⽣する。例えば、賃労働関係

という制度諸制度のもとで、企業の⽣産性の⼤⼩を規定する労働編成制度や、消費需

要の⼤きさを決定する賃⾦制度が誕⽣している（⼭⽥, 2004,197 ⾴）。このように、調

整様式は⽣産性や需要などの規模を決定し、経済成⻑の⽅向を決定づける。 

 これら調整様式が「成⻑体制（蓄積体制）19」と整合的で経済社会を⽀えるならば、

                                                       
19 成⻑体制（蓄積体制）とは、特定の経済社会に成⽴する特定の安定したマクロ的連関
であり、資本主義が⽭盾やゆがみを吸収しつつ安定化に向かうよう⽅向づけていくマク
ロ的規則性の総体である。マクロ経済的構図は数量的・統計的な⼿続きをへて、経済成
⻑率や⽣産性上昇率、失業率、物価上昇率、経常収⽀など、様々なマクロ経済パフォー
マンスとして表現される（⼭⽥, 2004,197-198 ⾴）。 
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経済社会は安定し、そうでなければ経済社会は不安となり「危機」を迎え、⼤幅な制

度変⾰が必要とされる（⼭⽥, 2004,198-199 ⾴）。つまり、既存の成⻑体制が維持され

るかどうかは、コンフリクトが既存の調整様式に沿って調整できるかどうかによる（⼭

⽥, 2004,198 ⾴）。この成⻑体制と調整様式の総体は「発展モデル（発展様式）」と呼

ばれる（⼭⽥, 2004,198 ⾴）。 

 このように、レギュラシオン理論はコンフリクトとして現れる利害の対⽴が調整様

式によって解消されることで安定的な資本主義が再⽣産されていると考える。すなわ

ち、利害の対⽴を、不可逆的に経済社会を変化させる原因として捉え、資本蓄積が進

歩する⽅向に調整する制度が意識的および意図的に設計されているため、資本主義が

崩壊していないと考える（⼭⽥, 2004, 222-223 ⾴）。 

 このような調整様式が設計されるためには、制度諸形態が相互に整合性をもつこと

が必要である（⼭⽥, 2004,223 ⾴）。この点は経済学で制度の補完性として理解されて

いるが、レギュラシオン理論は制度の階層性を主張する（⼭⽥, 2004, 201 ⾴）。特定

の制度諸形態が⽀配的もしくは主導的な位置を占める場合、その制度諸形態は⾃⾝に

とって都合の良い形で他の制度諸形態を造形する影響⼒を発揮する（⼭⽥, 2004, 223

⾴）。つまり、制度諸形態が補完するということは、主導的な制度諸形態が⾃らに合う

ように他の制度を造形することで可能としている20。例えば、フォーディズムの分析

では、賃労働関係にかかわる制度が階層的に上位の位置を占めていると重視され、賃

労働関係による労使妥協が競争形態や国家形態を規定し、それらに適合した形で国際

体制が形成されたと分析された（ボワイエ, 1992, 330-345 ⾴; ⼭⽥, 2004,224 ⾴）。だ

が今⽇のグローバルリズムの時代では、⾦融の変化に素早く対応できる国際体制が最

も重視され、それについで競争形態や国家形態が影響をうけ、最後に賃労働関係が規

定される（⼭⽥, 2004, 224 ⾴；ボワイエ, 1992, 165-170 ⾴）。つまり、主導的な制度

                                                       
20 例えば、フォーディズムの分析では、賃労働関係にかかわる制度が階層的に上位の位
置を占めていると重視され、賃労働関係による労使妥協が競争形態や国家形態を規定
し、それらに適合した形で国際体制が形成されたと分析された（ボワイエ, 1992, 330-
345 ⾴; ⼭⽥, 2004,224 ⾴）。だが今⽇のグローバルリズムの時代では、⾦融の変化に素
早く対応できる国際体制が最も重視され、それについで競争形態や国家形態が影響をう
け、最後に賃労働関係が規定される（⼭⽥, 2004, 224 ⾴；ボワイエ, 1992, 165-170
⾴）。つまり、主導的な制度は賃労働関係から国際関係や⾦融関係へと変わったのである
（⼭⽥, 2004, 201 ⾴）。 
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は賃労働関係から国際関係や⾦融関係へと変わったのである。 

 以上のように、レギュラシオン理論ではマクロ的観点から、現実的な経済活動にお

いては制度諸形態間の整合性を踏まえて設計された調整様式が、資本主義の安定化に

向けて利害の対⽴を調整していることを検討される。ただし、レギュラシオン理論で

は、資本主義が維持されているのは利害の対⽴が意識的に調整されたからであると捉

えることで、そもそも資本主義が再⽣産する条件を分析するはずが、再⽣産される条

件を設定することに焦点が当てられている。 

 

4.1.2 慣⾏を通じた利害の調整 

コンヴァンシオン理論は慣⾏（コンヴァシオン）に注⽬し、利害の調整は規則⾃体

ではなく、規則の前提となる慣⾏的表象（構成的慣⾏）に基づいて⾏われることを主

張し、その慣⾏的表象のもとで合意形成に⾄るプロセスやメカニズムを明らかにしよ

うとする（シャセラン・テヴノン, 2006, 邦訳 33-53 ⾴）。利害の対⽴があっても、な

ぜ⼈々は共通の帰属意識を有し合意形成に⾄ることができるのかという調整問題を取

り上げ、合意形成を可能とする規則の役割を検討するが、コンヴァシオン理論はあえ

て規則ではなく慣⾏の概念を使⽤することで新古典派を引き摺る議論との決別を試み

る（エイマール−デュヴルネ, 2006, 邦訳 124 ⾴）。 

前節で検討した契約論的アプローチでも、契約が破られないようにヒエラルキーや

所有権が機会主義的な⾏動をコントロールする規制的規則として挙げられてきた。規

制的規則が遵守されない場合は、各⾃の利益最⼤化による均衡が崩れることを意味す

るため必ず諸個⼈を合意させなければならなかった。そのために規制的規則には遵守

しない場合の罰則が明⽰されるが、実際には同僚の圧⼒やグループからの排除など社

会的に暗黙的な制裁の脅しが規則に従うことを決⼼させている（シャセラン・テヴノ

ン, 2006, 邦訳 50 ⾴）。この暗黙的な制裁の脅しを含んだ規制による調整のおかげで、

諸個⼈は合意するように導かれ、契約を破らないようにコントロールされてきた。コ

ンヴァンシオン理論は、このそれぞれが相互に調整するために意思決定ができるよう

に導かれることを調整として、規制的規則によって強制的に調整されることを想定し

た議論を批判する（シャセラン・テヴノン, 2006, 邦訳 50-51 ⾴）。そもそも契約論的

アプローチでは、市場や企業は⾃由な個⼈が結ぶ契約関係（個⼈的諸利害の局所的均
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衡）として捉えられてきたため、ヒエラルキーを⼀つのガバナンスとして考慮したも

のの、個⼈間の⾃由な契約に結びつけることでヒエラルキー的権威や権⼒関係を無視

することとなった（エイマール−デュヴルネ, 2006, 邦訳 125-126 ⾴）。利益最⼤化す

る⾃由な個⼈を想定することで調整は個⼈に任され、単に機会主義的⾏動を防ぐため

の強制的な規則としてヒエラルキーを扱うこととなってしまったのであった。 

 そこでコンヴァンシオン理論が探求するのが、秩序原理（規範）としての慣⾏であ

る（エイマール−デュヴルネ, 2006, 邦訳 77-78 ⾴）。慣⾏とは、「特殊なルールの型で

ある。このルールにはある種の恣意性が刻み込まれており、それは多くの場合、法的

承認を受けていないものであったり、その起源がよくわからないものであったり、さ

もなければときに詳細ではあっても公式には定式化されていないものであったりする」

（シャバンズ, 2007, 邦訳 124 ⾴）。ここで重要となるのが、慣⾏は恣意的であり曖昧

であるということである（シャセラン・テヴノン, 2006, 邦訳 4-6 ⾴）。この慣⾏の例

として、シャセラン・テヴノン（2006）は、同僚と 10 時 30 分にとるコーヒーブレイ

クをあげている。10 時 30 分にコーヒーブレイクを取ることに同僚と議論する必要も

ないが、10 時 30 分にコーヒーブレイクに⾏かなかったとしても罰則があるわけでは

ない。重要なのは 10 時 30 分という慣⾏の内容ではなく、10 時 30 分にコーヒー・メ

ーカーの前に集まるという⾏為が慣⾏によって調整されることである。このように慣

⾏には調整のための他の可能性（コーヒーブレイクに⾏かない）がありうるという意

味で恣意的であり、曖昧であっても⾏為を指⽰する（コーヒー・メーカーの前に集ま

る）（シャセラン・テヴノン, 2006, 邦訳 3-4 ⾴）。そのため、先述したように、慣⾏に

は調整するために規制的規則のような明⽰的な罰則を必要としない。このように慣⾏

は規範的性格や道徳的な性格はもたないが、従わねばならないと考えられることによ

ってその範囲においては規範として作⽤する（ドッス, 2003, 邦訳 345 ⾴）。互いに話

し合うことがなくても、規範としての慣⾏が⼈々の⾏為を調整し、合意を可能として

いるのである。 

 では、⼈々は慣⾏に基づいてどのように合意形成に⾄っているのかというと、コン

ヴァンシオン理論は、他者は慣⾏に従うという信念と期待から成り⽴っているとする

（ウルティアグル・バティフリエ・メルシエール, 2006, 邦訳 83 ⾴）。⼈々はいかなる

状況でも利益を最⼤化できるような完全合理性を持っているわけではない。⼈々が利

⽤できる「知識と計算⼿段には限界があるので、⼈間は⼿続の上で合理的に⾃⼰の決
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定をおこなう」（シャバンズ, 2007, 邦訳 123 ⾴）。コンヴァンシオン理論はサイモン

の限定合理性の概念を導⼊し、⼈々は熟慮したプロセスの結果として意思決定を⾏う

ことを強調する（シャセラン・テヴノン, 2006, 邦訳 58 ⾴; ビヤンクール・シャセラ

ン・ルベリゥ, 2006, 邦訳 246-247 ⾴; シャバンズ, 2007, 邦訳 123 ⾴）。ウィリアム

ソンらが個⼈の最適化仮説を放棄せずに限定合理性を個⼈の能⼒限界として捉えたの

に対して、コンヴァンシオン理論は意思決定が合理的か否かは結果ではなく、意思決

定に⾄るプロセス（⼿続き）で判断されると考える。⼈々が⾏う現実的な意思決定と

は、⾃らが満⾜する意思決定を⾏うことを可能とするための限定性であり、そうした

意思決定の⼿続き的側⾯を考慮するために限定合理性概念（以下、⼿続的合理性）は

導⼊された（ビヤンクール・シャセラン・ルベリゥ, 2006, 邦訳 247 ⾴）21。そのため、

結果を⽣み出したプロセスが合理的であれば、意思決定も合理的であると判断できる

とする（ビヤンクール・シャセラン・ルベリゥ, 2006, 邦訳 246 ⾴）。このように、個

⼈はコンテクストに強く拘束された限られた計算能⼒しかもたないと想定される（ド

ッス, 2003, 邦訳 335 ⾴）。 

 つまり、⼿続的合理性を持つ⼈間は、⾃らが満⾜する意思決定を⾏うために、他者

がどのように⾏動するのかということを解釈しようとする。この熟慮するプロセスに

は、慣⾏に従うという個⼈の意思決定と他者も慣⾏に従うという信念や期待の 2 つの

性向が結合することで⽣じる（ウルティアグル・バティフリエ・メルシエール, 2006, 

邦訳 83-84 ⾴）。ただし、先述したように慣⾏は恣意的であるため、他者が他の選択肢

を選ぶ可能性もある。そのため、他者が同じ選択肢を選ぶことを信じるには、他者も

それを選好するだろうと考えることができる根拠が必要となる。この他者は慣⾏に従

うと信じる根拠を持っていることは「共有知（common knowledge）」と呼ばれる（ウ

ルティアグル・バティフリエ・メルシエール, 2006, 邦訳 84 ⾴）22。共通知があるた

                                                       
21 Hodgson（1988）も、限定合理性が⽰す現実的な合理性の考え⽅が、コンヴァンシオ
ン理論が依拠する⼿続的合理性であるとする。個⼈は意思決定できる範囲までに情報を
単純化するために、⾃らが満⾜する結果を引き出すために様々な⼿続きを⽤いる。そう
である限り、情報の⼊⼿法や評価法に応じて⼿続き上の修正さえ⾏えば合理性を失うこ
とはない（Hodgson, 1988, p. 79, 邦訳 85 ⾴）。 
22 コンヴァンシオン理論の起点は、Lewis（1969）『コンヴァンシオン』および不確実性
を特徴とする経済の中での慣⾏の役割を解いたケインズの命題であり、共有知もルイス
によって導⼊された概念である（シャバンズ, 2007, 邦訳 122-123 ⾴）。 
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め、⼈々は他者がこの慣⾏に従って⾏動すると信じることができ、その考慮を踏まえ

た上で⾃らも慣⾏に従うという同調の意思決定を⾏うことができる。この共通知があ

る限り、⼈々が合意に⾄らない⼿段を選ぶことはないということである。このように

コンヴァンシオンという概念からの研究は、限定合理性の範疇を基礎としつつも、ゲ

ーム理論のように局所的均衡を想定し、個⼈間の調整が社会的要因やコンテクストを

考慮した上で慣⾏への同調という意思決定された結果であるという考え⽅を提供する

（ドッス, 2003, 邦訳 335 ⾴; シャバンズ, 2007, 邦訳 125 ⾴）23。 

 以上のように、コンヴァンシオン理論ではミクロ的観点から、現実の経済活動にお

いては慣⾏によってコーディネーションされることで利害の対⽴が調整されることが

検討される。ただし、コンヴァンシオン理論では、⾏為者の⼿続的合理性に依拠して、

調整均衡という共同利益への帰結を導こうとすることで、「他者も慣⾏に従う」という

条件が成り⽴つ必要がある。この条件が成り⽴つには、⼈々の選好は共通でありそれ

が知られている必要がある。それが知られているのであれば、他者の⾏為を解釈した

り、将来も同様の意思決定をする保障として共有知を想定する必要はない（盛⼭, 1995, 

110-112 ⾴）。 

  

4.2  市場の社会学 

本節では、市場の社会学において、戦略的な⾏動が装置を通じていかに関係づけら

れていくかを検討する。レギュラシオン理論やコンヴァンシオン理論では、利害の対

⽴が調整様式や慣⾏によって調整されることが検討され、現実の経済活動における利

害の対⽴の調整を捉える有⽤な視点が⽰された。 

このような視点を共通する 2 つの社会学的アプローチを検討する。ひとつは、市場

が戦略的な⾏動によって形成されることを検討したのが市場に対する社会学的アプロ

ーチの構築を⽬指す市場の社会学である。なかでもカロンらの議論では、戦略的な⾏

動が計算を⽀える装置を通じた社会・技術的なコンフィギュレーションに依存してい

ることを、科学的な発⾒や新しい技術の創造に注⽬して説明する。 

                                                       
23 ⽅法論的個⼈主義を保持しつつも、限定合理性が⽰す⼿続的な側⾯を認めることで根
拠を集団的対象に求める（ドッス, 2003, 邦訳 335 ⾴; シャバンズ, 2007, 邦訳 123 ⾴）。 



49 
 

4.2.1 市場の経済学的理解に対する批判的検討 

 市場の社会学は、約 20 年前に社会学の分野に登場し、先述したレギュラシオン理

論やコンヴァンシオン理論と同様に、新古典派に対する批判から始まる（Mizruchi, 

2003, p. 145; Fligstein and Dauter, 2007, p. 105）。古くは Smelser and Swedberg（1994）

や Lie（1997）が市場の社会学の思想をまとめており、近年ではフリグスタイン（Neil 

Fligstein）が包括的なレビューを⾏っている。 

 フリグスタインは、2007 年に Luke Dauter と「市場の社会学（the sociology of 

markets）」を発表する以前から、Fligstein（1996）で政治としての市場（market as 

politics）という概念を中⼼に、コントロールの概念（conception of control）に注⽬し

ていた。Fligstein（1996）によれば、企業間取引を統制するには、いかに取引相⼿に

市場を解釈させるかが重要となる（p. 658）。ここで⾔われる市場は、供給と需要によ

って決定される価格に対する反応として商品やサービスの交換が⾏われる場ではなく、

異なる利害をもつ主体同⼠が取引しようとすることで形成される関係である。つまり、

取引相⼿との関係を戦略的に形成することで、企業間取引は統制できるということで

ある。 

 なぜ市場の社会学がこのような市場を想定したのかというと、市場が企業によって

⽀配的なポジションを守るために利⽤されたり、経済的成⻑や競争を助⻑したりなど、

決して商品やサービスの交換の場だけでなく、そうした政治的な側⾯をもつことを主

張するためであった24。こうした市場こそが実際の市場（marketplace）であり、だか

らこそ、市場の社会学は取引主体が利害の違いによって⽣じる問題をいかに解決し、

どのような関係を形成するのかを描写しようとする（Fligstein and Dauter, 2007, p. 

113）。 

異なる利害をもつ主体同⼠の取引は、相⼿が信頼できるかどうかの判断から始まる。

信頼は、相⼿が裏切らないという期待に基づいた信⽤（faith）ではなく、相⼿が有す

る資源をどれだけ利⽤できるかというパワーと資源依存関係を基盤する（Fligstein 

                                                       
24 常に効率化を促進するわけではなく、Fligstein（1990, 1996）は⽶国における巨⼤企
業の誕⽣を、特定の産業における競争をコントロールするための試みとして捉え、チャ
ンドラーやウィリアムソンが効率化の⼀端とする解釈を否定する。 



50 
 

and Dauter, 2007, p. 114）。だからこそ、市場の社会学は、企業や労働者、供給者、消

費者、政府など多様な利害関係者がいかに信頼という戦略的な⾏動によって関係が形

成されてい くのかを、 市場が形成 される政治 的なプロセ スとして捉 えようとす る

（Fligstein and Dauter, 2007, p. 105）。 

 市場の社会学以外でも、これまで研究者たちは製品市場や労働市場を分析し市場の

形成を説明しようと試みてきた。だが、結果として研究者が好むメカニズムの説明に

終わっている（Fligstein and Dauter, 2007, p. 113）。例えば、製品の⽂化構造に関⼼を

抱く研究者は、どのように⼈々が製品を使い、その製品が⼈々にとって何を意味する

かといった 消費者の価 値判断が安 定的な市場 の形成に重 要となるこ とを主張し た

（Fligstein and Dauter, 2007, p. 117）。もしくは、⼈々の嗜好が企業のマーケティン

グ努⼒によって作られることで市場が形成するという議論もあるが、Fligstein and 

Dauter, （2007）によれば、それらは直哲的に市場の形成に影響を与えるものではな

い（p. 119）。例えば、例えば、⽣命保険産業では、⾃分達の死に価格をつけるという

特性ゆえに、⽣命保険を購⼊することに抵抗する⼈もいる。そうした⼈々の道徳的価

値を乗り越えるために、企業は⽣命保険が愛する⼈のための備えであるということで

売り込む。だが、⽣命保険産業の場合も、⽣命保険の購⼊に重要となるのは⼈々が納

得することだけではない。企業は加⼊者を増やすために⽣命保険を低価格で販売し、

低すぎる価格によって倒産する企業も存在した。最終的には政府が介⼊し、加⼊者を

守る規制が設けられた。⼈々が⽣命保険を購⼊する際に企業を信頼する仕組みとして

政府の介⼊は重要であった（Fligstein and Dauter, 2007, p. 119）。  

市場の社会学では、メカニズムの決め打ちや抽象的な議論を避けて、競争や⽣産、

取引の場⾯で現れる戦略的な⾏動のブラックボックスを開け、市場の形成を説明しよ

うとする。このとき市場の社会学では、市場の形成を説明するアプローチとして、ネ

ッ ト ワ ー ク と 制 度 、 ⾏ 為 遂 ⾏ 性 の そ れ ぞ れ に 注 ⽬ す る 3 つ の 研 究 が 検 討 さ れ る

（Fligstein and Dauter, 2007, p. 107）。⼀つ⽬は、White（1981, 2002）や Granovetter

（1974, 2005）らを中⼼に、アクター間の相関的連携に注⽬するネットワークの研究

である。⼆つ⽬は、Fligstein（1990, 2001）や Powell and DiMaggio（1991）を中⼼に、

市場のルールや規範、パワーによって、認知や⾏動を解釈できるのかということに注

⽬する制度の研究である。三つ⽬は、Callon（1988）や MacKenzie（2005）らを中⼼

に、特定の技術や⼈⼯物を含んだ計算の結果としての経済⾏動に注⽬する⾏為遂⾏性
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の研究である（Fligstein and Dauter, 2007, p. 107）。この 3 つの研究は、企業や供給

者、顧客、従業員、政府が相互に作⽤する社会的アリーナ（social arenas）として市場

を捉え、主体間の関係が彼らの戦略的な⾏動に影響を与えることを強調する（Fligstein 

and Dauter, 2007, p. 107）25。 

このように、市場の社会学は、異なる利害をもつ主体の戦略的な⾏動によって形成

される関係として市場を捉え、相⼿の資源をどれだけ利⽤できるのかという戦略的な

観点から取引が⾏われ、関係が形成されることを論じている。 

 

4.2.2 装置を通じたコンフィギュレーション 

なかでも、カロンらは戦略的な⾏動が社会・技術的配置と編成のあり⽅に依存する

ことを、科学的な発⾒や新しい技術の創造に注⽬して説明する。カロンの議論では、

特定の技術や⼈⼯物などの⾮⼈間物を含んだ計算26の結果としての経済⾏動が検討さ

れる。そこでは計算は、経済学が想定するように⽣来的に⾏われるのではなく、⾮⼈

間物と⼈間の双⽅を含んだ関係27を編成する、すべての存在物それぞれに備わる「分

                                                       
25 他⽅で、Fligstein and Dauter（2007）は、この 3 つの研究は市場の形成を捉える際
に重要となるポイントを除外してきたと指摘する。例えば、ネットワークや⾏為遂⾏性
に関⼼を持つ議論は、市場に対する政府や法律、現⾏の関係性の影響や役割を論点から
除外してきた。制度やネットワークの研究は正当性や資源依存関係、信頼に着⽬したこ
とで、技術を否定し⽂化を重要視する議論のように誤解されてしまった（Fligstein and 
Dauter, 2007, p. 107）。 
26 本論⽂では、計算を前提とした装置に焦点を当てるため、計算に関する詳細な説明は
⾏っていない。計算に関しては、Latour（1987, 1999）や、近年ではラトゥール（Bruno 
Latour）の議論をもとに國部（2013）や北⽥（2013）、國部・澤邉・松嶋（近刊）などで
論じられている。 
27 この関係の形成は「翻訳（translation）」作⽤によって形成される（Callon, et al., 
1986, p. xvii）。翻訳とは特定のアクターが他のアクターを取り込むための⽅法であり
（Callon, et al., 1986, p. xvii）、アクターは他のアクターの特性や意図を⾃らの都合の良
い様に読み替えてそれらを動員する（⼤塚, 2006, 25 ⾴）。このとき、動員されるアクタ
ーは特定のアクターが⾃らの都合の良い様に読み替えることに対して抵抗や反逆、⾃ら
のネットワークへの再翻訳という⾏動をとることが可能であり、その結果ネットワーク
は可逆的で不安定となる（⼤塚, 2006, 25 ⾴）。 
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散 さ れ た 計 算 的 エ ー ジ ェ ン シ ー （ distributed calculative agency） 28 」（ Callon and 

Muniesa, 2005, p. 1237）が集合するために可能となると考える。 

この分散された計算的エージェンシーを集合する役割を担うのが、装置としてのル

ールや道具である。Callon and Muniesa（2005）によれば、装置は分散された計算的

エージェンシーを関連付け、財が取引可能な状態にする。そのプロセスは、「対象化

（ objectification）」「 特 異 化 （ singularization）」「 特 性 の 共 構 成 （ co-elaboration of 

properties）」「財を計算可能にするために特異化する（singularizing a good to make it 

calculable）」から成る（Callon and Muniesa, 2005, pp. 1231-1232）。 

第⼀に「対象化」とは、取引可能な財として認識できるように、他のモノから切り

離すことを指す。ここでいう財とは、物性（physicality）を意味するわけでなく、鮮⿂

店の⿂やスキー旅⾏などを含む物質（material）を意味する。⿂もスキー旅⾏も他のモ

ノから切り離されたことで、販売者はそれらを販売することができ、所有権を購⼊者

に移すことができる（Callon and Muniesa, 2005, p. 1233）。 

第⼆に「特異化」とは、対象化された財の所有権が定義づけられ、販売者から購⼊

者へと財が移転することを指す。特異化によって、財の所有権が移転されるだけでな

く、販売者から購⼊者の世界に繋ぎ直されることでそれぞれの世界を変える。スキー

旅⾏は、販売前は販売者の世界を構成する⼀部であり、販売の対象であったが、販売

後 は 購 ⼊ 者 の 世 界 を 構 成 す る ⼀ 部 と な り 、 販 売 の 対 象 で は な く な る （ Callon and 

Muniesa, 2005, pp. 1233-1234）。 

第三に「特性の共構成」とは、財の特性が⼈間と⾮⼈間物が相互にかかわることで

作られることを指す。財の特性は本質的に特性が備わっているわけではなく、購⼊者

がモノに価値を⾒いだし、財として⾃らの世界に連れてくるときに作られる。販売者

が財に与えた適格性（qualification）から購⼊者が与える財の適格性（requalification）

へと移転した結果、⼈間と適格性の相互調整によって財の特性が作られる（Callon and 

Muniesa, 2005, p. 1234）。 

第四に「財を計算可能にするために特異化する。」販売者から購⼊者に所有権が移転

するということは、購⼊者が無限にある財の中からそれを選択したことになる。それ

                                                       
28 エージェンシーとは、「⾏為し、考え、感情を経緯する全ての存在物のキャパシティ
（能⼒、可能性、素質）」を意味する（Callon, 2004, p. 7, 邦訳 48 ⾴）。 
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が可能となるのは、財が購⼊者の世界に繋がれることで計算可能となったからである。

計算可能となることで他の⼈間や⾮⼈間とも繋がり、実際に計算が⾏われる計算空間

が作り出される（Callon and Muniesa, 2005, p. 1235）。 

このように、財は他のモノから分離され（対象化）、財の所有権が購⼊者へと移転さ

れる（特異化）。そのときに財の特性は作られ（特性の共構成）、⼈間と⾮⼈間物の繋

がりのもとで計算可能な形へと特異化される（財を計算可能にするために特異化する）。

このとき、装置は財を計算可能とするために特異化する役割を担う。例えば、複式簿

記は装置の典型的な例であり、企業家が経済的合理性を達成するために計算の論理と

⼀貫性を与える道具として利⽤される（Callon and Muniesa, 2005, p. 1237）。企業家

は、⾃⼰の⽬的や⾏動だけでなく他者の⽬的や⾏動も含めた複雑な計算をするが、そ

のためには道具が必要となる。つまり、複式簿記は、複雑な計算を計算可能な形に特

異化する道具として利⽤される。このように装置は、分散された計算的エージェンシ

ーを集合させ、計算可能な形に特異化し、⼀連の計算活動を⽀える。 

装置を通じて計算が⾏われるならば、装置の配置や編成が重要となる。それによっ

て、いかに分散された計算的エージェンシーを集合させ計算可能な形に特異化するか

が決まってくるからである。具体的な装置の配置や編成のあり⽅は、コンフィギュレ

ーション29と呼ばれる（Callon, 2004; Callon and Muniesa, 2005）。Callon（2004）に

よれば、「⼈が何を望み、考え、感じるかということは、社会・技術的環境の配置・編

成のあり⽅（コンフィギュレーション）に依存する」（p. 4, 邦訳 41 ⾴）。⾔い換えれ

ば、様々な装置の集合体である社会・技術的なコンフィギュレーションに依存して、

多種多様な⼈間や⾮⼈間物のあり⽅は決定づけられる（Callon, 2004, p. 3, 邦訳 38, p. 

7, 邦訳 47 ⾴）。 

 Callon（2004）は、例として⾃動⾞のドライバーのエージェンシーとコンフィギュ

レーションの関係を⽰した。⾃動⾞は、複数のドライバー像がイメージされ、異なる

多数のコンフィギュレーションが構想された中で作られる。そのとき最初に想定され

るコンフィギュレーションは、⾃主的なドライバーを⽣み出すよう企図された⾃⼰熟

達（self-mastering）モデルである。このモデルは現在の社会で優勢になりつつあり、

                                                       
29 コンフィギュレーションは、「共に（co）形づくること（figuration）」（川床, 2006, 
161 ⾴）、または「配置・編成のあり⽅（Callon, 2004, p. 4, 邦訳 41 ⾴）と訳される。 
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⾃⼰決定するドライバーが増えており、そのため⾃⼰決定を補助する⾮⼈間物が多く

必要とされている。⾃動⾞の GPS やダッシュボード、道路サインや信号などは⾮⼈間

的補助物として、ドライバーを補助する（Callon, 2004, pp. 7-8, 邦訳 49 ⾴）。 

また、⾮⼈間的補助物は⾃⼰熟練的なドライバーを補助するだけなく、⼈間の倫理

的判断の代わりを担うようにもなる。⾃⼰熟練的なドライバーが増えれば、⾃⼰流の

運転に頼るため事故を多発させるという考えも⽣まれ始める。そのような考えは、技

術的装置がすべてを決定しドライバーの振る舞いを⽅向付けるというモデルへ切り替

えるべきだというアイデアを⽣み出す（Callon, 2004, p. 8, 邦訳 49 ⾴）。そうするこ

とでドライバーの運動能⼒や倫理的判断は必要なくなり、代わりに⾃動⾞に搭載され

た技術的装置や道路に配置された標識が倫理的なものとなる（Callon, 2004, p. 8, 邦

訳 50 ⾴）。 

ドライバーは事故防⽌を優先する社会・技術的環境によって規定され⾃由がなくな

るようにも⾒えるが、運転時間を有効的に別のことに使うことができるようになる。

他⽅で、⾃⼰熟練的なドライバーは⾃由に決定できるように⾒えるが、それは⾃動⾞

のデザイナーが想定したコンフィギュレーションの⼀つに規定された振る舞いである。 

このように、コンフィギュレーションは⾃⼰熟達モデルという社会・技術的環境の配

置や編成のあり⽅を⽰し、ドライバーはそのもとでエージェンシーを獲得する（Callon, 

2004, p. 8, 邦訳 50 ⾴）。それだけでなく、⾃⼰熟達モデルは⾃⼰熟練的なドライバー

が危険であるという考えを⽣み出し、装置を単なる補助物から倫理的判断を担うもの

として変換していく。 

 

4.2.3 装置のデザインをてこにしたコンフィギュレーションの再編 

様々な装置の集合体である社会・技術的なコンフィギュレーションのもとで計算的

エージェンシーが獲得されるならば、その配置や編成のあり⽅が変われば、当然獲得

される計算的エージェンシーも変わってくる。では、いかに配置や編成のあり⽅は変

わるのだろうか。このあり⽅が変わることは、コンフィギュレーションの再編と呼ば

れる（Callon, 2004, p. 7, 邦訳 48 ⾴）。 

川床（2006）は、製造業への CNC 旋盤導⼊事例を⽤いてコンフィギュレーション

の再編を⽰す。1980 年代初頭、⽇本の精密機械部品の製造⼯場は、カム旋盤や普通旋
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盤では対応できないほどの⼤量の注⽂を捌くため、コンピュータ制御の⾃動旋盤（以

下、CNC 旋盤）を導⼊した。だが、CNC 旋盤導⼊後も従来型のカム旋盤や普通旋盤

を平⾏して使⽤する⼯場は存在し、⾼精度の部品を製造する⼯場ほどその傾向にあっ

た（川床, 2006, 160 ⾴）。 

CNC 旋盤を使うにも、カム旋盤や普通旋盤の知識や技術が必要であった。そのため

S ⼯場では、若い CNC 旋盤の担当者がカム旋盤の知識や技術を熟練した技術者から

学んだり、CNC 旋盤とカム旋盤の新旧両⽅を操作させるようにしていた。プログラミ

ングさえ書ければ誰でも精密加⼯ができるとされた CNC 旋盤だが、実際にはカム旋

盤の操作技術や知識がなければ、効率的なプログラムを書くことができなかった。 

この CNC 旋盤導⼊によって、CNC 旋盤のみを使うことで従来の社会・技術的関係

を解体した⼯場と、S ⼯場のように新旧両⽅の技術によって社会・技術的関係を再編

した⼯場の 2 つのタイプが⽣じた。この違いは、S ⼯場が、若い技術者と熟練技術者

との関係や、新旧の機械に関する知識や技術、⼯場⻑や管理者の⽅針と施策の関係な

ど、他の⼯場と異なるコンフィギュレーションのもとで CNC 旋盤を導⼊したために

⽣じた。このように、CNC 旋盤という新しい装置の導⼊も、それを受け⼊れる⼯場を

構成する社会・技術的環境のコンフィギュレーションの違いによって再編のあり⽅は

異なる（川床, 2006, 161 ⾴）。 

このように、CNC 旋盤のような新しい装置は、コンフィギュレーションを再編する。

再編が⽣じるのは装置がデザインされ、それによって新しい計算的エージェンシーが

形作られ、新しい装置を通じてコンフィギュレーションの再編に参加していくからで

ある（Callon, 2004, p. 9, 邦訳 51 ⾴）。川床（2006）でも、CNC 旋盤のような新しい

装置が、既存のコンフィギュレーションの違いによって、新旧の技術を使うもしくは

新しい技術のみを使うといった異なる計算的エージェンシーを形作り、コンフィギュ

レーションを再編したことを考察されていた。そこで重要となるのが、キャパシティ

のデザイン 、⾔い換え れば計算的 エージェン シーを形作 る装置のデ ザインであ る

（Callon, 2004, p. 8, 邦訳 50 ⾴）。いかなる計算的エージェンシーを形作るかは、既

存のコンフィギュレーションに依存するだけでなく、装置のデザインにも依存する30。

                                                       
30 デザインの⽅向性は、⾃主的や半⾃主的、受動的、情動的な個⼈、集合的など数多く
ヒューマン・エージェンシーのうち、どの型を望むのかによっても変わる（Callon, 
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だからこそ、Callon（2004）によれば、装置は再編の⽅向性に影響する戦略的なプレ

イヤーにもなる（p. 3, 邦訳 38 ⾴, p. 7, 邦訳 47 ⾴）。 

Callon（1980）で考察された電気⾃動⾞のプロジェクトの事例では、電気⾃動⾞が

ユーザーや研究者、会社、政府によって構成される共同体を存在させ、発展させたこ

とが検討された。これまで⾃動⾞メーカーと対⽴していた環境保護団体も、⾃動⾞メ

ーカーが環境にやさしい電気⾃動⾞を開発することを知るなり、⾃動⾞メーカーを⽀

援する⽅向にシフトした。他にも、敵対していたグループが電気⾃動⾞開発を通じて、

⼀つの共同体を形成した。このように、電気⾃動⾞はコンフィギュレーションの再編

の中⼼的な役割を担う（Callon, 2004, p. 7, 邦訳 47 ⾴）。 

このように、カロンらの議論では、計算を⽀える装置のデザインやコンフィギュレ

ーション、コンフィギュレーションの再編という概念を⽤いて、市場の社会学が捉え

ようとする、戦略的な⾏動によって形成される関係が社会・技術的なコンフィギュレ

ーションに依存することが明らかにされた。何をどのように計算するのかは、分散さ

れた計算的エージェンシーを集合させる装置をデザインし、いかに配置しコンフィギ

ュレーションを編成するのかに掛かっている。 

 

4.3  新制度派組織論 

本節では、新制度派組織論において、近代の究極的価値である形式合理性への信憑

によって効率性（ルール）がそれに基づく⾏動を正当化すると論じられてきたことに

ついて検討する。前節の市場の社会学では、様々な道具やルールが装置として計算を

⽀えていることが検討されたが、装置としての道具により焦点が当てられていた。 

それに対して、新制度派組織論は、装置としてのルールに焦点を当て、形式合理性

が信憑されているからこそ、技術的に決定される効率性はそれに準拠する⾏動を正当

化する。形式合理性が近代の究極的価値として君臨することは、新制度派組織論が依

拠するウェーバー（Max Weber）によって検討された。 

 

                                                       
2004, p. 9, 訳 51-52 ⾴）。 
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4.3.1 究極的価値としての形式合理性 
 

 菅野（1971）は、ウェーバーの複雑な合理性の概念を踏まえて、形式合理性を以下

のように説明する。 

 

⼀般的に、その指向する⽬的や価値とは無関係に、ただ⼿段的過程の
理論的⼀貫性と計算可能性だけに考慮が向けられていることが、この
合理性の特徴である。それは明確な数量的計算をモデルとした技術合
理性であり、事象の持つ事実を捨象するところに成りたつ合理性であ
る（菅野, 1971, 2-3 ⾴）。 
 

 上記のような定義を⾒れば、形式合理性は価値を捨て、とにかく計算可能性を⾼め

ることに没頭することが合理的であることを⽰す概念のように⾒える。しかし、菅野

（1971）も指摘するように、ウェーバーの合理性概念で重要なことは、⼿段的過程に

おける技術的合理性である形式合理性が近代社会において内的な価値基準に変化して

いることである。つまり、ウェーバーによれば、合理性とは主体が⾃らの⾏為の妥当

性（appropriateness）を求めて参照する究極的価値であり（e.g., ⼭之内, 1997; Clegg, 

2005; Lounsbury and Carberry, 2005; 松井, 2007）、近代においては形式合理性がそれ

にあたる（e.g., 菅野, 1971）。形式合理性が単なる技術的合理性から究極的価値へと変

化した過程は、官僚制における規則の絶対視や資本家の「⾦儲けのための⾦儲け」な

どにみられるように、その発展過程の中で⾃⼰⽬的に転化し、その⼿段性から⽬的性

への質的変化をとげることで⽣じた（菅野, 1971, 5 ⾴）。形式合理性はいつしか各社

会にあるそれぞれの固有の価値観を相対化し、すべてを量化していく形式合理性が中

⼼となる社会が形成されるようになった（菅野, 1971, 6 ⾴; Clegg and Lounsbury, 2009, 

p. 129）。 

 このように形式合理性はそれぞれの価値を受け⼊れることで、不可避的に多様な価

値が組み込まれたものとなり、究極的価値として君臨することとなる（Clegg and 

Lounsbury, 2009, p. 127）。このようにあらゆる価値の輸⼊を可能とする形式合理性に

よって、我々はいちいち価値を問わずとも、⾃らの⾏動が合理的であると満⾜して意

思決定を⾏うことができる。ただし、形式合理性には多様な価値が組み込まれている
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ため、形式合理性を参照することで価値間の⽭盾がコンフリクトとして現れる。その

ため、形式合理性を追求することで、官僚制のもとで⽭盾が⽣じたりする（Meyer and 

Rowan, 1977, pp. 341-343）。 

 こうしたウェーバーの合理性概念は、Weber（1920）の『プロテスタンティズムの

倫理と資本主義の精神』に端を発する（⽵本 1996, 2001; ⼭之内, 1997; 折原, 2005; 

松井, 2007）。彼の議論は、宗教が近代資本主義を⽣み出したというような直線的で単

純な発想に基づいたものではない。敢えて単純化すれば、その議論の肝要は、全知全

能の神が信憑対象であった時代から、神の形骸化と共に、⼈々の信憑対象が公式構造

へと変遷するプロセスを捉えようとしたことにある。 

 全知全能の神を信憑し来世を重視するプロテスタント達にとって、来世で救済され

るかどうかは何にも増して、重要な関⼼ごとであった。だが、禁欲プロテスタンティ

ズムの実質的な提唱者となったカルヴァンが唱えた「予定説」では、来世で救済され

る⼈間は予め全知全能の神によって決定されており、その決定を覆すことはできない

とされる。⾃らが救済されるかどうか不安に駆られた信徒達は、禁欲的な労働に専⼼

し、営利・蓄財という形で現世における神の栄光を表すことで、「救済の証」を確証し

ようとした。その結果、カルヴァンが意図していなかった随伴結果として、信徒達は

豊かな富を得た。それにより⽣活は安住し、財の増⼤を眼前にすることで、宗教的な

不安は徐々に薄れていく。宗教的な枠組みが外れることによって、やがては豊かな⽣

活を得ようとする信徒以外にも営利・蓄財追求伝播し、その効率的な追求を可能とす

る公式構造が神の代替物として信憑される「近代資本主義の精神」が芽吹く。 

 このウェーバーの含意を引き継ぎ、新制度派組織論は「信憑された究極的価値とし

ての形式合理性」である効率性に注⽬し、効率性という表象のもとでの組織の⾏為を

説明しようとした。この理論的な傾向は、新制度派組織論の嚆⽮となった Meyer and 

Rowan（1977）や DiMaggio and Powell（1983）がウェーバーの再考を通じて検討さ

れてきたことに⾒られる31。彼らは、ウェーバーの官僚制論において⾒過ごされてき

た議論の再考を通じて組織の⾏動原理を説明しようとした。Meyer and Rowan（1977）

                                                       
31 今やウェーバーの解釈は研究者に様々であり、その膨⼤な業績の多様な解釈を⼀つ⼀
つ整理することは不可能でさえある。しかし、⽵本（2001）が指摘するように、肝⼼な
のはその是⾮を問うことではなく、その解釈が組織研究にとっていかなる意義を持つか
ということを⾒出すことである（109 ⾴）。 
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は、それまでウェーバーの官僚制論を論じる際に、看過されてきた制度の何気ない重

要性（casual importance of such institutions）に注⽬し、近代社会においては効率性

それ⾃体が「合理化された神話（rationalized myths）」として信憑される制度であると

いうことを主張する（pp. 343-345）。⼈々から信憑され、全知全能の神に匹敵するほ

どの正当性を有するようになることで、公式構造は正当的な究極的価値として参照さ

れる。効率性は単なる⼿段ではなく、⼈々の信憑に根ざした合理性の規範（norm of 

rationality）なのである（Meyer and Rowan, 1977, p. 343; Greenwood, Sahlin and 

Suddaby, 2008, pp. 4-5）。つまり、効率性を追求する⾏為が合理的かどうかの判断は、

技術的に決定されるが、それは形式合理性に対する信憑に根ざしている。それゆえの

「合理化された神話」だったわけである32。 

 

4.3.2 「合理化された神話」としての効率性  

実 際 に 、 官 僚 制 組 織 は 公 式 な 設 計 図 に 従 っ て 機 能 す る （ organizations function 

according to their formal blue prints）というほど上⼿く機能するわけではないことが、

数 多 く の 経 験 的 研 究 か ら 明 ら か に さ れ て き た （ Meyer and Rowan, 1977, p. 343; 

DiMaggio, 2001a, pp. 14-15）。官僚制組織においてルールは度々破られ、うまくいく

はずの決定も不確実な結果を出す。Meyer and Rowan（1977）によれば、これは制度

の本質を理解すれば当然の帰結である。こうした現象を⾮効率的な⾏動とすることは、

むしろ Meyer and Rowan（1977）にとっては最も避けるべき展開であった（⽵本, 1996, 

78 ⾴）。換⾔すれば、新制度派組織論が分析の対象としてきた⾮営利組織や病院、学

校は、⾮合理性組織の系譜となる特殊な組織なわけではない。近代社会においては、

それらの組織も「合理化された神話」を参照しつつ合理的⾏為を取る。 

                                                       
32 新制度派組織論が⾮効率性を追求する議論として理解されることがあるが、嚆⽮とな
る業績を作り出した DiMaggio や Powell ら⾃⾝によって、それが誤解であることが指摘
されてきた。DiMaggio and Powell（1991）は、新制度派組織論の⽬的が⾮効率性を露呈
させることではないとし（p. 33）、Powell（2000）では DiMaggio and Powell（1983）が
合理性を捉えようとしていたということは⼀般的に理解されているとさえ⾔う（p. 
177）。また、Greenwood et al.（2008）も、新制度派組織論は技術的効率性と対⽴する
ものとして制度を捉えようとしたわけではないとする（p. 3）。 
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では、なぜ合理化された神話を参照すると、組織は合理的に⾏動できるのか。そも

そも新制度派組織論は、制度によって組織の主体化する側⾯を捉えようとしていた。

なぜなら、Meyer and Rowan（1977）が指摘するように、組織や個⼈の裁量を超えた

存在である制度は、⾃らの解釈図式を押し付けるという性質は持たない（p. 342）。つ

まり、我々の⾏動を⼀⽅的に規定するような性質を、制度は有さない。確かに、我々

は制度がない限り、進むべき⽅向が定まらず⾏為することができない。その限りにお

いて、⾏為は規定される。だが、我々は制度を得ることによって、逆に⾃由を得るこ

とができる。⾃らの解釈図式を押し付けることがないならば、逆に我々がその解釈図

式を読み解くことができる。誰かに押し付けられるのではなく、⾃⼰正当化するため

に読み解くことで、我々はその制度を根拠とした柔軟な⾏為を取ることができる。 

このように、ウェーバーが論じた合理性とは、あくまでも⾏為者が⾃らの⾏為を妥

当であると意識しつつ⾏う主観的「⽬的合理的⾏為」によって担保される（折原, 1969, 

16 ⾴） 。しかし⼀⽅で、我々は⾃⼰正当化の欲求を本能的に持つため、⾃らの⾏為

が妥当なものに整合的に志向していることを他者に訴えようとする（⽵本, 2001, 105

⾴）。そうした⾏為を、ウェーバーは客観的「整合合理的⾏為」と定義する。折原（1969）

によれば、内的整合と外的整合の両⽴を成⽴させる対象が「客観的に妥当なもの」で

ある（17 ⾴）。これが、新制度派組織論で⾔うところの「制度」である。つまり、制

度を参照することで、我々は⾃⼰の存在や社会的意味、あるいは進むべき⽅向性など、

ありとあらゆる実存的問いについて、それぞれ⾃分にとって妥当な答えを引き出すこ

とが可能となると同時に、他者に対して⽰す⾃⼰正当化を可能とする（Meyer and 

Rowan, 1977, p. 345; ⽵本, 1996, 82 ⾴）。 

このような前提のもとで組織の⾏為を捉えると、通説的な理解では⾒出すことので

きなかった制度の特性が明らかになる。抽象的な制度はあくまでも信憑対象として組

織が参照するだけで、何ら具体的な⼿法を⼈々に指⽰するわけではない（Meyer and 

Rowan, 1977, pp. 341-343; Perrow, 1985, p. 153）。制度は、個々の⾏為について⾃由

裁量の余地を多分に残すものにならざるをえないのである（佐藤, 1999, 70-71 ⾴; 松

井, 2007, 41-45 ⾴; ⽵本, 1999, 103-111 ⾴, 2001, 107 ⾴）。むしろ、我々は制度を参

照することで、それぞれの実践的考慮（practical considerations）に応じた柔軟な対応

を取ることが可能となる（Meyer and Rowan, 1977, p. 357）。 

そこでコンフリクトとして⽣み出される多様な合理化のありかたを⽰したのが、
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DiMaggio and Powell（1983）が提⽰した制度的同型化（institutional isomorphism）

の議論であった 。Greenwood et al.（2008）によれば、同型化と同質化を混同する誤

解は、制度がルールのような存在（rule-like status）であるというニュアンスを看過し

てきたために⽣じた（p. 5）。ルールではなく、ルールの「ような」存在だからこそ、

制 度 を 根 拠 に し た 多 様 な 戦 略 的 ⾏ 為 を 取 る こ と が で き る （ Leblebici, Salancik, 

Copayand King, 1991; Haunschild and Chandler, 2008）。つまり、ルールのように必ず

しも守らないといけないわけではなく、逆にルールのような存在である制度があるこ

とで、それを⼿かがりに、組織は新たな合理化のあり⽅を⾒出していくことができる

（e.g., Oliver, 1991; Powell, 1991, pp. 194-195）。 

こうした多様な合理化のあり⽅は、ウェーバーの時代には⾒られなかったものであ

る。先述のように Meyer and Rowan（1977）はウェーバーが捉えようとした前近代か

ら近代にかけて、全知全能の神から公式構造へと信憑対象が変遷し、技術的な効率性

が「合理化された神話」として近代社会を⽀配するような強⼤な制度として参照され

るようになった過程を論じた。しかし、そこでは近代社会が形成された後の変遷につ

いては⼗分に論じていない。Meyer and Rowan（1977）が残したこの課題を引き継ぎ、

ウェーバーの時代とは異なる合理化のあり⽅を捉えようとしたのが DiMaggio and 

Powell（1983）である（pp. 147-160）。Lounsbury and Carberry（2005）によれば、

このことは本来ウェーバーが⽬指した⽅向でもある。なぜなら、ウェーバーは合理性

がどのように成⽴するのかということを解明することで、その歴史的⽂脈と共に、そ

の他の政治的な構造や法的構造、宗教、社会−⽂化的観念などさまざまな要因と関連

することで⽣じる多様な合理化のあり⽅を展望するものであった（p. 503）。さらには、

⽵本（1996）によれば、ウェーバーの関⼼は予想できる官僚制の逆機能より、むしろ

公式組織が⾃⼰正当化の媒体として利⽤される側⾯を描くことにあった（108 ⾴）。 

こうして複雑化する近代社会において、他の組織や顧客、政府に対する制度的予期

（institutional expectations）は、組織の⾏為に⼤きな影響を与える（Powell, 1991, p. 

188）。制度を通して他者の⾏為をある程度予期することが可能になるからである

（Powell, 1991, p. 188）。他者の⾏為を予期できれば、他者とは異なる⽅向に進む、他

者の裏を⽋く、新たな⽅向性に進むための課題を発⾒するといった、資源を獲得する

ために必要な、他者との差異化が可能となる。さらには、制度を利⽤して他者を説得

し取り込むという⾏為さえ可能となる。DiMaggio（1988）によれば、このように制度
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は個⼈や組織が⾃らの利害を定義し、他者を説得するためのフレームワークとして利

⽤することができる。 

 

4.3.3 形式合理性への信憑が可能とする合理化のあり⽅ 

それゆえに、まず DiMaggio and Powell（1983）は関係的ネットワークを捉えるた

めの組織フィールド（organizational field）を想定する。競合他社との関係のみではな

く、多様な利害関係者とともに関係が築かれる側⾯を捉える分析単位を⽤意しようと

したのであった（DiMaggio and Powell, 1983, pp. 148-149; DiMaggio, 2001b, pp. 237-

238）。DiMaggio and Powell（1983）は、組織フィールドを「あらゆる⾏為者間の相互

作⽤を通じて構造化される、全体として制度的営み（institutional life）の認識された

⼀領域を構成するような諸組織」と定義する（p.148）。 

次に、DiMaggio and Powell（1983）は、関係的ネットワーク（relational networks）

における集合的合理性（collective rationality）が形成されるプロセスとして、制度を

媒介とした多様な利害関係者間の権⼒闘争や利害関係などの競争的プロセスを捉える

（DiMaggio and Powell, 1983; Powell, 2000, p. 177）。⽬まぐるしい変化の中では、他

者の⾏為に対する読み解きは困難になり、確⽴されたはずの制度が規範性を失うなど、

予期しなかった不確実性や制約が頻繁に⽣じる。そのため、組織は⾃らの妥当性を安

定させ、他者の⾏為を予期するため、より制度を必要とするようになる。さらに不安

定な状況では、組織は制度を通して他者の⾏為を予期するだけでなく、その制度的予

期 を 基 に ⾃ ら に 有 利 な 形 式 を 作 り 出 す こ と が 重 要 と な る （ Powell, 2000, p. 177; 

Greenwood and Meyer, 2008, pp. 262-262; Hwang and Powell, 2008）。個別の主体が

合理性を⽬指すだけでは勝ち残れない近代社会では、このような複雑に絡み合った集

合的合理性が新しく出現する（DiMaggio and Powell, 1983, p. 147; Powell, 2000, p. 

177）。 

DiMaggio and Powell（1983）は近代社会においてこうした集合的合理性が形成さ

れる競争的プロセスのパターンを、同型化という概念を⽤いて説明しようとしたので

ある。具体的に振り返ってみると、第⼀に強制的（coercive）同型化とは、絶対的権⼒

を有した制度を利⽤した主体による競争的プロセスを表す。⾔い換えれば、正統化さ

れた制度を参照して⾏為する限り、その権⼒⾏使からは逃れられないことを利⽤し、
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⾃らに有利な形式を作り出すことである。強制的は字のごとく、掲げられた制度を必

ず参照しなければならない。しかし、逆にそれが必ず他者も参照するという確証にも

繋がる。そうであるならば、競争相⼿や他者の⾏為に対する予測可能性が⾼まり、⾃

らの⾏為も差異化しやすい。つまり、こうした合理性のもと、強制的同型化とは、国

家や法律などの絶対的権⼒に盲従することではなく、その絶対的な権⼒⾏使を利⽤し、

他者を統制しようとする主体と、絶対的であるならばそれを利⽤してその裏を⽋こう

とする主体という⼆律背反する主体から構成される。 

第⼆に、規範的（normative）同型化は、規範性を宿した制度を利⽤した主体による

競争的プロセスを表す。その規範性を宿した制度を作り出す、もしくは⾃らが制度と

いう形で参照されるようになる主体は、知識を有する専⾨家である。そのため、職業

やその権威の規範性を利⽤した規範的同型化は、DiMaggio and Powell（1983）が近代

を象徴する同型化として最も注⽬したのである。技術的効率性が合理化された神話と

して参照される近代社会において、技術的な知識を有する医者や弁護⼠といった専⾨

家は優位である。専⾨家はそうした知識を利⽤し、⾃らに有利な形式を作り出すこと

ができる。⼀⽅でそうした技術的優位性のもとで技術的な専⾨化が進めば、今度はそ

れ ぞ れ の 専 ⾨ 家 が ⾃ ら の 権 限 を 守 る た め に 都 合 の よ い 形 式 を 作 り 出 そ う と す る

（Hwang and Powell, 2005）。こうした背反する専⾨家同⼠で競争する規範的同型化

は、技術的効率性が合理化された神話として参照される近代だからこそ現れる現象で

ある。 

第三に、模倣的（mimetic）同型化は、既に正統性を宿した制度を利⽤した主体によ

る競争的プロセスを表す。プロ倫では、初めは宗教的に動機付けられた「禁欲的で合

理的なライフ・スタイル」が市場における競争の中で勝ち残っていく様⼦を、信徒以

外の利害関係者が⽬の当たりにし、それを「競争場裡で有利なモデル」として認識す

る。つまり、既に正統化された⾏為を⾏う組織が参照する制度のもとで同型化すれば、

不確実な⽅向に技術開発したり、それに投資するリスクを軽減することができる、と

いうことである。既に成功した⾏為を⽬の前にし、その⾏為が⾃らにとっても妥当で

あると認識した場合、同じ制度を参照しつつその⾏為を模倣することが最も合理的と

なる。模倣される主体にとっては、模倣されることを前提とした戦略を⽴案できる。

模倣されるならば、事前にブラックボックスを仕掛けておくことで、逆に模倣を促し

同型化を増やすことで、先⾏者優位を確実に担保できる。模倣する主体にとっては、
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まずは模倣し、相⼿の様⼦を伺い、相⼿と同じ視点になることで、利害関係者の盲点

を⾒つけ、そこを狙った戦略的⾏為が可能にもなる。もしくはそれが強制的同型化に

なる前に対応し始めておくことで、そうなった場合に、後から参⼊してくる企業に対

して競争優位を保つことができる。 

 

4.4  ⼩括 

 本章では、社会学的な視点から企業間取引のコントロールを理論的に検討してきた。

経済学的な視点では、機会主義的な⾏動を抑制するガバナンスやゲームの解がコント

ロールの原理として論じられていたが、完全合理性の仮定が維持できないという理論

的課題を抱えていた。そこで、社会学的な視点では、第⼀に、新古典派に対する批判

的⾒解から利害の対⽴を調整する調整様式や慣⾏に注⽬してきたレギュラシオン理論

とコンヴァンシオン理論を検討した。 

 そこでは利害の対⽴が調整される条件を設定するという経済学的な視点を残しつつ

も、現実の経済活動における利害の対⽴の調整を捉える有⽤な視点が提供された。レ

ギュラシオン理論では、既存の主流派（新古典派）とは異なり、利害の対⽴が変遷を

⽣み出す要因として捉え、制度諸形態とともに⽣み出される調整様式によって利害の

対⽴が調整されることで、資本主義が変遷しながらも維持されることが検討された。

コンヴァンシオン理論では、利害の対⽴が慣⾏による事前の調整（コーディネーショ

ン）に注⽬し、コーディネーションされることで合意形成に⾄ることが検討されてい

た。このように、レギュラシオン理論もコンヴァンシオン理論も、現実の経済活動で

は利害の対⽴が調整されるということが完全合理性を持つ⼈間によって利害が平準化

されることではなく、経済活動を進⾏するために社会的な規範を参照しつつ⾏われる

調整であると捉えられていた。 

 このような有⽤な視点を共通する社会学的アプローチのひとつとして、戦略的な⾏

動によって形成される関係としての市場に注⽬した市場の社会学を検討した。市場の

社会学では、市場の社会学は、新古典派が想定した市場に対して、多様な利害関係者

が⾏う戦略的な⾏動によって特徴づけられる関係として市場を捉えていた。そこでは、

こうした戦略的な⾏動のブラックボックスを開けて分析しようとするとき、コントロ

ールする主体として完全合理性をもつ⼈間ではなく、計算を⽀える装置が⽤いられた。 
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 Callon and Muniesa（2005）によれば、戦略的な⾏動は道具やルールなど様々な装

置によって、⼈間や⾮⼈間物に分散された計算的エージェンシーが集合的に計算され

ることで可能となる。その計算は、具体的な装置の配置や編成のあり⽅（コンフィギ

ュレーション）に依存する。ただし、装置の集合体としてのコンフィギュレーション

は、新たにデザインされた装置によって計算が変わることで再編される。 

 では、なぜ⼈々はそこまで計算にこだわるのか。それは新制度派組織論によれば、

形式合理性に基づくルールが⾏動を正当化するためである。新制度派組織論は、装置

としての道具が計算可能な形に利害を可視化していく側⾯に注⽬した市場の社会学に

対して、装置としてのルールが⾏動を正当化する側⾯に注⽬する。このことは、新制

度派組織論が依拠するウェーバーの議論で検討される。そこでは近代の究極的価値と

しての形式合理性が神に代わり信憑されていることが論じられた。この含意をもとに、

新制度派組織論では、数値として効率性の向上が⽰せれば、その⾏動の内実を不問と

することが検討された。 

このように、社会学的な視点では、現実の経済活動における利害の対⽴の調整を捉

えるという有⽤な視点が共通していた。その視点を共通する社会学的アプローチでは、

計算を⽀える装置（以下、計算装置）をコントロールする主体として、企業間取引の

コントロールを考察する理論的アプローチを検討することができた。形式合理性を信

憑する近代において、計算装置としてのルールはそれに準拠する戦略的な⾏動を正当

化し、ルールが組み込まれた道具は戦略的な⾏動それ⾃体を可能とする。これら計算

装置は⼈間や⾮⼈間物によって構成される集合体の社会・技術的コンフィギュレーシ

ョンを再編する。  
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第５章  研究課題・研究⽅法・調査対象の提⽰ 

 
 本章では、研究課題と研究⽅法を提⽰し、調査対象の概要を述べる。第⼆章では系

列取引研究でアセンブラー主導の系列取引が経験的に捉えられつつも、企業間取引の

コントロールは理論的に検討されてこなかったことを指摘した。そのため、第三章で

は経済学的な視点から、第四章では社会学的な視点から企業間取引のコントロールを

理論的に検討した。これら理論的検討を踏まえて、本章では具体的な研究課題を設定

し（5.1）、研究課題にアプローチする研究⽅法を提⽰する（5.2）。その後、研究対象と

なる企業の概要を述べる（5.3）。 

 

5.1  研究課題の提⽰ 

本節では、企業間取引のコントロールに対する理論的検討を踏まえて、研究課題を

提⽰する。本論⽂では社会学的なアプローチに依拠し、計算装置（ルールや道具）に

よる企業間取引のコントロールを検討する。それは、既存のコンフィギュレーション

のもとで獲得された計算的エージェンシーによって計算装置がデザインされ、デザイ

ンされた計算装置としてのルールや道具がコンフィギュレーションを再編していく、

というものである。本論⽂では、この計算装置のデザインと、計算装置によるコンフ

ィギュレーションの再編が⽰す社会学的なアプローチに依拠して、計算装置による企

業間取引のコントロール、すなわち、計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーショ

ンを考察する。 

以下の 2 点の研究課題を⽴てる。 

 

研究課題１：サプライヤーは系列取引が変遷するなかで、どのような計算的エージェン

シーを獲得してきたのか。 

 

研究課題１は、第 6 章で考察する。これは、第⼆章で整理した系列取引研究で経験

的に捉えられてきた系列取引のもとで、サプライヤーがいかにアセンブラーに抗する

計算的エージェンシーを獲得してきたかを考察するための研究課題である。系列取引
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研究では、アセンブラーが主導する形で部品を供給するサプライヤーを従えていた。

その仕組みは、JIT や VA、VE を通じて、サプライヤーに対する資⾦や技術の提供や

複数のサプライヤーによる競争原理の導⼊、サプライヤーに対する評価、開発の⼀部

を負担させることによる関係特殊技能の蓄積など多岐に渡っていた。この仕組みのも

とで、アセンブラーはサプライヤーの⾃助努⼒を引き出し、品質の向上や技術ノウハ

ウの蓄積、コストの削減を徹底してきた。 

他⽅で、中⼩企業論によって、系列取引下でアセンブラーの要求に苦しむサプライ

ヤーの姿が捉えられつつ、アセンブラーに抗するサプライヤーの取り組みも考察され

てきた。本研究でも、研究対象とするサプライヤーが系列取引下で受注の安定化に対

して、どのような取り組みを⾏うなかで計算的エージェンシーを獲得してきたのかを

考察する。これは、対象企業が既存のコンフィギュレーションとしての系列取引のも

とで獲得した計算的エージェンシーによって、コンフィギュレーションの再編に参加

する計算装置がどのようにデザインされるのかを考察するために必要となる。 

  

研究課題２：サプライヤーはどのような計算装置としての道具やルールをデザインし、

それはどのようにコンフィギュレーションを再編していくのか。 

 

 研究課題２は、第 7 章で考察する。これは、計算装置がデザインされ、デザインさ

れた計算装置がどのようにコンフィギュレーションを再編していくのかを考察するた

めの研究課題である。計算装置は、既存のコンフィギュレーションのもとで獲得され

た計算的エージェンシーによってデザインされる。計算装置は獲得した計算的エージ

ェンシーによってデザインされるため、コンフィギュレーションを再編されたとき、

そこにはすでに計算的エージェンシーが組み込まれていることになる。コンフィギュ

レーション⾃体は結果として現れるに過ぎなくとも、カロンが強調したデザインには

こうした戦略的要素が含まれていた。そのため、第 7 章では計算装置を通じた戦略的

コンフィギュレーションを考察するため、その過程を 4 段階に分けて記述する。 

 第⼀に、コンフィギュレーションの再編を捉えるために、既存のコンフィギュレー

ションを記述する。既存のコンフィギュレーションは企業によって異なり、そのもと

で獲得される計算的エージェンシーも同⼀ではない。第⼆に、計算装置のうち、まず

はルールがデザインされることを記述する。前章で検討したように、形式合理性に基
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づくルールとしての効率性は、⾏動を正当化する基準ともなる。第三に、基準となる

ルールがデザインされることで、次にルールが組み込まれた道具がデザインされるこ

とを記述する。市場の社会学では、装置としての道具とルールがデザインされると論

じられながらも、主には装置としての道具に焦点が当てられていた。そのため、本論

⽂では分析的に道具とそれに組み込まれたルールを分けて考察する。第四に、計算装

置のデザインを通じて、コンフィギュレーションが再編されることを記述する。これ

ら 4 つの段階を経て、計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションを考察する。 

 

   

     

図表 5-1-1 計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーション 

 

5.2  研究⽅法 

 本研究では、事例研究によって上記の 2 つの研究課題にアプローチしていく。事例

研究の⽬的は、事例の⼀般化ではなく、事例がもつ固有性を研究することにある（ス

テイク, 2006, 102-103 ⾴）。固有性を研究するためには、事例独⾃の⽂脈、そこに⾒
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いだせる論点や物語を記述する必要がある（ステイク, 2006, 118 ⾴）。 

 そこで研究上重要な現象を理解できるか否かは、事例の選択に左右される。個性探

求的な事例研究ではすでに同定されている事例を⽤いるため選択はありえないが、⼿

段的な事例研究や集合的な事例研究の場合は、通常、研究者が事例を選ぶことができ

る（ステイク, 2006, 114 ⾴）。研究者は何らかの典型性をもつ事例を選択しつつ、同

時に学ぶ機会を提供するように思える事例に依拠しながら現象を検討する。ただし、

研究の実効性も重要なわけであり、最も接近可能性が⾼い事例や最も時間をかけて研

究できる事例を取り上げることも重要となる。要は学べる機会をどれだけ提供できる

かを上位の重要性として考えつつ、研究受け⼊れの可能性も同時に確保できる事例を

選択するべきとなる（ステイク, 2006, 115-116 ⾴）。 

 ステイク（2006）は、事例研究を⾏う場合、研究者は次の 6 つの課題に取り組むと

する。第⼀に、「事例を境界づけること」である。これは、研究の対象を把握すること

と同意義であり、⽬的や⾃⼰完結性を伴った組織的で体系的なものとして⼀貫性と持

続性が特徴としてあげられるかどうかが境界となる。第⼆に、「現状やテーマ、論点を

明確化し選択すること」である。最も的確に出発点となる関⼼やテーマを⽣み出すこ

とができるのかということを念頭に、1 つの論点を出発点として前提となる問題を⽰

す必要がある。第三に、「論点を発展させるために、データのパターンを探求すること」

である。論点は往々にして調査を進めデータを収集する中で、より現象を理解するた

めの論点へと変容されていく。第四に、「軸となる観察を遂⾏し、解釈の根拠を明らか

にするためにトライアンギュレーションを実⾏すること」である。トライアンギュレ

ーションとは、誤った解釈の可能性を少なくするために⾏わる⼿続きのことであり、 

⼀般的にはデータ収集を余分に⾏うことと、⼀定の⼿続きに基づいて解釈を検討する

ことの 2 点を指す。どんな観察も解釈も完全に反復的になることはないが、研究者は

⾃分の状況認識や解釈が適正な範囲内にあることを確認し、常に研究の妥当性を考え

ることを忘れてはいけない。第五に、「オルタナティブな解釈を⾒出し追求すること」

である。第六に、「事例についての主張やその⼀般化可能性を発展させること」である。

固有性をもつ事例の研究で⼀般化を促進する基盤とするには不⼗分であるが、事例研

究に由来する⼀つの理論的概念が分析や反駁を導くならば、⼀般化可能性の限界を明

らかにしたり、事例を扱う際の複雑性を提起するという点で重要性をもつ（ステイク, 

2006, 118 ⾴）。 
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 このような課題に取り組む事例研究は詳細に記述されることで、他者が経験を追体

験することを可能とし、⼈が⾏動を選択したりその結果を予測したりすることを改善

していく上で重要な基盤を提供する。⼈々はある個⼈の事例の記述から他の事例に適

⽤可能な含意を引き出し、⾃⾝のモデルを修正していく。それによって、事例そのも

のを表象し、確固とした⼀般化に対する影響⼒を⾏使する（ステイク, 2006, 118 ⾴）。

「事例研究の⽅法とは、個⼈的で固有性のある経験に、形を与えていくための⽅法な

のである」（ステイク, 2006, 118 ⾴）。そのため、沼上（2000）は事例研究が⼀般化を

補完する意味でも重要となることを主張している。 

 このような事例研究はインタビューや資料からデータを収集し、それを記述する⽅

法が採られる。インタビューには、構造化された（structured）ものや、半構造化され

たもの（semistructured）もの、⾮構造化された（unstructured）ものがある（フォン

タナ・フレイ, 2006, 41 ⾴）。構造化されたインタビューは、インタビュアーが事前に

作成した⼀連の質問をもとに標準化されたインタビューが⾏われる。そのため、イン

タビューイーが⾃⽴した判断をその場で⾏う余地はほとんどなく、あらかじめ想定さ

れた回答を得ることが可能となる。ただし、この場合、インタビュアーがインタビュ

ーイーの回答が⽂脈に影響されていることを⾒落とす可能性が⾼まる（フォンタナ・

フレイ, 2006, 47 ⾴）。それに対して、⾮構造化インタビューは、オープンエンド形式

で⾏われ、問いの範囲を限定せずに複雑な⾏動を理解する際に⾏われる（フォンタナ・

フレイ, 2006, 50 ⾴）。その特徴は、構造化インタビューのように事前に決定した範囲

の⾏動を説明することではなく、現象そのものを理解することに重点が置かれている

ことにある。そのため、インタビューイーがどのような⽂脈の下で⾏動をとり、それ

を回答としてインタビュアーに伝えようとしているのかを理解する必要がある（フォ

ンタナ・フレイ, 2006, 52-53 ⾴）。この 2 つのインタビュー形式の間に位置するのが

半構造化インタビューであり、構造化インタビューのように事前に質問事項を設定し

説明する⾏動の範囲を限定するものの、オープンエンド形式で⾏うことによって現象

そのものの理解に努める。 

 そこで本研究では半構造化インタビューの形式をとり、あらかた質問事項を設定し

たうえであとは⾃由にインタビューイーの考えを引き出し、現象そのものの理解に努

めた。あらかじめ調査対象先での取り組みに関する事項についての質問を設定し、質

問項⽬を調査対象先に送付し、それらの質問事項に沿った形でインタビューイーが答
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える中でその際に⽣じた疑問や考え⽅などについて⾃由にインタビュアーが質問する

⽅法を採った。 

 加えて収集したデータの解釈が調査対象⼀社の主観的なものに陥らないように、取

引先となる企業に対しても同じ内容の質問を⾏い、さらに⾃由な回答を引き出すこと

で、⼀つの取引を双⽅もしくは複数の視点から多⾯的に解釈することを可能とした。

このように⼀つの事例を多⾯的に捉えていくことは、現象の理解を深めるだけでなく、

研究者がデータを多⾯的に内省するためにも使うことができる。 

 このように、インタビューを中⼼とした事例研究によって、これまでアセンブラー

が主体となって捉えられてきた企業間取引のコントロールの仕組みを、サプライヤー

を中⼼に多様な⽴場の企業によって⾏われる取引の現場を多⾯的に捉えていく。企業

が⾃らの利害のもとでとる⾏動はそれぞれの企業が置かれた様々なコンテクストに応

じて異なってくる。また、個別のコンテクストに留まらず、他社との関係のあり⽅も

その⾏動に影響を与える。このことは前章までの経験的研究及び理論的研究でも予想

されうるものであったが、多様なコンテクストや他社との関係を捉えるには産業構造

における川上から川下、さらには同じポジションにありながらも異なった戦略を採⽤

する多様な企業を包括的に分析する必要があるため、これまで⼗分に経験的に検討さ

れてこなかった。その点において事例研究は、研究対象としての企業がおかれた⽂脈

を重視し、その⽂脈の中で⾏われている取引を多⾯的に記述していくことが可能とな

る。従って、本研究の⽬的に合致した⽅法であると考える。 

 

5.3  調査対象 

5.3.1 調査概要 

 本研究では多⾯的な事例研究を⾏うため、異なるコンテクストを有した複数の企業

への調査を⾏った。その際に、本研究では株式会社⼭本⾦属製作所（以下「⼭本⾦属」）

を分析的⽴場として定めた。⼭本⾦属は⾦属切削加⼯業33を営み、系列取引で⾔えば

                                                       
33 ⾦属切削加⼯とは、NC 旋盤やフライス盤、マシニング等の⼯作機械を使って、⾦属
材料（鉄やステンレス、アルミ合⾦など）を切削し、所望の⼨法形状の品物を作り出す
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サプライヤーの⽴場に当たる。切削加⼯は、川上から川下に関わる、全ての利害関係

者と関わりを持つポジションにあり、多⾯的な提携関係を⾒通す分析的⽴場としても、

さらに実際の企業戦略としても多様な利害関係者を説得する活動が最も求められる⽴

場であると考える。 

 そのため、⼭本⾦属を中⼼に、アセンブラーに加えて同社の取引先である異なる⽴

場にある複数の企業に対して調査を⾏った（図表 5-3-1 および 5-3-2）。⼭本⾦属と同

じサプライヤーの⽴場として、切削加⼯に必須である⼯具および切削油メーカーにイ

ンタビューを⾏った。川上に位置する⽴場として材料メーカーにインタビューを⾏っ

た。このような産業構造において異なる⽴場にある複数の企業に⾏ったインタビュー

調査のデータおよび⼭本⾦属から提供された内部資料をもとに、計算装置を通じた戦

略的コンフィギュレーションを考察していく。 

 

図表 5-3-1 調査対象企業 

 企業名 事業内容 該当章 

サプライヤー 株 式 会 社 ⼭ 本 ⾦ 属 製

作所 

⾦属切削加⼯、加⼯技術や

計測⼿法、計測機器の開発 

第 6 章、第 7

章 

⼯具メーカー M 社 ⼯具の開発・製造・販売 第 6 章 

切削油メーカー K 社 切削油の開発・製造・販売 第 6 章 

材料メーカー 株式会社住軽テクノ34 アルミ押出素材・部材加⼯

製品の販売 

第 7 章 

アセンブラー A 社 総合重機械の開発・製造・

販売 

第 6 章 

 

                                                       
加⼯⽅法である。 
34 株式会社住友軽⾦属⼯業（以下、住友軽⾦属）の 100％⼦会社である。住友軽⾦属
は、2013 年 10 ⽉ 1 ⽇に古河スカイ株式会社との経営統合により、株式会社 UACJ のア
ルミニウム押出事業を担うグループ会社として、株式会社 UACJ 押出加⼯となった。 
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図表 5-3-2 インタビュー調査の概要 

企業名 
インタビューイー、 

およびインタビュー場所 
⽇時およびインタビュー時間 

株 式 会 社 ⼭ 本

⾦属製作所 

⼭本憲吾⽒35、⼭本⾦属本社 

⼭本憲吾⽒、⼭本⾦属本社 

⼭本憲吾⽒、⼭本⾦属本社 

⼭ 本 憲 吾 ⽒ お よ び ⼭ 本 将 義

⽒、⼭本⾦属本社 

⼭本憲吾⽒、⾸都⼤学東京ビ

ジネススクール（新宿） 

⼭本憲吾⽒、⼭本⾦属本社 

⼭本憲吾⽒、⼭本⾦属本社 

⼭本憲吾⽒、⼭本⾦属本社 

⼭本憲吾⽒、⼭本⾦属本社 

⼭本憲吾⽒、⼭本⾦属本社 

本憲吾⽒、⼭本⾦属岡⼭研究

開発センター 

⼭本憲吾⽒、⼭本⾦属本社 

⼭本憲吾⽒、⼭本⾦属本社 

2008 年 10 ⽉ 11 ⽇（約 2 時間） 

2008 年 11 ⽉ 10 ⽇（約 3 時間） 

2008 年 11 ⽉ 17 ⽇（約 2 時間） 

2009 年 2 ⽉ 2 ⽇（約 3 時間 30 分） 

 

2009 年 2 ⽉ 21 ⽇（約 1 時間） 

 

2009 年 9 ⽉ 26 ⽇（約 2 時間） 

2010 年 1 ⽉ 11 ⽇（約 1 時間） 

2010 年 4 ⽉ 7 ⽇（約 2 時間） 

2010 年 5 ⽉ 8 ⽇（約 2 時間 30 分） 

2013 年 2 ⽉ 26 ⽇（約２時間） 

2013 年 11 ⽉ 27 ⽇（約 2 時間） 

 

2015 年 6 ⽉ 25 ⽇（約 1 時間） 

2016 年 6 ⽉ 21 ⽇（約 2 時間） 

M 社 営業 H ⽒、阪急ホテルラウン

ジ 

 

2010 年 4 ⽉ 9 ⽇（約 1 時間 30 分） 

 

K 社 取締役 M ⽒、K 社本社 2010 年 4 ⽉ 16 ⽇（約 1 時間） 

 

株 式 会 社 住 軽

テクノ 

課⻑ T ⽒、住軽テクノ⼤阪⽀

社 

2010 年 4 ⽉ 30 ⽇（約 2 時間 30 分） 

 

                                                       
35 調査を始めた 2008 年当時、⼭本憲吾⽒は⼯場⻑という職位についており、2009 年 8
⽉に代表取締役社⻑に就任した。それに伴い、当時社⻑を務めていた⼭本将義⽒は代表
取締役会⻑に就任した。 
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A 社 技術開発本部副本部⻑ S ⽒、

A 社本社 

2010 年 4 ⽉ 7 ⽇（約 2 時間） 

2010 年 4 ⽉ 27 ⽇（約 2 時間） 

 

5.3.2 株式会社⼭本⾦属製作所の概要 

 以下、分析企業と位置付ける⼭本⾦属の概要を述べる。⼭本⾦属は、1965 年に前社

⻑の⼭本将義⽒が⼤阪市東住吉区で⾦属切削加⼯業者として創業し、関⻄を中⼼とす

るアセンブラーの⼆次サプライヤーとして操業してきた（図表 5-3-3）。事業内容は、

⼤きく 3 つに分類されている。創業当時は⾦属切削加⼯業のみであったが、加⼯技術

を追求することで試作・研究・開発分野の⾼精度・⾼品質な部品供給と共に切削加⼯

における評価試験サービスにも⼒を注ぎ、現在では⾦属切削加⼯業を中⼼に計測・評

価事業を展開している。 

 

図表 5-3-3 ⼭本⾦属の沿⾰（⼯場展開を中⼼に） 

年⽉ 沿⾰ 規模（坪） 

1965 年 2 ⽉ ⼭本⾦属製作所を創業（⼤阪市東住吉区）  

本社⼯場を操業開始 250 

1972 年 12 ⽉ 現在地に移転 （⼤阪市平野区36）  

1978 年 7 ⽉ 第⼆⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 110 

1985 年 12 ⽉ 第三⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 120 

1989 年 1 ⽉ 株式会社⼭本⾦属製作所に改組（資本⾦ 3,000 万

円） 

 

⼭本⾦属⼯業株式会社を設⽴（資本⾦ 1,000 万円、

第三⼯場を株式会社化する） 

 

1990 年 4 ⽉ サンツアー精密株式会社（滋賀⼯場）を設⽴（資本

⾦ 4,950 万円、滋賀県甲賀市） 

500 

1992 年 1 ⽉ ⼭本⾦属⼯業株式会社第⼆⼯場を設⽴（第⼆⼯場

を⼦会社化する） 

 

                                                       
36 1974 年、⼤阪市の区変更により、現住所が東住吉区から平野区に変更される。 
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1994 年 3 ⽉ サンツアー精密株式会社（滋賀⼯場）を閉鎖  

1994 年 4 ⽉ ⼭本精密株式会社を設⽴（⼤阪府⼋尾市） 500 

1996 年 1 ⽉ 本社南⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 90 

1998 年 3 ⽉ 本社北⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 50 

2002 年 10 ⽉ ⼭本精密株式会社を増設 500→1000 

2004 年 4 ⽉ ⻑岡⼯場（第⼀⼯場）を設⽴（⼤阪市平野区） 60 

2005 年 3 ⽉ 本社⻄⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 60 

2006 年 8 ⽉ 技術開発センターを設⽴（⼤阪市平野区） 100 

2007 年 3 ⽉ 物流センターを設⽴（⼤阪市平野区） 300 

2007 年 11 ⽉ ⻑岡⼯場（第三⼯場）を設⽴（⼤阪市平野区） 30 

2008 年 5 ⽉ ⻑岡⼯場（第⼆⼯場）設⽴（⼤阪市平野区） 40 

2008 年 9 ⽉ 技術開発センター2 号館を設⽴（⼤阪市平野区） 110 

2012 年 1 ⽉ 岡⼭研究開発センターを岡⼭市北区芳賀（岡⼭リ

サーチパーク内）に設⽴ 

 

2015 年 8 ⽉ 三輪株式会社トレーニング⼯場を設⽴（⼤阪府⼋

尾市） 

 

  

 第⼀に、⾦属切削加⼯業では、精密機器部品や⼯作機械部品、半導体装置部品まで

幅広く製造している（図表 5-3-4）。 
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図表 5-3-4 ⼭本⾦属が扱う加⼯部品の⼀部37 

   

 上記の部品は、⾃社の⼯場で多品種・⼩ロットから量産加⼯までを⼀括受注できる

⽣産管理体制のもとで製造されている。ただし、現在の⽣産管理体制は創業当時から

備えていたわけではなく、当初は⼀つの⼯場から操業した。それが 2009 年までに⼤

阪府⼋尾市と平野区に合計で 12 の⼯場38（図表 5-3-3 および 5-3-4）、⼆つの技術開発

センター（図表 5-3-6）を抱えるまでに成⻑した。それらの⼯場や技術開発センターは

⼋尾市の⼯場を除き、約 400 メートル四⽅のなかに配置されている（図表 5-3-7）。 

 

                                                       
37 株式会社⼭本⾦属製作所ウェブサイト（http://www.yama-kin.co.jp/）より
（2016/12/07）。 
38 ⼭本精密株式会社は⼋尾市にある⼯場を⼦会社化したもので、⼭本⾦属⼯業株式会社
は⼤阪市平野区にある⼯場の⼀部を⼦会社化したものであり、⼭本⾦属はその 2 社をグ
ループ企業として抱える。詳しくは、第 6 章を参照。 
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図表 5-3-5 ⼭本⾦属（本社⼯場、平野区）（左） 
と⼭本精密（⼋尾⼯場、⼋尾市）（右）39 

 

 
図表 5-3-6 技術開発センター1 号館（平野区）40 

                                                       
39 株式会社⼭本⾦属製作所ウェブサイト（http://www.yama-kin.co.jp/）より
（2016/12/07）。 
40 株式会社⼭本⾦属製作所ウェブサイト（http://www.yama-kin.co.jp/）より
（2016/12/07）。 
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図表 5-3-7 ⼯場や技術開発センターの分布図 

 

 第⼆に、計測・評価事業では、様々な計測評価機器の開発・製造や評価試験サービ

スが⾏われている（図表 5-3-8）。同事業は⼭本⾦属が加⼯の⾼度化を追究していく過

程で、精密加⼯を⾼度化するためには材料個別の特性や加⼯⽀配要因等を知ることが

必要であると考えたところから始まり、現在では同事業で開発される技術は⼭本⾦属

のコア技術となっている。同事業のために 2012 年には岡⼭県に岡⼭研究開発センタ

ー（図表 5-3-9）を⽴ち上げ、顧客が抱える加⼯に対する課題を解決することを⽬指し

ている。 
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図表 5-3-8 計測・評価事業で扱う計測機器や評価試験サービスの⼀部41 

 

 

図表 5-3-9 岡⼭研究開発センター42 

 
 また、⼭本⾦属は事業を拡⼤するに伴い、様々な認定や賞を受けている（図表 5-

3-10）。 

  

図表 5-3-10 認定・受賞の⼀部抜粋43 

年⽉ 内容 

2009 年 1 ⽉ 川崎重⼯業株式会社より「品質優良賞」を受賞（⼭本⾦属） 

2009 年 10 ⽉ 全国中⼩企業団体中央会「ものづくり中⼩企業製品開発等⽀援

                                                       
41 株式会社⼭本⾦属製作所ウェブサイト（http://www.yama-kin.co.jp/）より
（2016/12/07）。 
42 株式会社⼭本⾦属製作所ウェブサイト（http://www.yama-kin.co.jp/）より
（2016/12/07）。 
43 株式会社⼭本⾦属製作所ウェブサイト（http://www.yama-kin.co.jp/）より
（2016/12/07）。 
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補助⾦（試作開発等⽀援事業）」に採択 

・「⾼性能省エネ型多連式回転曲げ疲労試験機の開発と市場開

拓・販路拡⼤」（⼭本⾦属） 

・「疲労強度を保証する⾦属切削加⼯技術の確⽴」（⼭本⾦属⼯

業） 

2010 年 6 ⽉ 経済産業省近畿経済産業局「平成 22 年度中⼩企業ものづくり基

盤技術の⾼度化に関する法律に基づく特定研究開発等計画」に

認定 

・「⾰新的多連動⼒伝達・制御⽅式による 4 連式回転曲げ及び引

張圧縮疲労試験機の開発」（認定番号：近畿 1006101）（⼭本⾦

属） 

・「超⼩型⼈⼯衛星構体の最適軽量モデルの確⽴に関する研究開

発」（認定番号：近畿 1006102）（⼭本⾦属⼯業） 

2010 年 12 ⽉ 経済産業省近畿経済産業局「第 13 回中⼩企業ものづくり基盤技

術の⾼度化に関する法律に基づく特定研究開発等計画」に認定 

・「⾼負荷荷重型 4 連式回転曲げ疲労試験機と同試験機⽤腐⾷液

環境及び腐⾷ガス環境試験ユニットの開発」（認定番号：近畿

1012029）（⼭本⾦属） 

・「スマートクリーン GMA 溶接システムの研究開発」（⼭本⾦

属⼯業） 

2012 年 7 ⽉ 公益財団法⼈岡⼭県産業振興財団「低コスト・短納期を実現す

る⾼精度板厚内部残留応⼒計測システムの開発」に認定（⼭本

⾦属） 

2013 年 12 ⽉ 「医療機器製造業許可」取得（⼭本⾦属、⼭本精密） 

2014 年 11 ⽉ グッドデザイン・ベスト 100 受賞 ものづくりデザイン賞受賞 

「4 連式回転曲げ疲労試験機 GIGAQUAD®」（⼭本⾦属） 

2015 年 7 ⽉ 経済産業省中国経済産業局 平成 27 年度戦略的基盤技術⾼度化

⽀援事業に「⾼精度にリアルタイムで加⼯現象（熱・振動・抵

抗）をマルチ計測できる技術・回転式⼯具の開発」が採択（⼭
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本⾦属） 

2016 年 2 ⽉ 経済産業省中⼩企業庁中⼩企業新事業活動促進法に基づく異分

野連携新事業分野開拓計画（新連携）に「残留応⼒計測ソリュ

ーションサービス及び装置開発と販売」が認定（⼭本⾦属） 
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第６章 系列取引に抗するサプライヤーによる企業間取引のコントロール 

 
本章では、サプライヤーが既存のコンフィギュレーションのもとで、どのようにし

て計算的エージェンシーを獲得してきたかを考察する。具体的には、研究課題１「サ

プライヤーは系列取引が変遷するなかで、どのような計算的エージェンシーを獲得し

てきたのか」に応える形で、いちサプライヤーとして⾦属切削加⼯業を営む⼭本⾦属

に注⽬し、系列取引が変遷するなかで、同社がいかにアセンブラーに抗する計算的エ

ージェンシーを獲得してきたのかを考察する。これは第 5 章で⽰したように、続く第

7 章で捉える計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションの前段となる。 

 

6.1  アセンブラーに従う（1970 年代−1980 年代）  

6.1.1 受注の安定化を⽬指して 

現在、⼭本⾦属は、⾦属切削加⼯技術をコア技術として、多様な産業分野（建設機

械、油圧、産業機械、⾃動⾞、半導体製造装置部品、⾼圧継⼿、ホース⾦具、精密機

械など）からの発注を受けている。すなわち、特定の顧客と⻑期的な取引を結ぶ系列

関係にはない。しかし、もともとは特定業界の顧客からの受注が⼤部分を占めるとい

う典型的なサプライヤーの⼀つであった。創業当時の⼭本⾦属は、⾼度成⻑と伴に急

激に⼀般家庭に普及した家庭電化製品に使われる弱電気部品の受注が全体の７割を占

め、1975 年には輸出向けのチタン製⾃転⾞部品の受注が⼤部分を占めていた。 

このように⼭本⾦属が取引を⾏う主要顧客を変更してきたのには、サプライヤーと

しての苦悩があった。まず、当初主要な顧客であった家電業界である。1960 年代、カ

ラーテレビや電⼦レンジといった家電の需要が、⾼度成⻑に伴う所得の増加により⾶

躍的に⾼まった。成⻑著しい花形産業であった同業界は、サプライヤーとしても魅⼒

的であった。しかしながら、産業の成⻑とともに直⾯するいくつかの困難があった。

最初に、特定の加⼯だけに絞りこんだ受注を獲得するという状況に陥ることである。

産業が成⻑するということは、それに伴い発注量が増加する。それにより、他の顧客

から受注せずとも、特定の顧客からの受注だけで⼗分な仕事量を確保することができ
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るようになった。しかし、そうすることによって特定の顧客の特定の加⼯だけに特化

することになってしまい、結果として顧客に対する交渉⼒を失ってしまったことであ

る。それでも、当該の加⼯から⼗分な利益が得られればそれでいいはずである。しか

しながら、この特定の顧客への依存関係は、次には顧客からのコスト圧⼒につながる。

このことは顧客もまた成⻑する分野でライバル企業と競争していることからして当然

であるが、とりわけ顧客が JIT をはじめとした⽣産管理システムを採⽤することによ

って、顧客からのコスト圧⼒が格段に⾼まっていった。低収益にあえぐことになった

⼭本⾦属がその後にシフトした⾃転⾞業界は、⽐較的安定的な業界であった。それゆ

え、それほど顧客間の競争も激しくなく、顧客からのコスト圧⼒も強くはなかった。

しかし、⾃転⾞はクリスマスのプレゼントとして贈られるなど冬場に向けてその需要

が⾼まる。結果、夏から冬にかけては猛烈に忙しいものの、年が明けると共に⼯場が

閑散となるという状態が繰り返されていた。このように、特定の顧客から⻑期に渡り

発注を受け続けることは、特定の顧客に対する依存関係を作り出す。そのことが、特

定の加⼯に特化することによる交渉⼒の低下を招き、それゆえに過剰なコスト圧⼒に

さいなまれ、また顧客の都合によって受注量が不安定化するという厄介な問題を引き

起こしていた。 

特定の顧客から発注された加⼯を引き受けるだけの、いちサプライヤーとしての位

置づけでは、どうしても顧客の側の事情に依存するために経営が不安定化する。その

ため、⾃らがイニシアティブを取ることによって、安定した経営を⾏っていくことが

重要な課題であった。そうした課題を乗り越える⽅法を模索していく中で、特定の顧

客に依存するという体制が変わり始めたのは、それまでの⼭本⾦属では加⼯できなか

った部品を⼿掛け始めたことによる。きっかけは、取引先の材料メーカーから、ホー

ス⾦具部品44を扱う企業が倒産したために、その企業の社⻑を受け⼊れることによっ

て、その企業が受注してきた仕事を引き継がないかと相談を受けたことであった。そ

の話を受けることによって相談を受けた材料メーカーだけでなく、その企業がそれま

で引き受けていた全て仕事を引き受けることができた。しかし、その企業が加⼯して

いたホース⾦具部品は⼤きな部品であった。それに対して、⽐較的⼩さな部品を加⼯

する機械しか持ち合わせていなかった⼭本⾦属がこの部品を加⼯するには、新たに機

                                                       
44 機械内の流体の輸送および圧⼒の伝達に使⽤するホースの接続に使う⾦具類を指す。 



84 
 

械を購⼊する必要があった。受注増⼤と引き換えに、新たな設備投資を⾏い、更に借

⾦を増やすのか。借⾦を増やすことは気が引けたが、新たに導⼊した機械によって⽣

産設備が整い、さらに新しい受注を獲得できればよいと考え、この仕事を引き受ける

ことにした。1985 年のことであった。 

しかし、新しい機械を購⼊したことによって、予想されなかった変化があった。そ

の変化とは、それまでの⼭本⾦属では加⼯できなかった⼤きな部品を加⼯できるよう

になったことで、⼤型の部品はもちろんのこと、さらには⼩型部品と⼤型部品を組み

合わせた加⼯も新しく受注することができるようになったことである。系列関係の中

で役割が分業化された当時の製造業においては、どのような加⼯でも引き受けられる

サプライヤーは他にあまり存在していなかった。それに対して、どのような加⼯でも

引き受けることができるようになった⼭本⾦属は、特定の顧客に縛られることなく、

ほかの業界からでも幅広く受注することが可能となった。そして、受注が増えること

によって、また新たな加⼯を可能にする⽣産設備に投資することができ、⾃らの加⼯

の幅を広げることにつながる。好循環が回り出した。 

ここで好循環が回りだしたがゆえの新たな問題が⽣じる。新たに購⼊した機械を置

くためのスペースが不⾜し始めたのである。同社の⼯場は 1972 年に阪神⾼速道路の

建設予定地にかかったことによって東住吉区から、現在の場所に移転していた。しか

し、1974 年にその場所が区画整理によって平野区となり準⼯業地域45として指定され

たことによって、近隣には⼾建やマンションなどの住宅が多く建設されていた。その

ため、周りを⾒渡しても⼤規模な⼯場を建設する⼟地など確保できるような場所はな

かった。機械を購⼊しては⼩規模な⼯場内の空きスペースに機械を押し込め、それ以

上機械が配置できなくなると、近くに購⼊できる⼟地を探して、そこに⼩規模な⼯場

を建てるということを繰り返した。 

順調に受注を増⼤し、そこから⽣じる問題に対して⼯場数を増やすことで解決して

いった⼭本⾦属は、さらなる受注拡⼤を⽬指し 1990 年を境に急激に成⻑し始めた⾃

動⾞産業に⽬をつけた46。しかし、⾃動⾞産業は需要が⾼く受注量も多いという魅⼒

                                                       
45 準⼯業地域とは、都市計画法による⽤途地域の⼀つで、主に環境悪化の恐れのない⼯
場の利便を図る地域である。 
46 乗⽤⾞（普通⾞）の⽣産台数は、1985 年の 494,792 台から 1990 年には 1,750,783 台
にまで増加している（社団法⼈⽇本⾃動⾞⼯業会 HP より
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がある反⾯、積極的に JIT を導⼊する業界でもあり、顧客からのコスト圧⼒は他の産

業に⽐べて厳しかった。この顧客を相⼿に収益を上げていくためには、加⼯単位当た

りの利益は⼩さくともトータルでの利益を上げられるような量産体制が必要になる。

だが、⼩規模な⼯場を多く抱えた⼭本⾦属の⽣産体制は量産には向いていなかった。

そこで、1990 年に主に⾃転⾞の部品加⼯を扱う知り合いの鍛造業者との共同出資によ

って、滋賀県に切削加⼯と塑性加⼯の両⽅を⾏える 500 坪の⼤規模⼯場（以下「滋賀

⼯場」）を建て、⾃動⾞部品加⼯を専⾨に⾏うサンツアー精密株式会社を設⽴した47。

こうした⼤規模⼯場を設⽴することで、⼭本⾦属は新しい顧客を獲得するとともに、

量産体制も確⽴しようとしたのである。これは顧客にとって魅⼒的な話であった。と

いうのも、もともと⼭本⾦属が受注していた⾃動⾞部品の加⼯を、まずは鍛造業者が

塑性加⼯を⾏い、その塑性された材料に⼭本⾦属が切削加⼯を施す、という⼀連の作

業を同じ場所で⾏うことで物流や在庫コストを下げ、納期までも短縮できたためであ

る。⼭本⾦属も鍛造業者もお互いの技術を⽣かしながら順調に⽣産を⾏い、この事業

は軌道に乗っていくように思われた。 

 

（⼭本⽒）もっと⼤量⽣産させるための設備として（滋賀⼯場を）⽴てたん
やろな。んで、それを滋賀県の⽔⼝で、そういうことをやろうと思ってたの。
まだ、私が学⽣時代の話やわ。ほんでそこで失敗したわけ。相⼿側と提携し
てやろうとして、相⼿側がつぶれてもうてん。（2010 年 10 ⽉ 11 ⽇インタビ

ューより） 

 

しかし、滋賀⼯場が設⽴されて⼀年が過ぎた頃に、バブル崩壊の影響を受けて協同

出資者の鍛造業者が倒産することとなる。その後、別の鍛造業者がこの塑性加⼯作業

を引き継いだが、バブル崩壊の⻑期的な影響により急成⻑を遂げていた⾃動⾞産業の

成⻑にも陰りが⾒られ始め、⾃動⾞部品の受注量それ⾃体も減少していった。受注が

少なくなってしまえば、⼯場の規模が⼤きかったことが却って⾜かせになった。そこ

                                                       
http://www.jama.or.jp/industry/four_wheeled/four_wheeled_1t1.html）。 
47 農家出⾝である⼭本将義⽒が、農業を通してものづくり教育を⾏うために、⽥んぼに
囲まれた広⼤な敷地を確保できる滋賀県を選んだ。 
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で、1994 年 3 ⽉には滋賀⼯場を閉鎖し、サンツアー精密株式会社は事実上倒産するこ

ととなった。結果、⼭本⾦属に残ったのは、先⾏投資してしまった⼤量の NC 旋盤48

をはじめとした切削加⼯機械と多額の借⾦だけであった。⼀部の機械は売却したもの

の、500 坪の滋賀⼯場に配置されていた 7 割もの機械と多額の借⾦が残された。 

ここに来て、ゼロ、というよりマイナスから⽣産体制を⽴て直さなければならなく

なった。まず問題になったのが、⾏き場を失っていた機械を置くスペースである。⼤

量の機械の全てを配置するためには、滋賀⼯場と同程度の⼤規模なスペースが必要で

あった。しかし、当時の平野区にあった⼭本⾦属の⼯場はどれも⼩規模で、そもそも

新たな機械を置くスペースは残されてなく、新しい⼟地を⾒つけようにも準⼯業地域

である平野区に 500 坪という広⼤な⼟地は空いていなかった。そこで⽬をつけたのが、

平野区に隣接する⼤阪府⼋尾市であった。⼋尾市の⼟地単価は平野区よりはるかに安

く、すでに多額の借⾦を抱えていた⼭本⾦属には魅⼒的であった。そこで滋賀⼯場閉

鎖⼀ヵ⽉後の 1994 年 4 ⽉、⼭本⾦属は⼤阪府⼋尾市に⼭本精密株式会社（以下「⼋

尾⼯場」）を設⽴し、⼤量の機械を全て収納できるスペースを確保したのである。 

 

6.1.2 アセンブラーの要求に合わせた⽣産体制の構築 

 (1) 負の遺産として背負い込んだ機械の効率的な運⽤ 

2000 年、⼋尾⼯場の⼯場⻑に任命された、若⼲ 29 歳の⼭本憲吾⽒（以下「⼭本⽒」）

は、茫然と⽴ちすくんでいた。⼭本⽒は、1995 年に⾦沢⼯業⼤学の⼯学部経営⼯学科

を卒業し、⼯作機械メーカーに就職した後、⽗の会社を継ぐべく⼋尾⼯場に⼊社した。

⼊社後しばらく⼀般⼯員と同じように実際の切削作業を経験した後、3 年⽬には製造

課⻑に、そして 5 年⽬には⼋尾⼯場の⼯場⻑を任命され、いよいよマネジメントの世

界に踏み込んでいく。当時、世間は IT バブルの到来により、コンピュータに使われる

半導体⽣産設備の増設を受けて、⾦属加⼯業も上り調⼦であった。 

上り調⼦の⾦属加⼯業界にあって⼭本⽒もマネジメントのキャリアを順調に歩み

始めるはず、であった。しかし肝⼼の⼋尾⼯場は、本社からの資⾦補填に頼ることな

                                                       
48 NC 旋盤とは、⾮切削物を回転させ、それに刃物を当て削るという旋盤に NC 装置
（数値制御）を付けた機械である。 
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くしては存続できない状態にあった。⼯場のフロアには機械が意味もなくただ単に配

置され、稼動している機械と稼動していない機械の間を縫うように従業員が⾛り回り、

さらには開いたスペースには仕掛品や在庫が⼭のように積まれた状態だったのである。

どうしてこんなことになってしまったのだろうか。⼭本⽒は頭を抱えた。 

 
（⼭本⽒）引っ越してきて、そこの設備をひっちゃかめっちゃかもってきて、
とりあえずやれーいうたんがここ（⼋尾⼯場）やってん。（2010 年 10 ⽉ 11

⽇インタビューより） 

 
（⼭本⽒）やろうとしたけども、空回りやわな。それで４，５年たって、俺
が⼊社したんよ。それを⾒て、機械は回ってへんし、もうぐちゃぐちゃ。そ
の時は⼯程とか原価とか、そういうのはぜんぜんなかったな。考えてなかっ
たな。とにかく、もの削ったらいいやんって。流れが悪い。・・・（中略）・・・
だって、機械は当時も全部の機械が回るときってあったよ。でも、それでも
ぜんぜん儲からへんね。無駄ばっかりでるし。稼動してても⾚字やった。た
ちわるいやろ。（2010 年 11 ⽉ 10 ⽇インタビューより） 

 

もともと⼋尾⼯場は、滋賀⼯場の撤退とともに、投資してしまった機械を引き受け

るべく設⽴された⼯場であった。機械を⼊れる⼯場を設⽴したまではよかったが、仕

事がなければ話にならない。既に投資した機械の⽀払いは始まっている。そこで、と

にかく機械を稼動させるために、製品の種類や⽣産ラインには関係なく受注を求めて

営業に駆け回り、どんな加⼯でも引き受けた。⾦属加⼯を必要とする顧客であれば誰

でも良かった。ところが、とにかく受注すべく駆けずり回った営業では、建設機械や

農機具部品の受注を細々と受けるだけで、安定した受注にはつながらなかった。結果、

受注額をはるかに上回る返済を賄うことはできず、恒常的な⾚字経営に陥っていたの

である。 

この状態から脱却するにはどうしたらいいのだろうか。⼯場⻑になるまでの 5 年間、

こうした状況のもとで仕事をしていた⼭本⽒であったが、マネジメントは初めての経

験であり、何か具体的な打開策を持っていたわけではなかった。できることと⾔えば、

⼤学時代に触れた経営⼯学の知識を⽤いた⽣産⼯程の分析である。試しに⾏ってみた
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⽣産⼯程分析の結果から分かったことは、現在の操業のやり⽅では、コストに⾒合わ

ないということであった。その原因は、受注の在り⽅にあった。当時、とにかく機械

を動かすためには、⼩さな仕事でも⼤きな仕事でも、どんな仕事であろうが引き受け

るしかないと考えていた。機械のことをあまり分かっていない営業マンも⼋尾⼯場の

⽣産設備のことを考えることなく、取れる仕事は何でも取っていた。そのため、新た

な受注にあわせてその都度、刃物や切削油、治具を⼊れ替え、⽣産ラインの変更を⾏

っていた。⽣産ラインの変更のためには、⻑ければ数⽇間機械を⽌めることもあった。 

場当たり的な受注では、とてもコストに⾒合う操業はできない。そう考えた⼭本⽒

は、⼿当たり次第に仕事をかき集めるのではなく、受注を 1000 個／⽉以上の⼤ロッ

トに絞り込むことにした。年間何万個という⼤ロットの受注を得られれば、⽣産ライ

ンを度々変更する必要もなくなり機械の稼働率を上げることができるからである。し

かし、ことはそれほど単純ではなかった。確かに⼤ロットを受注することによって、

⽣産に合わせたツールの選定の⼿間を省き、その部品を加⼯するための機械の稼働率

は向上するであろう。通常の⼯場であれば、それでよかったかもしれない。しかし、

⼋尾⼯場には、先⾏投資してしまった⼤量の機械が既に存在していた。もちろんそれ

らは、受注する仕事に合わせて⽤意されたものではない。そのため、いくら⼤ロット

の受注を得てツールの選定の⼿間などを省けたとしても、当該部品の加⼯に必要な機

械以外は、結局のところ稼動しないままになってしまったのである。むしろ、⼤ロッ

トの受注によって、特定の機械が占有されてしまい、残された機械だけでは顧客が求

める他の加⼯に対応できなくなってしまった。機械を安定的に稼動させ機械稼働率を

上げるために積極的に受注していた⼤ロットの仕事は、稼動している機械と稼動して

いない機械の⼆極化をより促進してしまったのであった。 

 

(2) 中ロット受注によるバランス化 

稼働率を向上すべく⼤ロットの加⼯を受注しても、⼤量の機械を負の遺産として背

負い込んだ⼋尾⼯場の状況を好転させることはできなかった。⼋尾⼯場にとって重要

なのは、⼀部の機械だけではなく、全ての機械をバランスよく稼働させるような受注

の最適化だったのである。⼤ロットの受注によってより⼆極化が促進されてしまった

ことによって、そのことに気がついた⼭本⽒は、⼋尾⼯場の規模と⽣産設備を鑑みて、
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受注の増⼤には少なすぎも多すぎもない中ロット（100〜1000 個／⽉）の仕事に絞り

込むことにした。そうすることによって、安定的な⽣産を担保するためのボリューム

を確保しながら、すべての機械を稼働させることによってバランスよく⼯場全体の⽣

産性を向上させようとしたのである。 

 
（⼭本⽒）その時はいっぱい考えたよ。数じゃあかんけども、ようは⼋尾⼯
場の歴史と設備と⼈の能⼒とか、⾊んなもんを総合的に判断した場合に、も
う⼤ロットっていうそういう⼤きなくくりの仕事はもうむり、あきらめよと。
その代わりに中ロットというものをうまいこと回転させようと思った。もう
そこまで（海外と）コストは合わせられない。まだ、中ロットやったら、ま
だうちのレイアウトとノウハウと能⼒しだいで、まだ儲けられると思った。
その時に⼯程の集約とか、レイアウトのその製品の流れを考えなあかんとか、
徹底的にやったんや。（2010 年 11 ⽉ 10 ⽇インタビューより） 

 

こうしたバランスを達成するには、まずは稼働していない機械を動かすことが先決

である。それには当然のことながら、既存の顧客からの受注だけでは、いつまで経っ

ても稼働していない機械はそのままである。稼働していない機械が加⼯に必要となる

仕事を獲得するには、既存の顧客とは異なる部品の加⼯を、それも中ロットで発注し

てくれる新規の顧客を探さなければならない。そこで、⼭本⽒はすでに⼭本⾦属で取

り扱っていた半導体製造装置部品に⽬をつけた。本社⼯場は⼋尾⼯場ほどの⼤規模な

⽣産設備を擁していなかったために、特殊な加⼯を要する少量の半導体製造装置部品

のみしか扱うことができず、中ロットの仕事は断っていた。ならば、⼋尾⼯場がその

中ロットの半導体製造装置部品を担当すればよいではないかと考えたのである。しか

し、受注のターゲットとする顧客を明確に定めたことのより重要な点は、特定の顧客

に絞り込むことによって顧客が求める加⼯を深く理解し、機械をバランスよく稼働さ

せるための中ロットを先読みできるようになったことである。従来のように、とりあ

えず受注できた加⼯を⼿掛けていた状態では、個々の顧客の動向を捉えることはでき

ず、結果としてその場その場の受注に対応せざるを得なくなった。しかし、特定の顧

客に絞り込むことによって、全ての機械を稼働させるようにバランスよく中ロットの

受注を計画することができるようになったのである。 
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しかしながら、特定顧客に絞り込むことによるデメリットもあった。それは顧客の

動向に左右されてしまうという側⾯である。とりわけ半導体業界は、需給のサイクル

が⼤きく変化する。実際、2000 年頃に起きた IT バブルの崩壊とともに、半導体業界

の顧客からの発注はめっきりと減ってしまった。 

 

(3) ⼩ロット受注の加⼯の括り出し 

他⽅で、半導体業界の顧客を対象にして中ロットの⽣産ラインを計画していく中で、

⼭本⽒が気づいていたことがある。それは、中ロットの⽣産ラインを計画するときに

は、類似した加⼯を集めればよいということであった。 

 
（⼭本⽒）駆動部分という機能パーツというのは基本的に、形状はやっぱ違
うよ。でも、作り⽅は⼤体⼀緒。だから、汎⽤きくねん。駆動部分というの
は、例えばシリンダーとかピストンとか、⼤体多少そりゃ違うよ、ちょっと
ずつ。でも、基本的な構造は⼀緒でしょ。だから、作るノウハウは⼀緒なん
ですよ。だから、横展開しようと思った。おんなじ形状そろえたれと。（2010

年 11 ⽉ 10 ⽇インタビューより） 

 

それは半導体製造装置部品に限らず、もともと受注していた建設機械部品や農機具

部品にも当てはまるものであった。例えば、それまでは同じ⽣産ラインに流していな

かった建設機械や農機具部品でも、シリンダーやピストンなどの駆動部分（機能パー

ツ）の基本的な構造は同形であるため、同じ加⼯技術を使って⽣産することができる。

そうであれば、顧客ではなく類似した加⼯ごとに同じ⽣産ラインを利⽤できるはずだ

と考えたのである。 

⼭本⾦属のグループ全体を⾒渡せば、⼩規模な⼯場で対応可能な⼩ロットの受注が

たくさん存在していた。そこで⼭本⽒は、⼭本⾦属グループの中でも類似した形状の

加⼯を集約することによって、⼩ロットの受注（100 個以下／⽉）を中ロット化し、

まとめて⼋尾⼯場で引き受けることとした。同様の加⼯で対応できるような仕事が複

数の⼩規模⼯場で担われていた、それまでの⽣産体制に対し、それを⼋尾⼯場でまと

めて加⼯することで、⼭本⾦属グループ全体の効率化に寄与することになった。 
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このように多様な顧客からの⼩ロットの受注を束ねて中ロット化すれば、機械稼働

率を落とすこともない。さらに、特定の顧客に頼るということがなくなることで、顧

客の動向に左右されるリスクを軽減できる。確かに、特定の顧客に絞るということは、

その顧客が必要となる加⼯を先読みできるというメリットがあった。しかし、類似し

た加⼯を括り出し、中ロットの⽣産ラインを作り出すという発想に⽴てば、特定の顧

客に絞ることによって発⽣する顧客の動向による経営の不安定化というリスクを解消

し、より安定的かつバランスのよい操業が可能になるのである。 

こうした⽣産体制を維持するには、むしろ多様な顧客の発注をうまく分散させるこ

とが必要である。しかし、このような分散化を継続的に担保することは⼀筋縄ではい

かなかった。なぜなら、各⼯場が独⾃に受注してくる加⼯は、必然的に好景気の業界

に偏ってしまうからである。そのままでは、景気の変化をまともに受けてしまい、安

定的な受注が⾒込めなくなる。顧客の都合に振り回されないために分散化しようとし

ていたはずなのに、好景気の顧客に引き寄せられていては、再び受注の偏りが発⽣し

てしまうことになりかねない。 

そこで、考えられたのが「社内シェア 20％ルール」である49。これは、いずれかの

業界からの受注量が 20％を超えないようにするという⽬安である。ただし、「社内シ

ェア 20％ルール」は、決して特定の業界からの受注を増⼤することを妨げるものでは

ない。むしろ、このルールがあるからこそ、ある業界からの受注量が増⼤した場合、

その割合を 20％以下に保つために、他の顧客からの受注を拡⼤しなければならないと

いう発想を⽣むのである。この 20％のバランスを保つために、営業は切磋琢磨して受

注を拡⼤しようとするのであった。 

それまでの⼭本⾦属は、顧客から⾔われるままの加⼯を⾏うしかなかった。そこに

は相当のコスト圧⼒も存在していた。それは、⼭本⾦属がグループ全体として抱えて

いた課題であった。ところが、⼩ロットの加⼯を括り出し中ロット化することによる

コスト削減は、顧客にとっても斬新なものであった。系列として⾃らの傘下にある企

業では、⼩ロットの加⼯を中ロット化して、より安価に加⼯できるような⽣産体制が

                                                       
49 しかも、2006 年頃からは、この⽬安が 16％程度にまで引き下げられている。現在
（2008 年）では、半導体製造装置部品は 5％、受注量が多い建設機械でも 20％に満たな
い 16％のシェアのみで、多くの業界が 10％前後のシェアとなっている。 
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整っていなかったのである50。しかし、中ロット化することで、全ての加⼯において安

価な加⼯ができるというわけではない。少しの加⼯⽅法の違いによって、汎⽤が効か

ない場合も多い。ただし、顧客が⼭本⾦属グループで括られた加⼯⽅法に合わせる発

注を⾏えば、顧客としても⼤幅なコスト削減を期待できるのである。さらに、⼭本⾦

属が中ロット化することによって安価な加⼯を実現できていることを知った顧客から、

⼭本⾦属の加⼯に合わせられるように、その⽅法を訊ねられることも多くなっていっ

た51。この経験は、これまでのいち「サプライヤー」として受動的に顧客からの発注を

受けてきた⼭本⾦属が経験したことのないものであった。 

以上のように⼋尾⼯場は独⾃の効率化のための体制を作り出すことによって、既に

滋賀⼯場から背負い込んだ負の遺産を何とか活⽤するという経営ではなくなった。事

実、滋賀⼯場で購⼊した機械の 7 割は⽼朽化したことによって、より⽣産性の⾼い汎

⽤的な機械に⼊れ替えられている。その上、機械のリースを利⽤し、より多くの機械

を使い⽣産⽣を⾼めるため、2002 年には⼯場の敷地⾯積も 500 坪から 1000 坪にまで

拡張された。⼋尾⼯場が⽴て直されたことは売上⾼からもうかがえる。当初、⽉間 1200

万（年間 2 億）円ほどだった売上は、2007 年には約 6 倍の 7000 万（9 億）円まで引

き上げられ、⼭本⾦属グループのお荷物から最も収益率が⾼い⼯場として⽣まれ変わ

っているのである。この⼋尾⼯場での功績が買われ、⼭本⽒は⼦会社である⼋尾⼯場

の⼯場⻑から、親会社である⼭本⾦属に栄転し、11 の⼩規模⼯場を含む⼭本⾦属グル

                                                       
50 下請企業であった⼭本⾦属であるが、受注の全てを特定の顧客が占めていたわけでは
なく、他の顧客からも細かな仕事を受けていた。ただし、それは現在のように⾃ら多様
な顧客に働きかけ受注を獲得するといった積極的な分散化ではなく、主要顧客からの受
注がない閑散期に機械を稼動させるために引き受けるなどの⾮積極的なものでしかなか
った。 
51 このことは、実際の加⼯に関する知識を持ったサプライヤーが⼤⼿アッセンブラーの
設計に関与する「フロントローディング」としても周知されたものである。⼭本⾦属の
場合も、⼤⼿アッセンブラーがサプライヤーの加⼯ノウハウに依存している状況は変わ
らない。しかし、フロントローディングでは、⼤⼿アッセンブラーの加⼯⽅法に合わ
せ、サプライヤーが提案するのに対し、⼭本⾦属の場合には、彼ら独⾃の加⼯⽅法に⼤
⼿アッセンブラーが合わせようとする。つまり、⼭本⾦属の場合には、どうしてもコス
トがかかってしまう⼩ロットの発注をくくり出すことによって安価に製造するという加
⼯⽅法を維持するための多様な顧客とのつながりがカギになる。このことは⼤⼿アッセ
ンブラーとの関係の意味において、従来の議論とは異なる点である。 
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ープ全体を取り仕切る⼯場⻑への就任を命じられる。2004 年のことであった。 

 

6.2  ⼭本⾦属の効率性を探求する（1990 年代−2000 年代） 

6.2.1 11 ⼯場のマネジメント 

⼋尾⼯場での功績が買われ⼭本⾦属グループ全体を取り仕切る⼯場⻑に任命され

た⼭本⽒の前には、ここでもやはり多くの問題が⼭積していた。⼭本⽒が 11 ⼯場の

マネジメントに携わることになった 2004 年当時、製造業ではより安価な海外サプラ

イヤーへの発注が進み、⽇本で⾦属加⼯業を営むサプライヤーたちは激しい価格競争

に巻き込まれていた。⼭本⾦属も例外ではなく、さらに厳しくなった顧客からのコス

ト圧⼒により、利益が最も⾼かった時の半分以下にまで落ちていた。しかし、⼋尾⼯

場では量産体制を築くことによって切り抜けてきた⼭本⽒を最も悩ませたのは、11 の

⼯場が⼩規模なため量産に向かないことであった。 

 
（⼭本⽒）まず思うたんが、ふりやなって思ったんが、この点在した⼯場。
この点在した⼯場に、おんなじ加⼯でおんなじ流し⽅ね。ここがようは⼀つ
のコストをあげてる要因やなって思った。だって、⼯場間の物流ロス。この
ロスとだから、稼動率、俺が⼋尾⼯場を改善してきたから、機械の稼働率っ
て⼋尾のイメージあるやん。それと⾒たら、なんでこんな機械とまってんね
ん。そりゃ、⼀個あたりの原価たかなるやろって。⼈はあっちいったり、も
のもって運んだりしてる。（2010 年 11 ⽉ 10 ⽇インタビューより） 

 

⽐較的規模の⼤きな⼋尾⼯場では、加⼯を括り出して中ロット化することで効率的

な⽣産体制を追求することができた。これに対して、11 ⼯場はあまりにも⼩規模であ

った。また、量産に向いた加⼯は既に⼋尾⼯場に集中させていたことからも、11 ⼯場

には⼋尾⼯場とは異なった役割を与えていかなければならなかった。まさに、⾃らの

功績のある意味でのしわ寄せがそこに⽣じていた。 

もっとも、11 ⼯場に何も資源がなかったわけではない。11 ⼯場には⼋尾⼯場に⽐

べ、⾼い技術⼒を有する従業員が配属されていた。基礎的な加⼯技術を括ることは⼋
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尾⼯場の技術者でも可能であったが、特殊な加⼯を必要とする受注に対応することは

⼋尾⼯場では出来なかったことである。また、⼋尾⼯場のように量産に向いた⼤規模

なスペースはなかったが、11 ⼯場はそれぞれが空間的ないし時間的に独⽴している。

これもまた⼀つの「個性」ではある。⼋尾⼯場が持っていなかった⾼度な技術⼒を使

い、「⼩規模」という⼯場の空間的ないし時間的特性を⽣かしたマネジメントはできな

いだろうか。 

 
（⼭本⽒）まずはそれぞれの⼯場に特⾊を出す。まず、⼭本⾦属がこれまで
やってきた仕事のようは内容と中⾝やね。ようは業種。半導体とか⼆輪のバ
イクとか、こっちも建機もやってたし、産業部品とかある、それはようは⼤
体その⼯場にあうグループに分けてあげてん。このＡという、⻑岡は半導体
に特化しようか、⻑岡の第三は建機に特化しようかとこうやっていった。
（2010 年 11 ⽉ 10 ⽇インタビューより） 

 

そのように考えてマネジメントを⾏った⼯場の⼀つが、⻑岡⼯場であった。1994 年

に設⽴された⻑岡第⼀⼯場は、2004 年頃に⾼まった半導体の需要に伴い、⼭本⾦属の

製品群の中でも最も受注量が多くなっていた半導体製造装置部品に特化していた。と

ころが、⼋尾⼯場が半導体製造装置部品の量産加⼯を始めたことに加え、ここでもま

た半導体の需要減少のあおりを受け、半導体製造装置に特化していた⻑岡第⼀⼯場は

機械が停⽌する状態が度々⽣じていた。 

そこで⼭本⽒は、⻑岡第⼀⼯場に、⼭本⾦属グループ全体のステンレス製の半導体

製造装置部品を集約させた。これは「括り出す」という意味においては、⼋尾⼯場と

同じ発想であるが、⼋尾⼯場が同じ加⼯で括りだした⼀⽅で、⻑岡第⼀⼯場はステン

レスという素材で括り出したものである52。この素材による括り出しは⼤規模な⼋尾

⼯場よりも、むしろ⼩さな規模の⻑岡⼯場のほうが向いていた。まず、同じ素材であ

れば、加⼯の際に使⽤する治具や刃物も限定することになるため、⼤きなスペースが

必要とはならなかったことである。次に、そもそも複数の⼯場で扱っていた半導体製

                                                       
52 もともと量が少なかったステンレス以外の材料（鉄など）を使った半導体製造装置部
品は、第四章で登場する本社⼯場が引き受けることとなった。 
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造装置部品のステンレス加⼯を⼀箇所にまとめると、⼩規模の⼯場が扱う仕事量とし

てちょうどよかった。 

そして、より重要なポイントとしては、ステンレスは他の素材を加⼯する⼯場とス

ペース的に分けることが必要であったということである。というのも、当時の⼭本⾦

属では、そもそも腐⾷しないことが⻑所であるステンレスが、なぜか腐⾷してしまう

という事態が⽣じていた。⽣産⼯程にも不備は⾒られず、⽣産管理もきちんと⾏って

いた⼭本⽒に思い当たることと⾔えば、同じ⼯場でステンレス以外にも複数の材料を

扱っていたことであった。 

 

（⼭本⽒）あそこは、ステンレスしかしないよ。あそこはステンレスしか
しないようにしてあるから、あそこはステンレスの加⼯がもっともうま
いこと⾏く、⼯具が刃物がいい、そういう油とかを使ってんねん。他のと
こでは使えない。他の油と混ざっては、⾮常に腐⾷したりするから。他の
とこは、鉄流したりステンレス流したりと、いろんなん流しますよ。形状
は似たようなものを流しても。でも、そこは半導体の、必要なものに特化
させてるから。あそこはステンレスの加⼯に強い。その代わり、鉄はでき
ない。ステンレスの半導体は全部あそこに集めてる。（2010 年 10 ⽉ 11 ⽇

インタビューより） 
 

鉄や鋼といった材料を削る際には、どうしても空気中に鉄粉が舞い、切削油に混じ

ったり、ステンレスに付着したりしてしまう。腐⾷の原因はそこにあった。つまり、

鉄粉がステンレスに付着することで、ステンレス⾃体ではなくその付着した部分が腐

⾷してしまうという事態を引き起こしていたのである。ステンレス加⼯⽤の切削油を

使うなど、どれほど注意深く扱ったとしても、実際それまでは、同じ⼯場で複数の材

料を加⼯していたために空気中に舞う鉄粉や切削油に混じる鉄粉を排除することはで

きず、腐⾷の可能性をゼロにすることは不可能であった。ステンレス加⼯に特化する

ことによって地理的に隔離された⼩さな⼯場は、物質的にその可能性を未然に防ぐこ

とができたのである。 

⼩規模な⼯場の空間的属性を活⽤した⻑岡第⼀⼯場に対して、時間的属性を活⽤し

たのが 2007 年に設⽴された⻑岡第三⼯場である。半導体製造装置部品をはじめとし
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たステンレス加⼯に特化させた⻑岡第⼀⼯場に対して、⻑岡第三⼯場では中途半端に

なってしまう半導体製造装置部品の取り扱いを思い切って⽌め、今度は別の⼯場が担

当していた油圧部品を⼀⼿に引き受けることにした。つまり、⻑岡第三⼯場は、ほぼ

それまでの仕事とは関係のない、新⽣⼯場として作り変えられたのである。油圧部品

もまた、⻑岡⼯場のような⼩規模な⼯場におあつらえ向きの加⼯であった。まず油圧

部品は、他の加⼯部品に対して、ほとんど形状が変わらないという特徴があった。そ

れゆえ、油圧部品に加⼯を絞り込んでしまえば、技術者が⼀⼈でも扱えるような簡単

な⽣産ラインを設計することができる。結果、従来は 3 ⼈で加⼯を分担していたとこ

ろを、その半分の 1.5 ⼈まで減らすことが可能となり、⼤幅なコスト削減をもたらし

た。 

そして、油圧部品のより特徴的なポイントとしては、そもそも油圧部品は他の部品

に⽐べて消耗の少ない（それゆえ、発注スパンは⻑い）部材であったことであった。

他⽅で、メンテナンスのタイミングの際にはまとめて交換されるという特性を持つ。

従って、油圧部品の加⼯は、他の部品加⼯とは異なった⽣産スケジュールになり、い

ったん加⼯に⼊ると⽐較的ボリュームが⼤きいため、他の加⼯ができなくなるという

デメリットがあった。そのため、油圧部品の仕事は⼯場間でたらいまわしにされ、あ

ちらこちらの⼯場がその時に応じて対処していた厄介者でさえあった53。しかし、こ

の複数の⼯場が扱っていた油圧部品の仕事も、発注スパンに絞って⼀つの⼩規模の⼯

場で取りまとめてしまえば、それだけを担当する専⽤⼯場として成⽴するのである。

そうすることによって、他の⼯場は通常の加⼯に集中することができることは⾔うま

でもない。 

 

6.2.2 ⼩規模を活かした⼯場の専⾨化 

以上のように、⻑岡第⼀、第三⼯場はともに⼋尾⼯場とは異なった、⼩規模な⼯場

特有の空間的、時間的属性に基づきながら⽣産体制が構築された。それぞれの状況に

合わせた効率化ということもできるかもしれない。しかしながら、ここで重要なのは、

                                                       
53 11 ⼯場が同じ機械を使い、同じ加⼯を⾏っていた以前の形態では、発注スパンが⻑い
油圧部品はその他の受注加⼯を妨げるものでしかなかった。 
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各⼯場の得意分野を絞り込んでいくことによって、顧客との接⾯が変化し、顧客と有

利な取引を結ぶことにつながるという変化が表れ始めたことである。これはすでに⼋

尾⼯場においても経験してきたことであった。⼋尾⼯場では、⼩ロットの発注を中ロ

ット化させることによって、系列傘下の⼦会社では実現できなかった安価な加⼯を顧

客に提供し、そのことが顧客から加⼯⽅法を尋ねてくるという態度の変化をもたらし

ていた。この変化は、もはや顧客からの圧⼒に対してサプライヤーが何とかコスト削

減をしようとする、いわゆる「効率化」という発想で捉えきれるものではない。こう

した変化が⻑岡⼯場にも⾒られ出したのである。 

まず、⻑岡第⼀⼯場では、空間的に隔離された⼩規模⼯場を利⽤することで、ステ

ンレス加⼯の腐⾷問題を解決した。その結果、年に数件あった顧客からの腐⾷のクレ

ームが全くなくなった。全く腐⾷しないステンレス加⼯ができるようになった⼭本⾦

属は顧客からの信頼を得て、さらに多くの発注を受けるようになっていく。さらに、

そのようにしてより多くのステンレス加⼯をこなすことで、もともと加⼯が難しいと

⾔われるステンレスの性質や加⼯⽅法の技術ノウハウが蓄積され、ステンレス加⼯の

精度を⾶躍的に伸ばしていった。全く腐⾷することなく⾼い精度でステンレス加⼯を

できるようになった⼭本⾦属のもとには、⾼い精度を求められる医療器具の受注まで

もが舞い込むようになっている。⻑岡第⼀⼯場は今やステンレス製の半導体製造装置

部品を扱うだけでなく、蓄積した加⼯ノウハウを使ってより⾼い精度の加⼯を⾏うこ

とによって、業界にとらわれることなくステンレス加⼯を引き受ける⼯場になったの

である。 

また、⻑岡第三⼯場においても、コスト削減という部分で顧客をひきつけつつ、そ

こから顧客が抱える課題を引き出し、加⼯技術の蓄積によって顧客に対してアドバイ

スができるようになっていた。というのも、油圧部品はボリュームが多く、加⼯が簡

単であるという特性ゆえに、顧客からのコスト圧⼒は⾮常に強い。しかし、その発注

スパンの⻑さ故に油圧部品を⼀ヶ所に集めることで、⻑岡第三⼯場では、より油圧部

品の加⼯に最適な加⼯技術を磨くことができた。その結果もたらされた⼤幅なコスト

削減は、顧客にとって⾮常に魅⼒的であり、それまでは各⼯場で⽑嫌いされていた油

圧部品も重要な受注の⼀つとなった。さらに、現在では油圧部品の設計段階にまで介

⼊し、実際に油圧部品を削っているからこそ蓄積できる加⼯ノウハウを⽤いて、加⼯

のどの部分でコストがかかっているか、どうしたら刃物の消耗が押さえられるのか、
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どういう形状にしたらさらに加⼯⼯程を簡易化できるのか、といったコスト削減から

その形状に⾄るまでの幅広いアドバイスを⾏うようになった。 

 

6.2.3 脱系列の難しさ 

さて、⻑岡第⼆⼯場がまだ登場していない。これまで検討してきたように、⼋尾⼯

場が同じ加⼯で括ることができる部品に絞りこみ、⻑岡第⼀⼯場や第三⼯場のように

加⼯する素材を絞り込むことによって各⼯場の専⾨化を進めていくと、必ずその業務

からあぶれ出した受注が⽣じることになる。しかし、あぶれ出した受注を断るわけに

はいかない。なぜならば、あぶれ出した受注を断っていては、顧客の多様性を維持で

きなくなってしまうからである。顧客の多様性は、特定の顧客に対する依存から脱却

しながら、さらには同じ加⼯を括り出すことによってコスト削減をはかってきた⼋尾

⼯場にとってはどうしても必要な条件であった。⼋尾⼯場は 11 ⼯場から仕事を引き

継いでいたこともあり、それは⼭本⾦属グループ全体として考えなければならないこ

とでもあった。つまり、専⾨化は独⾃の⽣産体制を構築するために重要な反⾯、特定

の仕事以外引き受けられなくなり顧客が固定化しやすくなるという諸刃の剣でもあっ

たのである。多様な受注から類似した加⼯を括りだすために、社内 20％ルールを採り

⼊れ、受注そのものに⼗分な分散が保つようにした。しかし、各⼯場の専⾨化が進め

ば進むほど、とりわけ⼋尾⼯場にとっては、括り出しを可能とする受注が不⾜すると

いうことになりかねない。では、あぶれ出した受注をどうするのか。そこで、そうし

た受注に対応する役割を与えられたのが、⻑岡第⼆⼯場なのである。 

もともと⻑岡第⼆⼯場は、⻑岡第⼀⼯場と第三⼯場の間にあった倉庫であった。つ

まり、物流のバッファーの倉庫としての位置づけが与えられていたのである。ところ

が、⻑岡第⼀⼯場と第三⼯場の専⾨化が進めば、抱える在庫も少なくなり、倉庫それ

⾃体が必要なくなる。⻑岡第⼆⼯場の位置づけが変化したのは、ある営業が持ち込ん

だ、特定の部品の受注が急増しそうだという情報であった。そのため、今度は、その

倉庫に⽣産バッファーとしての位置づけが与えられ、2008 年 5 ⽉に改装されて、⽂字

通り第⼆「⼯場」となった。 

しかし、実際には予想されたほどの受注を得ることはできなかった。というのも、

⽶国発の⾦融危機に伴う景気後退によるあおりを受けて、顧客が当初予定していた発
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注を途中で取りやめてしまったのである。ここでもまた、特定の顧客に依存すること

のリスクが前景化してしまった。⼭本⽒は再び、この⻑岡第⼆⼯場の役割を考え直さ

なければならなかった。しかし、⽣産バッファーとしての位置づけは、保持されなけ

ればならなかった。なぜなら、各⼯場を専⾨化させたがゆえに引き受けられなくなっ

た加⼯を、引き受ける⼯場が必要であったためである。もともと⻑岡第⼆⼯場が必要

となった理由も、急増するはずの発注に対応するためであった。しかし、その発注は

特定の顧客からのものであったため、顧客の都合に左右されてしまうことになった。

そこには、もともとそうした特定顧客への依存によるリスクを払拭するために、多様

な受注を必要としてきた⼀⽅で、各⼯場の専⾨化を通じて、必然的にこれまでのよう

な多様な受注があぶれてしまうというジレンマを抱えていたのである。ならば、どう

してもあぶれてくるそうした⼩ロットの加⼯を集約させる⼯場として、⻑岡第⼆⼯場

を位置づければよい。⻑岡第⼆⼯場は、以前とは異なった意味合いを持つバッファー

⼯場になったのである。 

 

（⼭本⽒）それはもう、（⼯場の位置づけやレイアウトは）いじりたおし

てますよ。だって、今年（2010 年）の夏もいじってますよ。そら、お客

さんのニーズが代わってるから。機械がかわるってこともまぁ、あるやろ

な。他は、数が変わる。当時に⽐べて、もっと数が減ってきた。１ロット、

１バッジの数が。そうなってくると、この流し⽅でも不備出てくるねん。

この流し⽅も変える。・・・（中略）・・・設備いれたら、設備の⼤きさ、

スペックによって、置かれへんという問題も出てくるから、またいらわな

あかんということになるでしょ。⼤まかな流れはもう変えない。もう変え

ないというか、今は変えないという⾔い⽅にしようかな。世の中が変わっ

たら、ものの流れと作り⽅が代わったら、俺はもう設備ありきで仕事とら

ないよって、ニーズありきで仕事しますと。だから、ニーズが代わったら、

このレイアウトを１００％変えたっていいと思ってるねん。（2010 年 10

⽉ 11 ⽇インタビューより） 

 

このように、⼋尾⼯場の建て直しからはじまり、11 ⼯場にも新たな位置づけを与え

なおしていくことによって、現在のような独⾃の⽣産体制が構築されてきた。類似し



100 
 

た加⼯による括り出しによって、安定的な量産体制を⽣み出す⼋尾⼯場。それぞれの

空間的、時間的属性を⽣かして専⾨化していく 11 ⼯場54。さらには、専⾨化を追求し

ていくことによってあぶれ出す受注を引き受け、多様な受注を担保するバッファーと

しての役割を果たす⻑岡第⼆⼯場も⽤意した。それはすべて多様な顧客からの受注を

保持することを⽬的としている。また、顧客の多様性を保持し、こうした独⾃の⽣産

体制を取ることで招く重要なポイントは、既存の系列関係にある加⼯業者では叶わな

い多様な加⼯ノウハウが蓄積されたことである。なぜならば、そうした加⼯ノウハウ

を⽤いて、加⼯ごとの括り出しを⾏う⼋尾⼯場においても、特殊な加⼯に専⾨化する

11 ⼯場においても、顧客からの問いかけや、逆に顧客に対して積極的な提案を⾏うと

いった変化を⽣むことにつながったからである。このことは、今後の⼭本⾦属の戦略

を展開する上でより重要な位置づけにあった。 

 

6.3  加⼯の計測を始める（2007 年頃より） 

6.3.1 加⼯データの収集に向けて 

かつては、各⼯場が⽣産ラインや⽣産スケジュールに合わない受注でも無理やりこ

なしていたため、⽪⾁なことにあぶれてしまう受注は発⽣していなかった。しかし、

各⼯場に限定的な役割を付与していくことで、⻑岡第⼆⼯場のようなバッファー⼯場

が必要となった。⼭本⾦属グループ全体の効率化を図るには、こうした⼯場も重要な

役割を果たす。しかし、グループ全体の効率化をより促進していこうとするのであれ

ば、ただ単にあぶれてきた受注を受けるバッファー⼯場を作ればよいというものでは

ない。そこで必要となるのは、加⼯毎に⽣産ラインを設計したり、あるいはより専⾨

化する⼯場の体制を作り出し、独⾃の⽣産体制を発展させていくことである。こうし

た課題は、これまで⼭本⽒個⼈にゆだねられてきた。 

そこで、独⾃の⽣産体制を継続的に発展させていくための組織戦略として、⼭本⽒

が新たな役割を与えたのが本社⼯場であった。本社⼯場は、⼋尾⼯場についで規模の

                                                       
54 専⾨化は全ての⼯場に対して⾏われたが、本ケースでは例として、⻑岡第⼀⼯場、第
三⼯場を取り上げた。 
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⼤きな⼯場であった。そのため、設備を整えることによって⼋尾⼯場と同じような⽣

産体制を⽬指す道もあったはずである。しかし、本社⼯場ではその規模を活かして、

類似した加⼯の括り出しや専⾨化したがゆえに発⽣していた課題に取り組むことにし

た。継続的に多様な顧客から受注し、独⾃の⽣産体制を維持するには、あぶれてきた

受注の⾏き先などの課題解決に組織的に取り組む機能を持った⼯場が必要であったの

である。 

さらに、本社⼯場では発⽣した課題を解決するだけでなく、課題の発⽣を未然に防

ぐために各⼯場で⾏われる加⼯をサポートする。その役⽬を担うのが、2007 年に本社

⼯場内に新たに設⽴された、「ツールセンター」である。 

 

（⼭本⽒）ほんで、今もっと加速させたいのが、本社をうちの⼯場群のハ
ブ⼯場にしようということで、そのツールセンターというものを作って、
そこでノウハウのデータベースの蓄積を徹底的にしないと。（2010 年 11

⽉ 10 ⽇インタビューより） 

 

ツールセンターでは、実際の⽣産⼯程に⼊るまでの準備⼯程を「パッケージ化」し、

各⼯場に提供する。つまり、ここで⾔う「パッケージ化」とは、それまでは各⼯場で

⾏われていた刃物や消耗品⼯具の選定など、実際の⽣産⼯程に⼊るまでの準備⼯程を

⼀括して引き受け、各⼯場がパッケージ化された準備⼯程を使い、すぐに⽣産に取り

掛かれる状況を作り出すことである。そこでは、あぶれてきた受注の中でも、⾼度な

技術を必要とするがゆえにあぶれてきた受注など、バッファー⼯場が担当できないよ

うな受注を⼀⼿に引き受けることで、⽣産⼯程における汎⽤性の⾼い部分を探索し蓄

積する。それにより、様々な加⼯上に⽣じる問題の解決など、オペレーション上に無

制限に存在する改善可能性を⾒出し、「パッケージ化」を提供することで各⼯場のスム

ーズな⽣産体制を作り出す。例えば、ボルトとスパナの置く位置を変えるだけでも、

⽣産効率が向上する場合もある。急な仕事が舞い込んできても、準備⼯程がパッケー

ジ化されていれば、より早く⽣産に取り掛かることができる。ツールセンターを設け

ることで、各⼯場が通常の業務をこなしながらでは対応できない、こうしたきめ細や

かなサポート体制を整えることが可能となった。 
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（⼭本⽒）⼀つのツールセンター、開発センターで、⼈材教育を請け負って
やるでしょ。そうなると各⼯場にものづくりに特化する能⼒と、ラインレイ
アウトと、時間、環境を作っていく。（2010 年 11 ⽉ 10 ⽇インタビューより） 

 

しかし、これだけ多様な機械や部品を扱っていれば、当然パッケージ化できない部

分もある。それが 10 名の技術者がそれぞれマシニングセンタ55を⼀台ずつ使いながら

仕事を⾏う、⼭本⾦属⼯業株式会社（以下「⼭本⾦属⼯業」）である。 
 

（⼭本⽒）今度はレイアウトの要因の中に、その設備って⾔うのがあんねん
な。設備と加⼯可能範囲っていう。だって、本社基本的にＮＣ旋盤。マシニ
ングセンタは本社⼯場においてない。あのね、マシニングはね、難しい仕事
をしようとすればするほど、治具を作らないとあかんのよ。加⼯治具。ＮＣ
旋盤には治具はいらない。それがもうノウハウなんですよ。治具作りっての
が。でも、うちのマシニング、今おるけども、⾊んな業界のいろんな製品、
⾊んな形状をそれぞれが得意としてんねん。みんながみんな⼀様じゃないね
ん。最近は、個⼈主やから、それぞれの得意分野があるねん。同じマシニン
グの加⼯、同じ治具製作でも。それ分散するよりも、⼀箇所に集めると、同
じ知恵がいっぱい出てくる。聞けるわけ。（本社⼯場では担当できない。なぜ
ならば、）⼀個だけで浮いてまうから。みんなマシニングの技量がないから。
（2010 年 11 ⽉ 10 ⽇インタビューより） 

 

⼭本⾦属⼯業だけに設置されている 10 台のマシニングセンタは NC 旋盤などに⽐

べ、複雑な加⼯を可能にするため独特のノウハウを必要とする。そのため、他の⼯場

のように複数の機械を⼀⼈が担当するという⽣産ラインを設計することは不可能であ

り、「パッケージ化」は通⽤しない。⼭本⾦属⼯業には「パッケージ化」によるスムー

ズな⽣産体制の設計よりも、10 名の技術者がマシニングセンタを使い、異なる顧客か

                                                       
55 マシニングセンタとは、⾃動に⼯具を交換する機能をもち、⽬的に合わせてフライス
加⼯・中ぐり加⼯・ねじ⽴てなどの異種の複数の加⼯を 1 台で⾏うことができる⼯作機
械である。 
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らの⾮常に⾼度な技術を必要とする受注を担当することで、それぞれが得意の分野を

確⽴する、という俗⼈的なスキルの開発が求められているのである。この 10 名の技

術者は定期的に⼊れ替えられる。⼭本⾦属⼯業で⾼い技術⼒を⾝に付けた匠が各⼯場

に再び配置されることによって、⼭本⾦属グループ全体の技術⼒向上につながってい

るのである。 

 

6.3.2 加⼯データを利⽤した顧客の取り込み 

⼭本⽒が本社⼯場に与えた役割は、各⼯場をサポートし、効率的な加⼯⽅法のパッ

ケージ化を担わせるものでもあった。それは、⾃社内での効率化を⽬指した組織戦略

であり、顧客に働きかけるというものではない。しかし、新たなパッケージ化を考案

するためには、より顧客に積極的に働きかけていく必要があった。というのも、こう

したパッケージ化を新たに作り出していくためには、顧客の課題の塊でもある試作の

依頼をより多く引き受け、その課題となる部分を模索し、実際の⽣産に⼊る前にそう

した課題を取り除いていくことが重要だったのである56。 

そこで、⼭本⽒が「現場を知っている我々だからこそ、提案できることがある」と

いう発想のもとに、11 ⼯場の近隣に設⽴したのが 2 つの技術開発センター（1 号館、

2 号館）であった。1 号館は 2006 年に設⽴され、主に研究加⼯のデータの蓄積を⾏う。

その 2 年後に設⽴された 2 号館では、実際にモノ（試作）を製作する。加⼯の試作や

研究開発を集中的に⾏うことで顧客に提案できる材料を揃えつつ、材料の選定や設計

変更、納期短縮によるコストの低減など、彼らが抱える課題が模索されていた。  

こうした提案型の技術開発センターが設⽴された理由は、第⼀に、各⼯場が操業し

ながら顧客からの相談に乗ることは困難であり、またその⼯場単体で獲得できる情報

                                                       
56 試作の依頼はこれまでも全くなかったわけではない。しかし、従来までは既存の⽣産
ラインの操業と平⾏して⾏われていた。そのため、それまでは試作を⾏うためだけに、
そこで⽣産されていた部品を別のラインに移す必要さえあった。すぐにラインを空ける
ことが不可能な場合は、試作は保留となり試作のリードタイムは遅くなる。さらに、毎
回異なるラインで⾏うため、試作の段取りも毎回⾏わなくてはならないなど、時間的ロ
スも⾮常に⾼く、試作を⾏うことによって実際の⽣産オペレーションに害を及ぼしてい
た。 
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の範囲でしか顧客を取り込めなかったこと。第⼆に、⼭本⾦属の加⼯技術を顧客がし

っかり理解できるような仕組みを作る必要があること。第三に、これらの延⻑線上に

は、⼤企業の研究開発の⼀部を担うことさえ⽬指していること、があげられる。つま

り、技術開発センターはこのように顧客に積極的に働きかけ、彼らを取り込んでいく

ための事業戦略を本格化していくために必要なのである。 

 
（⼭本⽒）５年前ぐらいから、ものづくりのやっぱり、顧客ニーズにあわせ
たものの作り⽅にかえていこうやということを前⾯に押し⽴てて、ようは事
業戦略ねりなおしたでしょ。となってくると、顧客ニーズということは、お
客様の困っている課題に答えていこうということなんよ。となってくると、
当然試作は増えるよね。増えてくるというのを前提にして、こんなものの作
り⽅と試作のはめかたしとったら、タイムリーにそのニーズにこたえれる？
そんなやったら、そういう試作の専⾨の部署、試作専⾨の⼯場を早急に作っ
たほうが効率いいと思ったわけ。（2010 年 10 ⽉ 11 ⽇インタビューより） 

 

順に⾒ていくと、第⼀に、顧客からの相談を受けるために、加⼯に関するありとあ

らゆる情報を⼀極集中することである。これまで検討してきたように、⼭本⾦属が独

⾃の⽣産体制を構築し専⾨性を⾼めていくことによって、⼋尾⼯場や⻑岡⼯場などで

⾒られたように、顧客から⼭本⾦属に加⼯⽅法の相談をしにくるケースが急激に増加

した。しかし、各⼯場が操業を⾏いながら試作を⾏ったり、顧客の相談に⼗分な時間

を取ることは困難であり、そうした案件に対応する専⽤の「データセンター」を作ろ

うというわけである。また、そこでは、試作から得る研究加⼯のデータだけでなく、

各⼯場で⾏われた実際の加⼯の情報が全て集約されている。そのために、各⼯場が⾃

らの⼯場で得る情報だけに頼った提案を顧客に対して⾏う場合に⽐べ、⼭本⾦属グル

ープ全体として可能な提案を⾏うため提案の幅は劇的に広がる。こうした「データセ

ンター」において集中的に情報を蓄積するという構想は、当然ながら本社⼯場のツー

ルセンターにおいて「パッケージ化」を⾏うために様々な情報を蓄積するようになっ

たことと関係している。 

第⼆に、たとえ⼭本⾦属が有する加⼯技術がどれほど優れていたものであったとし

ても、顧客の全てがこの技術を理解できるものではない。例えば、⼭本⾦属に加⼯技
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術の相談を持ちかける顧客の多くは、製品開発を専⾨とする⼤⼿アッセンブラーの研

究所が多い。そもそも⼤⼿アッセンブラーの技術者の⼤半は、⼯作機械を操る CAD の

技術は有するが実際には削った経験がない。しかし、彼らはまた CAD の技術や情報

だけでは、思い通りに実際の⽣産が⾏えないことを承知している。同じ技術開発でも、

研究加⼯のような純粋な技術の開発と実際の⽣産という意味でのモノづくりに必要な

技術の開発には、全く異なる技術者の能⼒が求められるのである。さらには、実際に

モノづくりを⾏おうとしたとしても、決して最先端とは⾔えない旧型の設備しか有し

ていない⼤⼿アッセンブラーでは、時代遅れの加⼯技術しか組み込むことができない

のであった。これに対して、技術開発センター1 号館では、実際の加⼯段階でのデー

タを顧客に対して提供することによって、試作を含んだ設計段階から顧客を取り込む

ことを可能とする。さらに、技術開発センター2 号館では、実際にモノとして削って

提⽰する「モデリング」が⾏われることで、データとは別の形で試作段階から介⼊す

ることができる。実際に「モデリング」の依頼も、データの依頼と同様に、その件数

は増加している。データを顧客に売るだけでなく、データを利⽤して試作することで、

⼭本⾦属の技術を⽬に⾒える形でより明確に顧客に売り込むことができる。 

 
（⼭本⽒）求められる能⼒が違うから（技術開発センターを２つに分けてい
る）。難しいものを削って作って形にしてお客さんに満⾜してもらえる仕事
と、こうやっていろんな研究のデータをとって喜んでもらえる仕事というの
は、求められるアウトプットが違うよね。こっちは難しいものを削れとは⾔
われてないよ。こっちはとことん削りのデータがほしいという評価やから。
こっちは、形にしてくれというものやから。別の能⼒がいるねん。（2010 年

10 ⽉ 11 ⽇インタビューより） 

 

そして、第三に、顧客の研究開発の⼀部を担うことさえ、この延⻑線上には考えら

れている。実際、⼭本⾦属に対して顧客が委託する研究開発費の総額は今や⽉ 2000 万

円にのぼる。つまり、顧客にとっても、⾃社だけで研究開発を⾏うのではなく、研究

開発の⼀部を⼭本⾦属に委託することによるメリットが⼤きくなっているのである。 

 
（インタビュアー）技術開発センターというのは、複数のラインにすると相
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互のいいところができるということだと思いますけど、技術開発センターと
いうは素材であったり、⼯作機械であったり、川下の間でのコンビネーショ
ンじゃなくて、川上に技術開発に⾷い込んでいくという。そうした多様なお
客さんの技術をプールするため？ 

（⼭本⽒）そういう意味もこめてます。（2010 年 11 ⽉ 17 ⽇インタビューよ

り） 

 

 メリットの⼀つには、⼭本⾦属が多様な顧客の試作を引き受けることによって得ら

れるシナジー効果が挙げられる。例えば、インコネル 718 という耐熱合⾦やチタン合

⾦などは、その材料の特質から⾮常に⾼価であるため、⾃らの試作開発のためだけに

購⼊することはなかなか難しい。しかし、複数の顧客からその材料を使った試作を請

け負うことで、⼀社の研究開発費に頼ることなく、⼭本⾦属は効率的に顧客が望む試

作を⾏うことができる。 

次に、⼭本⾦属が蓄積する多様な素材を使った試作データの中から、その加⼯によ

り適した素材のデータを得られることも顧客にとってはメリットである。例えば、試

作を依頼したチタン合⾦が量産加⼯に適していなかった場合、過去のデータに基づき

ながらチタンに替わる素材を顧客に提案することもできる。さらに重要なのは、⼭本

⾦属の試作は、量産する時の加⼯データやアドバイスも⼀緒に得られるということで

ある。これは⼭本⾦属が実際に様々な顧客の仕事を受注し、様々な加⼯に携わってい

ることによって可能な情報である。このように⼭本⾦属が研究開発の⼀部を担うよう

になれば、顧客はもはや⼭本⾦属に頼らなくては加⼯⽅法が分からなくなる。⾃社の

効率的な⽣産体制に加え、その効率性を利⽤し、蓄積したデータを技術開発センター

で加⼯し販売する。この仕組みを⼭本は、ソリューション・ビシネスと呼ぶ。このソ

リューション・ビジネスによって、顧客が⼭本⾦属に依存せざるを得ない体制を確実

なものとさせている。 

 

6.3.3 加⼯データを活⽤した差別化と⼈材育成 

このように、⼭本が⼯場⻑として⾏ってきたマネジメントは独⾃の⽣産体制を築く

ことによって、より積極的な戦略の展開を可能にしていくものであった。本社⼯場で
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は、ツールセンターを⽤いて、⼭本⾦属独⾃の⽣産体制を継続的に確⽴するための組

織戦略を⽴て、技術開発センターにおいては顧客を取り込むべく事業戦略を展開して

きた。この⼆つの戦略を基盤にしつつ、ライバル他社に対する競争戦略もまた、改め

られることになる。 

このことが如実に表れているのが、⼭本の新たな顧客を獲得する時の戦略であり、

これはライバル企業との戦い⽅に根ざしている。具体的には、⼭本は新たな顧客を獲

得しようとする際に、まず、国際競争⼒が⾼く、収益率が⾼い業界から選んでいくと

いう。こうした業界に参⼊し、新たな顧客を獲得することができればこれほどの市場

はない。また、そうした業界では顧客とサプライヤーのつながりが強く、とりわけ特

定顧客に対する関係特殊的な技能が蓄積されているが故に、そうした技術は模倣が困

難でもあるはずである。収益率が⾼いのには、それなりの理由があるはずである。 

 
（⼭本⽒）暗黙のルール、暗黙のものづくりのルールがあって、ある種特定
の企業にしかものが作れないという⾵になっている業界。そこはね、完全に
（サプライヤーが）あぐらかいてるから。ものづくりはきちっとできている。
くやしいけど、きちっとできている。だけど、サービスという⾯で、例えば、
基本的に⾔うとＱＤＣ。そこのようはサービスが基本的にずさん。んで、絶
えずやっぱり加⼯しているサプライヤー有利になっているから。そういうの
があるんですよ。（2010 年 11 ⽉ 17 ⽇インタビューより） 

 

この点に対して⼭本⽒は否定しない。⼭本⾦属が独⾃に築いてきた技術⼒に⾃信は

ある。しかし、それがそのまま既存のライバル企業に取って代わるようなものではな

い、ということは分かっている。他⽅で、先述のような業界には、もうひとつ特徴的

な実践がある。それは、技術⼒を持ったサプライヤーは往々にして「胡坐をかいてお

り」、顧客の声に⽿を傾けず、納期すら守らない場合も多いという。つまり、技術⼒へ

の⾃信がゆえにサプライヤーが慢⼼に陥っているのである。このような状態がまかり

通っている状態であれば、納期をしっかり守るというだけで、新規の取引サプライヤ

ーとして参⼊することは⽐較的容易であった。ライバル企業と同じ⼟俵に上がること

さえできれば、⼭本⾦属しかできない提案をすることで、顧客を取り込むことができ

る。なぜならば、⼭本⾦属が得意とする加⼯は多様な顧客を相⼿にすることによって
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築き上げてきたもので、それは特定の加⼯だけに特化している既存のサプライヤーで

は決して真似することができないからである。そして、顧客から相談を受ける時には、

先述のように顧客に技術を売り込む体制は整っている、というわけである。 

こうした発想は、特定の顧客と密接な関係を築いた上で、特定の技能を⾼めていく

ことによって、ライバル企業の模倣不可能性を⾼めるというこれまでの発想とは⼤き

く異なるものであろう。また、このような発想は⼭本⾦属が⾏う⼈材育成にも⼤きく

影響している。 

⼭本⾦属では、同業界では珍しく、多くの⼤卒者を採⽤している。2004 年から毎年

10 名から 15 名の⼤卒者が⼊社し、現在では従業員 150 名のうち約 3 割強を⼤卒者が

占める。彼らが⼤卒者を必要としている理由は、単なる⼈材不⾜ではない。⼭本⾦属

の戦略から考えて、顧客に対する提案を積極的に⾏っていくためには、「匠」のような

技術者だけではなく、データを分析しそれをもって顧客と向かい合いながら⾃らを売

り込んでいける、そうした説得的なプレゼンテーションができる⼈材が必要なのであ

る。さらに、ライバル企業の在り⽅を読み込みつつ戦略を構築していくような狡猾さ

も、ある意味では必要となる。こうした戦略を実現していくためには、これまでのよ

うに実際の加⼯を得意とする「匠」を育成していくだけではなく、さまざまな広い知

識を⾝につけた⼤卒者のほうが向いているというわけである。 

もちろん、実際に加⼯を⾏う「匠」が必要でないということではない。「匠」と⼤卒

者、それぞれの特性に合わせた⼈材育成の仕⽅が必要になるということなのである。

例えば、先述した技術開発センター2 号館は「匠」の育成に主眼が置かれており、彼

らは⼭本⾦属⼯業やその他の専⾨化した⼯場において、2 号館で会得した技術を⽤い

て実際の加⼯を担う。これ対して、1 号館では⼤卒者から構成されており、彼らは様々

な⼿法を⽤いてデータを分析する。そして、分析したデータを使い、顧客の取り込み

⽅やライバル企業の動向を探っているのである57。このように技術開発センターには、

                                                       
57 ⼭本⾦属では、新⼊社員に対して、職業訓練学校である近畿職業能⼒開発⼤学校で三
ヶ⽉間の研修を⾏う。理系学部出⾝者でも実際の機械の扱い⽅を知らない⼤卒者は多
く、他⽅、理系学部以外の⼤卒者は製造に関する知識が無に等しい。そのため、職業訓
練学校において、NC 旋盤やマシニングセンタといった基本的な機械の動かし⽅はもちろ
んのこと、⼭本⽒が作成したカリキュラムに従い、図⾯の読み取りから作成までを徹底
して学ぶことになる。そのため、研修後各⾃が持ち場に配置された際に、全員が⼀定の
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データセンターや試作製作の場としての役割以外にも、こうした独⽴した⼆つの⼈材

育成の場としての位置づけが与えられている。もちろん、ただ独⽴するだけではなく、

それぞれの連携によって⼭本⾦属の強みとなる加⼯技術やデータが⽣まれていること

は⾔うまでもない。 

このような⼈材育成によって⼭本⽒が⽬指すのは、「マネジメントできるエンジニ

ア」の育成である。 

 
（⼭本⽒）これからのものづくりって、求められてることって、単にＱＤＣ
だけじゃなくて、そこのようは後ろっかわにあるあらゆる⾯に⽬を向けて、
ものづくりさせんと、そういうエンジニアを作らなあかん時代。ようはマネ
ジメントできるエンジニアを作るってのが⽬標。とにかくそういう連中をと
にかく数多くつくらなあかん。そうする会社がもうけれる会社やと思う。
（2010 年 11 ⽉ 10 ⽇インタビューより） 

 

「匠」を育成する⼀⽅で、「マネジメントできるエンジニア」を積極的に育てること

で、初めて⼭本⽒個⼈に依らない組織体制を作り出し、それにより⼭本⾦属の戦略的

な⾏為が加速していくことになるであろう。まだその結果は、⼗分には出ていない。

しかし、⼭本⽒の取り組みは社員に実感を持って受け⼊れられているようである。実

際、⼭本⽒が採⽤した 53 名の⼤卒者（2010 年時点）から、他社へ転職したものはい

ない。 

 

6.4  ⼩括 

これまでに⾒てきたように、⼭本⾦属はアセンブラーの要求に合わせることで需給

の不安定さを招いていたが、多様な受注を受ける中でより効率的な⽣産体制を構築し

た。それは⾃社の加⼯を計測することでデータとして蓄積できる仕組みでもあった。

それにより、⼭本⾦属は加⼯データに数値として現れる効率性を⽤いて⾃らが有利な

                                                       
基礎的な製造の知識を⾝につけた状態で、それぞれの業務に携わっていくことが可能と
なる。 
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形でアセンブラーに加⼯の提案をしたり、新規のアセンブラーから受注を獲得してき

た。ここで重要なのは、サプライヤーとしての⽣き残りをかけて効率化を⾏うと⼀⼝

に⾔ったとしても、それは多様なものを含んだものであり、⼀様に決まりきった⼿続

きがあるわけではないということである。以下の三点に集約できる。 

第⼀に、特定の顧客からの受注に頼ることなく、多様な顧客から仕事を請けること

で顧客の都合による操業の不安定化を解消した。⼋尾⼯場では、当初は⼤ロットを受

注し機械稼働率を上げようとしたが、逆に稼動している機械と停⽌している機械の⼆

極化により拍⾞をかけてしまう。さらに、中ロットの受注に絞りバランス化を⾏うが、

結局のところ、顧客の都合に振り回されることからは抜け出せなかった。そこから抜

け出すために分散化を⾏い、多様な顧客からの受注を獲得することで、⼩ロットを同

じ加⼯で括り出し中ロット化するという安定的な⽣産体制を作り出した。顧客からの

受注の計画化、受注量の調整と⽣産ラインの最適化、さらには類似した加⼯を括り出

しすることによる安定化、そのために多様な顧客から多様な加⼯を確保するための分

散化。こうした⼋尾⼯場での様々な苦労を経て、さらに 11 の⼩規模⼯場の専⾨化を

⾏った結果、特定の顧客に依存しない独⾃の⽣産体制を構築した。それは、特定の顧

客から安定的な受注を獲得しつつ、特定の加⼯に特化することによって関係的技能を

磨いていくという、既存の系列的関係に⾒られたサプライヤーとはまるで異なったも

のであった。 

第⼆に、多様な顧客から多様な加⼯を受注することで、特定の加⼯に特化していた

のでは獲得することのできない多様な技術ノウハウを蓄積する体制を作り出した。⻑

岡第⼀⼯場では、空間的属性を⽣かして、⼩規模⼯場だからこそできるステンレスと

いう素材の括りから⼯場を専⾨化した。⻑岡第三⼯場では、時間的属性を⽣かして、

発注スパンという時間的な括りから⼯場を専⾨化した。そうした多様な専⾨化によっ

て蓄積された多様な技術ノウハウと⽣み出されたコスト削減は、単に顧客からのコス

ト圧⼒に対応するだけでなく、顧客を引き付けるものとなった。 

第三に、独⾃の⽣産体制を構築していく中で、顧客と接⾯に変化が⽣じ、顧客と有

利な取引を結ぶという、より積極的な戦略的展開を⾏うようになった。以前は単に仕

事を請ける関係であったのに対し、顧客から相談を受けたり、彼らが抱える課題を探

り出すことで、顧客に対して蓄積されたデータを⽤いてアドバイスを⾏うという変化

を⽣んだ。さらに、顧客にアドバイスを⾏うことで、仕事をもらうといった下請け関
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係から、逆に顧客を取り込んでいくことにまで発展する。それを⽀えるのが、本社⼯

場のツールセンターが⾏うパッケージ化をはじめとした、独⾃の⽣産体制を継続する

ための組織戦略である。さらに、顧客の課題が結集された試作を積極的に受注するこ

とで、技術開発センターにおいて技術ノウハウの蓄積や分析を徹底的に⾏い、顧客を

取り込みに基づく事業戦略を展開する。次に、顧客だけでなくライバル企業を視野に

⼊れ、胡坐をかいている競合他社に対する競争戦略を展開していく。そこには単に経

験を積み、技能を⾼めていくような技術者だけではなく、そうした技術者をマネジメ

ントし、⾃らの競争優位を⾼めていくことができる戦略家としての⼈材（⼤卒者）が

必要となる。 

⼭本⾦属の最終的な⽬的はこうした全体的な変⾰を⾏うことで、いち「サプライヤ

ー」単独では到底敵わなかった相⼿に対しても、勝ち⽬のある戦いを挑むことなので

ある。そうした戦いは、製造業に携わる企業が挙って参⼊しようとしている環境やエ

ネルギー、医療といった、確固たる垂直的関係が築かれていた分野でこそ⾏われる。

⼭本⽒はそうした戦いに備えて着々と準備しつつ、⻁視眈々とその機会を狙っている。 

このように、⼭本⾦属は系列取引が変遷するなかで、アセンブラーの要求に応えな

がら独⾃の⽣産体制を整え、それを前提とした加⼯の計測を⾏ってきた。加⼯の計測

によって⽰される効率性は、アセンブラーの要求に応えつつも、⼭本⾦属の加⼯技術

を基盤とするため、そこに⽰される効率性を要求されても受注の不安定さに悩まされ

ることはもうない。この加⼯の計測は顧客を取り込み、ライバル企業との競争優位を

確⽴するだけでは終わらない。というのも、⾦属加⼯業を営んでいく上で⼭本⾦属を

取り巻く利害関係者はライバル企業や顧客だけではない。川上−川下という垂直的な

関係を⾒れば、より多様な利害関係者が存在する。⾃らの技術ノウハウやビジネスの

やり⽅を使い、より上流の利害関係者を巻き込んでいくことで、わが国の製造業をめ

ぐる多様な利害関係者の在り⽅を再構築していくことができる。 
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第７章 計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーション 

 
 本章では、⼭本⾦属が加⼯の計測をもとにデザインした評価基準（ルール）と計測

機器（道具）を通じた戦略的コンフィギュレーションを考察する。具体的には、研究

課題２「サプライヤーはどのような計算装置としての道具やルールをデザインし、そ

れはどのようにコンフィギュレーションを再編していくのか」に応える形で考察して

いく。 

 第６章では、系列取引のもとでサプライヤーとしての⼭本⾦属が、アセンブラーの

要求に合わせつつも、加⼯の計測という計算的エージェンシーを獲得してきたことを

明らかにした。アセンブラーの要求に合わせて⽣産を⾏うことは、⼀定量の受注が確

保できる反⾯、⼭本⾦属には不都合な状況も招いていた。それを解消するために、⼭

本⾦属は同社の加⼯を計測し、効率性の向上を数値で⽰し、アセンブラーを説得する

材料を作っていった。加⼯の計測は、⼭本⾦属が同社の利害を、アセンブラーも納得

する効率性の向上という形で⽰すことを可能としたのであった。 

 アセンブラーの要求を満たすルールに準拠した加⼯の計測は、効率性の向上を求め

る他社も動員していく。加⼯の計測や評価が事業化するにつれて、⼭本⾦属にはアセ

ンブラー以外の企業からも計測や評価が依頼されるようになっていた。そこで、加⼯

の計測や評価に必要となる評価基準（ルール）や計測機器（道具）が多様な企業を巻

き込みながらデザインされていくこととなる。最初に動員されたのは、材料メーカー

であった。材料メーカーを巻き込みながらいかに評価基準がデザインされ、同社にお

けるコンフィギュレーションを再編していくのかを考察する（7.1）。さらに、評価基

準や計測機器はそれぞれの特性を活かしたコンフィギュレーションの再編を導いてい

く。評価基準を通じたコンフィギュレーションの再編は流通企業の事例（7.2）で、そ

して計測機器を通じたコンフィギュレーションの再編は⼯作機械メーカーの事例（7.3）

にてその⼀端を考察することができる。最後に、こうした考察を踏まえて、ものづく

りの下流から始まった計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションが、上流に位

置するアセンブラーを含む企業間取引全体に関わるコンフィギュレーションの再編と

して、系列取引崩壊後の企業間取引の可能性を論じる（7.4）。 
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7.1 材料メーカーとの計算装置の共同開発を通じた戦略的コンフィギュレ
ーション 

 

⼭本⾦属は⾃社の加⼯を計測した加⼯データを⽤いて効率性の向上を⽰すことで、

アセンブラーからの要求に応えつつ、受注の安定化及び拡⼤を⽬指してきた。加⼯デ

ータを⽤いた提案がアセンブラーの要求に応えることを可能としたならば、ものづく

りに関わる材料メーカーや⼯具メーカー、切削油メーカーなど他の企業からの要求に

も同様に応えることができるはずである。このことはすでに様々な材料や切削⼯具、

切削油を使って加⼯データを収集してきた⼭本⾦属にとって容易に計算できた。そこ

でまずターゲットとされたのは、ものづくりの上流に位置する材料メーカーであった。

すでに加⼯データを収集する中で同時に材料のデータを蓄積してきた⼭本⾦属にとっ

て、材料メーカーは提案を持ち掛けやすい相⼿であり、上流の材料メーカーを取り込

めば余計な競争のない収益構造を作り出すこともできる。 

 

（⼭本⽒）いままで我々部品を加⼯しているサプライヤーという⽴場で
仕事をしていたというのは、そういう⼤⼿さんの企業であったり、そこ
から図⾯を頂いて、削ったその製品をですね、ものを届けて、⼀つの商売
ということにしてたんですけども。その流れをいままではその利害関係
者の中に、我々のようなものを加⼯するメーカーというのは、必ず材料
メーカーというのが回りについてて。んで、そこから材料を買いますよ
ね。んで、間に流通が何社⼊ろうが、それは別にして、⼀応その材料の出
所は⽇本でいうと⼤体限られてきますわ。そういったとこから、材料を
結局はこうてるんですけども。（2010 年 11 ⽉ 17 ⽇インタビューより） 

 

 材料メーカーはこれまでアセンブラーが作成および指⽰した材料図⾯を加⼯のサプ

ライヤーから受け取り、その図⾯通りに材料を開発および製造することが通常であっ

た。しかし近年は、第２章でも検討したように、承認図⽅式を採⽤するサプライヤー

が増えているため、アセンブラーが直接材料メーカーに対して指⽰することが減り、

製品の加⼯図⾯のみで加⼯のサプライヤーと直接相談しながら材料を決定するという

ケースが増加している。さらに、アセンブラーが研究開発期間の短縮や費⽤削減を求
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める傾向は材料メーカーに対しても強くなっており、材料メーカーはそのような要求

のもとで⾼品質で⾼性能な材料をいかに開発していくのかという課題に直⾯していた。 

⼭本⾦属が 2008 年に提携した株式会社住軽テクノ（以下、住軽テクノ）も、そうし

た課題に直⾯していた材料メーカーの⼀つであった。住軽テクノは主にアルミ押出材

料や部材加⼯製品を扱い、常時 100 種類以上の合⾦を使い、質別には 300 を越えるア

ルミ押出材料を開発・製造・販売していた。もともと材料や材料にあった加⼯⽅法に

関する問い合わせは加⼯のサプライヤーやアセンブラーから頻繁にあったが58、ある

時期から加⼯の際に材料が割れるという致命的なクレーム問題が発⽣するようになっ

た。そのクレーム問題を発⽣させた材料は、2006 年頃に新しく開発された「エコマシ

ナル」であった。 

 割れを発⽣させる原因は、材料に不適合な加⼯⽅法が⽤いられていたことにあった。

エコマシナルは、環境問題により鉛使⽤に規制がかかったことで、合⾦形成に必須で

あった鉛を使わない材料として開発された。鉛の代わりには錫が⽤いられ、錫の使⽤

によって環境には⽐較的無害な材料ができたものの、材料の切削性や強度は鉛を混ぜ

た材料に⽐べて弱くなってしまっていた。そのため、エコマシナルに合わせた加⼯⽅

法を⽤いなければならないが、加⼯のサプライヤーは従来の加⼯⽅法を⽤いてエコマ

シナルを加⼯していたために割れが発⽣していた。割れないようにするには、鉛より

も低融点である錫に合わせて加⼯⽅法を変えなければならない。 

 
（住軽テクノ T ⽒）向こう（加⼯）の問題っていうのは分かってたんやけど、
それを証明できるものがないから。だから、そういうすべを我々は探しとっ
た、この⼤阪のメンバーでね。じゃあ、うちの合⾦っていうのは、どういう
使われ⽅を、切削でいうと、どういう送りで回転で、クラントの掛け⽅とか、
刃具がどんなもんやったら、ちゃんと削れるんかと。それを営業ツールとし
て欲しいな、ということで、そういうプロジェクトもあったんで。（2010 年

4 ⽉ 30 ⽇インタビューより） 

                                                       
58 問屋や商社はボリュームが⼤きな板材の⽅により⼒を⼊れ販売する傾向にあったた
め、アルミ押出材料に関しては流通機能を超えて住軽テクノが加⼯のサプライヤーやア
センブラーと直接交渉する必要性に迫られていた。 
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しかし、加⼯のサプライヤーだけでなく、住軽テクノもエコマシナルに適した加⼯

⽅法がわからないという⼤きな問題があった。加⼯のサプライヤーはこれまでの経験

がないため、新素材であるエコマシナルに適した加⼯⽅法はわからなかった。住軽テ

クノのような材料メーカーは、材料⾃体の性能や品質は調べることができるが、加⼯

段階における材料を評価する技術や加⼯条件を提⽰する技術は持ち合わせていなかっ

た。住軽テクノだけでなく、加⼯までを検討できる技術チームを有する材料メーカー

は国内には存在しなかった。そのため、鉛を使わない合⾦財を加⼯する際に割れが発

⽣するという問題は国内の材料メーカーが共通して抱えていた。 

 

 （⼭本⽒）今私どもが考えているのは、材料を買うところ、今までは材料を⼊れて
いただいていた企業さんの、当然、材料の開発というのを特にまぁ、昨今⾮常に⼒を
⼊れております。なぜかといいますと、環境の問題も出てきましたし、んで、あとは
そうですね、⽇本で開発されている様々なハードという部品がよりやっぱり、⾼精度
で⾼品質で⾼機能を求められると。そうなってくると、今までの材料プラスアルファ、
さらに質の⾼い素材を開発して、そしてそういう加⼯技術を使って部品をつくってい
ると。んで、その変化した状態の末端から、そういう仕事をするよりもどこよりも先
駆けて、もっと早い段階で材料メーカーが開発段階のときにようはそういった新種の
材料について、もうその材料メーカーと協同して、ようは開発していける、そういう
のをスタンスで⼀度絵を描いてみることができないかどうかということに⽬を向ける
と、やはり素材メーカーもすでに加⼯なんていうとこはすでアウトソーシングしてい
て。で、⾃社でその素材その加⼯の研究なんてほとんどしてない。確かにしてるんだ
けども、材料メーカー、製鉄メーカー、製鋼メーカーね、そういったところの加⼯研
究っていうのは、ほんとに５０年前ぐらいの設備を使ってモノを削っている。果たし
てその研究が今の時代にあってるかとなると、これだけ⼯作機械が発達してきた中で、
しかも材料が難しくなり、今までのデータがいきないね。それは向こうの開発の⼈も
納得済みなんですよ。（2010 年 11 ⽉ 17 ⽇インタビューより） 

 

 そこで住軽テクノは割れの問題を解決するために、従来の加⼯⽅法がエコマシナル

の割れを発⽣させる原因であることを証明し、さらにエコマシナルに適した加⼯⽅法 

を提⽰できる企業を探すこととした。だが、住軽テクノが求めるような、材料と加⼯
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の両⽅を合わせて評価できる企業はなかなか⾒つからなかった。材料メーカーの研究

所では材料⾃体の評価しかできず、加⼯のサプライヤーでは割れを防ぎながら加⼯で

きるベテランがいたとしても、その⽅法をデータ化して⼀般的な加⼯⽅法にソフト化

することはできない。このパートナー企業探しには社内からの反対もあり、約 2 年間

の年⽉を費やすこととなった。 

 

（住軽テクノ T ⽒）３年前に（パートナー探しのプロジェクトを）打ち上
げた時は、お前らあほかと。素材屋がなんでそこまでせなあかんねと。そ
やけど、お客さんから我々に求めるニーズっていうのは違うんですよ。
（2010 年 4 ⽉ 30 ⽇インタビューより） 

 

7.1.1 ルールとしての評価基準のデザイン：被削性と⾦属疲労度 

 住友テクノが⼭本⾦属と出会ったのは 2008 年頃であった。⾃社の技術開発センタ

ーを設⽴して約 2 年が経っていた⼭本⾦属では、蓄積してきた加⼯データの整理や分

析に留まらず、他社の加⼯を評価し、材料に適した加⼯条件を提⽰するコンサルティ

ングを請け負うようになっていた。加⼯データを⽤いた提案が企業の課題を解決する

ことができるならば、その対象はアセンブラーだけでなく、⼭本⾦属と同様に切削加

⼯を⾏うサプライヤーも含まれる。⼭本⾦属は加⼯データに基づいてサプライヤーの

加⼯プロセスを評価することで、加⼯に関して抱える課題を解決したり、より効率的

な加⼯条件を提⽰するようになっていた。このように、加⼯と合わせて材料を評価で

きる企業を探し求めていた住軽テクノは早速⼭本⾦属との協議を始め、2008 年 5 ⽉

に業務提携を結んだ。 

 

（⼭本⽒）ほんと質の⾼い耐熱合⾦鋼であったりとか、炭素繊維であっ
たりとか、いまだに加⼯的な問題、課題が数多くあって、⼯具、いろんな
設備を含めて、どうすれば⼀番いい状態でものづくり、部品作りができる
のか、ブレイクダウンできていない。問題がありすぎて。どこか問題ある
というのも、それもまだよくわからない。それを研究する、それぞれの素
材、⼯具やったら⼯具、というメーカーそれぞれあるけども、実際にそれ
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を使って、仕事をするのは、私らのような加⼯メーカーなんですよね。そ
れを逆⼿にとってというか、素材のそのまだ上流にある間に情報をいた
ただいて、⼀緒にモノを削って、⾊んな情報をこちら側からフィードバッ
クしていく。それで技術フィーを頂きながら、さらにこっちはそのノウハ
ウを溜まりますから。お⾦を出して買ってもらいながら、ノウハウをため
ていく。（2010 年 11 ⽉ 17 ⽇インタビューより） 

  

 まず⼭本⾦属が取り組んだのが、エコマシナルの被削性を計測することであった。

被削性とは、「切削加⼯時の削られやすさ」を⽰す。前述したように、エコマシナルは

鉛に代わって錫を⽤いているため、従来の加⼯⽅法を⽤いては切削性が落ちてしまう。

そこで⼭本⾦属は、従来の材料と⽐較してどれくらい切削性に違いがあり、切削性を

維持できる加⼯条件はどのようなものなのかということを分析するために、他の材料

と⽐較しながら切削したり、⼯具を変えて切削するなど様々な条件のもとでエコマシ

ナルの切削性を計測していった。こうした研究を住軽テクノと共同で続け、⼭本⾦属

は割れが加⼯段階にあることを証明し、さらに割れを防ぎながらも⾼い切削性を出す、

エコマシナルに合った加⼯条件を導出した。つまり、加⼯⽅法それ⾃体を変えるとい

うより、加⼯を⾏う際の条件を新たに設定したのであった。 

 

（⼭本⽒）そういったところから、⾦属材料にフォーカスして、やっ
ていったんだけども。いずれにせよ、被削性で課題となってくるんが、
その削りやすさというポイントね。そこを、削ることで、分析し、評
価してあげる。そのデータをもって、素材の開発にフィードバックし
ていくっていう。この流れを作ってあげたかった。（2010 年５⽉ 8 ⽇

インタビューより） 

 

 ただし、エコマシナルに合った加⼯条件の提⽰だけでは、エコマシナルが割れる可

能性はゼロではない。あくまでも「割れにくい」エコマシナルが出来上がっただけで

あった。そこで⼭本⾦属は、「絶対に割れない」エコマシナルを作るために、その加⼯

条件の分析にも着⼿した。割れにくいエコマシナルでは、⾼い切削性と強度を出すた

めの加⼯条件と材料として販売したが、それに加えて⾼い表⾯処理を可能にするため
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の加⼯条件も加えたのであった。そうすることで絶対割れない上に、低融点なアルミ

押出財でも表⾯処理が可能な材料としてエコマシナルを売り出すことができるように

なった。 

  

（インタビュアー）でも、絶対割れないってやつは切削性が落ちるんで
すよね？ 
（住軽テクノ T ⽒）でも、やっぱり加⼯屋さんの腕。そこのところは、割
れないというのと、あと⾊。表⾯処理した時の⾊。うちがこういう⾵な条
件でやれば、ちゃんとアルマイト、表⾯処理できますよっていうアドバ
イスして、それであの成功した。（2010 年 4 ⽉ 30 ⽇インタビューより） 

 

 絶対に割れないエコマシナルはその特性が活かされ、デザイン性や表⾯処理が重視

される⽅⾯で数多く利⽤されている。近年では、三菱鉛筆株式会社が開発したヒット

商品のシャープペンシル「クルトガ」のハイグレードモデルのグリップ部分や、⾃動

⾞のバックセンサーに材料指定で使われている。 

 こうして住軽テクノと⼭本⾦属は共同で研究開発を続け、⾼い被削性を維持しつつ

も絶対に割れを発⽣させない、エコマシナルに適した加⼯条件を割り出した。さらに、

前述したように、被削性だけでなく表⾯処理も⾏いたい場合、加⼯条件を変えること

でそれが可能となる。被削性だけでなく、他に重要となる加⼯条件を設定できれば、

より多様な企業からの要求に応える加⼯条件の設定を⾏うことができるようになる。

そこで、⼭本⾦属は被削性以外の別の加⼯を評価する尺度を計測することに取り組ん

でいく。 

 その尺度とは、⾦属疲労度である。エコマシナルに割れが発⽣した⼀番の原因も⾦

属疲労度であった。⾦属疲労度とは、⾦属が⼀定の応⼒を受け続けた結果、⾦属とし

ての強度が低下することを指す。この⾦属疲労度は、加⼯を続けることで⾦属が疲労

し強度が低下してしまうため、⾦属が耐え切れなくなり割れてしまうという問題を発

⽣させる。切削加⼯に切削性は重要であるが、切削性を追求して割れなどの品質に関

わる問題を引き起こしていては本末転倒になる。被削性の追求には、同時に割れの問

題となる⾦属疲労度も追求することが求められるのである。 
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（⼭本⽒）そう、鉄鋼メーカーさんにそういうビジネスモデルをもっ
て、開発効率上げるというのと、ユーザー⽬線になることでの商品の
差別化につながってほしいです。これを、⼭本⾦属の被削性の評価を
もって、やってもらおうと。ところがそうなってくると、当然、削る
ことでの評価そのものはうちの技術と、過去からの実績でできるん
だけども。問題は疲労特性という、品質保証のところでフォーカス当
てると、ちょっと物⾜りんなあと。そうなってくると、やっぱり⾦属
材料には、⾦属疲労特性っていうのはあって。要は⾦属そのものが持
ってる寿命やな。ここもきちっと指定してないところなんですよ、品
質保証してくうえでね。そこを抜け落ちられへん。⼭本⾦属として。
被削性を技術的に追求してるんやったら。こうなってきたら、結局う
ちもどうしとったかというと、そこアウトソーシングし出すんよ。
（2010 年５⽉ 8 ⽇インタビューより） 

   

 

7.1.2 道 具 と し て の 計 測 機 器 の デ ザ イ ン ： MULTI INTELLIGENCE®と
GIGA QUAD® 

 

 住軽テクノとの業務提携を踏まえて、⼭本⾦属は次に被削性や⾦属疲労度の計測や

評価だけでなく、それらを計測する機器の開発に着⼿した。これまでは⼭本⾦属が蓄

積してきた加⼯データをもとに、被削性や⾦属疲労度を評価基準としてきた。エコマ

シナルに関しても、⼭本⾦属が保有する機械や⼯具を使って材料を削って計測し、加

⼯データを合わせて評価してきた。ただし、今後より多様な加⼯の場⾯に合った加⼯

条件を設定しようとすると、材料だけでなく⼯具など加⼯に必要となるモノの被削性

や⾦属疲労度を計測した膨⼤な加⼯データが必要となる。そのためには、⼭本⾦属の

加⼯技術にもとづいた、より精密に多様なモノを計測し加⼯データを収集できる専⽤

の機器をデザインしなければならない。 

 そこで⼭本⾦属は、2007 年頃より同社の加⼯技術をもとにデザインした被削性の

計測機器の開発に着⼿し、「MULTI INTELLIGENCE®」（図表 7-1-1）を製作した。 
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（⼭本⽒）材料の試験する装置で加⼯をモニタリングする、いわゆる
マルチインテリジェンス。だから、ここでも⾔うように、俺の基本構
想は、いつもシンプルで、加⼯現象は⼯具の刃先で⾒ろと。ここで測
んのが⼀番いいんやっていうのが⼀ユーザーでもある⾃分のポリシ
ーというか、信念というかで、⼯具そのものを知能化したらどうなる
んかなっていうところからマルチインテリジェンスの開発が⼊った
の。（2016 年 6 ⽉ 21 ⽇インタビューより） 

 

 

図表 7-1-1  MULTI INTELLIGENCE® (Cutting version)熱計測 type59 

 

 被削性の計測機器が製作されると同時に開発されていたのが、被削性と同様に重要

である⾦属疲労度を計測する機械（疲労試験機）であった。これまでは各材料メーカ

ーが経験則をもとにした製作した疲労試験機か、島津製作所などが理論値をもとに開

発した疲労試験機が使われてきた。⼭本⾦属では⾮常に⾼価な疲労試験機の購⼊は採

算が合わなかったため、⾦属疲労度を計測する機器を保有せずに、⼤学などへのアウ

トソーシングで補っていた。 

 しかし、いくら⼭本⾦属の加⼯データや技術を⽤いて顧客に対して加⼯のコンサル

ティングを⾏っても、⾦属疲労度の計測がアウトソーシングでは⼭本⾦属が計測する

                                                       
59 株式会社⼭本⾦属製作所ウェブサイト（http://www.yama-kin.co.jp/）より
（2016/12/07）。 
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被削性と合わせた正確な評価ができない。そこで、2008 年頃より⼭本⾦属は同社の

加⼯技術をもとにデザインした疲労試験機の開発に着⼿し、翌年、⾦属疲労度の計測

機器の第⼀号機となる、4 連式回転曲げ疲労試験機「GIGA QUAD®」を製作した。 

 

（⼭本⽒）ただ、今度は、意外と⾦属疲労という特性評価をするの

っていうのが、これもビジネスだなと思った。ここもいけるなと。

なぜかというと、⾦属疲労試験そのものが、国際的にまだまだ標準

化されてない。おのおのの鉄鋼メーカーが経験値でやってきたん

や。それぞれが独⾃で、装置を作って。それを改良しながらやって

きたんだけども。でも、莫⼤な時間と労⼒を作って、データを取っ

てきた。（2010 年５⽉ 8 ⽇インタビューより） 

 

  

 
図表 7-1-2  4 連式回転曲げ疲労試験機 GIGA QUAD®YRB300L60 

 

                                                       
60 株式会社⼭本⾦属製作所ウェブサイト（http://www.yama-kin.co.jp/）より
（2016/12/07）。 
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 第⼀号機に改良を加えた疲労試験機（YRB300L）（図表 7-1-2）は、省スペースだが

⾼負荷荷重を可能とした設計が施されており、2015 年にはグッドデザイン賞を受賞し

ている。 

 こうして⼭本⾦属の加⼯技術にもとづいた計測機器が製作されたことで、⼭本⾦属

は被削性と⾦属疲労度の両⽅を評価することができるようになった。これまでも各企

業において被削性と⾦属疲労度は個別に計測されることはあったが、⼭本⾦属のよう

に、⾃社の加⼯技術という基盤の上に、被削性や⾦属疲労度の計測および評価、加⼯

⽅法の提案までをトータルパッケージとして提供できる企業は存在しなかった。 

   

（⼭本⽒）島津さんとかが、当然、ガリバーとして存在してるけども。
ただ、被削性の試験と疲労試験をミックスしてる企業っていうのは、お
そらく⽇本でうちしかないでしょ。・・・（中略）・・・⾦属の疲労試験
の形態、これを共通化するっていうことですよ。今まで、試験の仕⽅も
まちまちなわけよ。研究者によって。そりゃデータ異なるでしょうよ。
（2010 年５⽉ 8 ⽇インタビューより）  

 

7.1.3 材料メーカーと⼭本⾦属におけるコンフィギュレーションの再編 

 このように住軽テクノとの提携を通して、⼭本⾦属の加⼯技術をもとにした、被削

性と⾦属疲労度という評価基準およびその計測機器をデザインされた。評価基準と計

測機器ができることで、住軽テクノや⼭本⾦属におけるコンフィギュレーションに変

化が現れた。これまでは取引がなかったアセンブラーや材料メーカーからのアプロー

チが増えていったのであった。割れ問題や品質保証問題を抱えていた企業はそれだけ

多く存在していたということである。 

 また、評価基準や計測機器は加⼯それ⾃体に課題を抱えていた企業だけでなく、よ

り効率的に費⽤削減ができる取引を求めるアセンブラーとも新たな形でサプライヤー

をつなぐこととなった。アセンブラーによっては、材料メーカーから加⼯のサプライ

ヤーと直接取引し最終製品を作る。住軽テクノの顧客もこのような体制を取るアセン

ブラーが多く、以前は各企業と直接取引していたが、これはアセンブラーにとっては

時間や費⽤がかかる⼿続きであった。それが住軽テクノと⼭本⾦属が組むことで、ア
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センブラーは材料の開発や提供に加えて、割れ問題を発⽣させない加⼯までを⼀括で

発注することが可能となった。さらに、アセンブラーに材料の品質保証を⽰す⾦属疲

労度の数値を提供できる体制までが整えられている。 

 

（住軽テクノ T ⽒）そこまで（部品加⼯）やれるんだったら、ユニット毎
やれんか？と。それを今度ヤマキン（⼭本⾦属）さんとやりたいなと。た
だ、それはアルミだけじゃなくて、他の⾦属の素材もあるし、加⼯もやら
なあかん、組み⽴てもやらなあかん。もうちょっと極端に⾔えば、配線、
電気関係も。で、ヤマキン（⼭本⾦属）さん、それもやれるから、だから、
⼀つの製品を作りたいね、というのが、⼀つのゴール。そこまでやる素材
メーカーっていうのはないので。（2010 年 4 ⽉ 30 ⽇インタビューより） 

 

 この⼀括発注の体制は、第 2 章で検討したように系列取引の特徴の⼀つともされ

ているが、アセンブラー主導によってサプライヤーにまとめて任せる体制と、⼭本⾦

属の加⼯技術をもとにデザインされた評価基準や計測機器を通じて形成された体制で

は意味が異なる。以前の⼀括発注体制はアセンブラー主導によるものであったため、

サプライヤーに対する費⽤削減の圧⼒は強かった。他⽅で、今回の⼀括発注体制はア

センブラーにとっては費⽤削減できる⼀括発注体制に変わりはないが、サプライヤー

側には⼤きな違いがある。サプライヤー側でデザインした評価基準や計測機器を通じ

て出された効率的な仕組みであり、以前のようにアセンブラー主導による仕組みでは

ないということである。 

 評価基準や計測機器で加⼯を数値化すれば、加⼯は顧客から⾒えないブラックボッ

クスとなる。数値としては可視化されるが、その数値の根拠は⼭本⾦属の加⼯技術を

もとにデザインされた評価基準や計測機器である。既に顧客から認められている加⼯

データとして現れることで、計測や評価がサプライヤー側の加⼯技術に紐づけられて

いることは問われなくなる。つまり、アセンブラーに⾒える数値は効率性を保証する

ものであると同時に、サプライヤー側の利害に合わせてアセンブラーの発注を獲得す

るためのものでもある。 

 住軽テクノのエコマシナルは加⼯⽅法と合わせて販売されるが、エコマシナルを利

⽤する顧客は割れ問題を防ぐために⼭本⾦属に⾃社の加⼯を評価し、それに合った加
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⼯条件の提⽰を依頼する必要がある。こうしてエコマシナルのように評価を通して、

材料に⼭本⾦属の加⼯技術を刻み込むことで、エコマシナルを使う企業が増えれば増

えるほど、⼭本⾦属には加⼯評価の依頼が増えることになる。そのため、⼭本⾦属に

とって材料の種類は多ければ多いほど、同社の加⼯技術を刻み込める対象は増える。

これは第 6 章で考察したように、材料が変わる度にそれに合う加⼯⽅法や⼯具を模

索してきた⼭本⾦属ならではの実践に基づいている。 
 

（住軽テクノ T ⽒）我々にとってヤマキン（⼭本⾦属）さんの⾊んなノウ
ハウ、ソフト⾯が魅⼒的なんです。向こう側（⼭本⾦属）からしたら、我々
っていうのはとんでもない数の合⾦もっとるわけです、うちが。要する
に、よそと違う合⾦を（⼭本⾦属の顧客に）持っていけば、向こう（⼭本
⾦属）としては、オリジナリティが出るわけですよね、そこで、お客さん
に対して。そこを求めてる。あわよくば、ある程度商売になるんであれば、
新しい合⾦作っちゃうし。そういったところで、ギブアンドテイクをして
いると。（2010 年 4 ⽉ 30 ⽇インタビューより） 

 

 このような評価基準や計測機器がデザインされたことで、2007 年頃より始めてい

た被削性の計測および評価は、2010 年より本格的に被削性評価試験事業として進

め、2015 年に正式に事業化した。⾦属疲労度の計測および評価は、2008 年頃より研

究開発を開始し、2014 年に事業化した。2016 年現在でも評価基準や計測機器を通じ

て⼭本⾦属と UACJ（旧住軽テクノ）との取引は継続されており、⼭本⾦属は新しく

開発された⾃動⾞メーカー向けの材料の被削性評価試験を受託研究として請け負って

いる。被削性や MULTI INTELLIGENCE®によってアセンブラーが求める材料とな

っているかが評価され、それに適した加⼯条件の設定が⾏われる。 

 こうした計測・評価サービスは、決して材料のみに関わることではない。材料だけ

でなく⼯具や油剤などに⾄るまで、切削加⼯に関わる全てのモノが計測や評価の対象

となる。材料に加えて、加⼯に最適な切削⼯具や切削油を開発すれば、材料や加⼯⽅

法と⼯具を合わせて販売することができる。つまり、材料だけでなく⼯具の特性や材

料との相性を計測し評価することで、⼭本⾦属の加⼯技術を刻み込んだモノを新たに

加⼯の現場に配置することができる。 
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そこで⼭本⾦属は、切削⼯具や切削油のメーカーに共同開発を持ち掛けた。 

 

（⼭本⽒）⼯具メーカーとのアライアンスって、その⼀つの⽅向性なん
ですけど。これはあの、当然うちがお客様からニーズを聞き出しなが
ら、うちの技術をようはまた磨いていける。そのきっかけとしてお客様
の情報を⼊⼿しながらやってるんですけども。その中で当然、これ聞い
たことのない素材。材料っていうのがやっぱり出てきました。そういう
ことをやっていくと。んで、まぁ、そういったものとか、素材メーカー
さんで、ここにもあったように、だいたいね、過去の素材メーカーさん
でクレームが来たやつってあるんですよ。研究部隊に、削りにくいやん
かって。そういうやつって、やっぱり削りにくいんですよ。でも、そう
いう時にどういう刃物と、どの⼯具を使ったらいいのかというのが、こ
こがはっきりしない。こっちも⼿探り、X 社（⼯具メーカー）も⼿探
り。そうしたら、とりあえずうちで刃物と設備と⼈を出します。その代
わり、⼯具はおたくから無償で出しなと。だって、⾼いですからね。普
通にこうとったら。それを無償で出してください。その代わり、無償で
出してもらって、削った結果は細かく報告しますと。というようなこと
をさせてもらってます。（2010 年 11 ⽉ 17 ⽇インタビューより） 

 

 しかし、実際に切削⼯具や切削油を共同開発するまでには⾄らなかった。加⼯技術

に合わせた切削性の⾼い⼯具をデザインしたい⼭本⾦属と、被削性の⾼い⼯具を耐久

性という⾯でデザインしたい⼯具メーカーのニーズが⼀致しなかったのであった。 

 

（M 社 H ⽒）⼯具メーカーに求められるのは、領域が特化してきてま
すね。本体がぽんとあってそこに⻭になる部分の特殊の刃先をつけるん
ですけど、・・・（中略）・・・⼀個のチップ（刃先）を買って、何回使
えるのかが求められるんです。実は最近、その点が厳しくなってきまし
て。だから、旋盤っていうくくりにすると、8 回使えるのが使えるもの
が技術的には限界なんですけど、それも形の制約とか、⽤途によって、
8 回使えるものはある⽤途には使えないなどの、制約があったんです。
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それがフライス盤でも、8 回が限界、今は 10 何コーナーっていう形で
増えています。うん、いびつな形のチップが増えてきてます。（2010 年

4 ⽉ 9 ⽇インタビューより） 

 

 両社のニーズが合わなかったのには、評価基準や計測機器が切削⼯具の耐久性を数

値で表してしまうことにも⼀因がある。上述のインタビューのように⼯具の使⽤回数

は数字で表されるが、それは材料が変われば変わる曖昧なものである。他⽅で、計測

機器によって出される数値は多種多様な材料と切削⼯具の相性であり、顧客にとって

は⼯具の性能を表した数値である。このように⼯具の性能を明らかにされれば競争要

因が増えることになるため、⼯具メーカーにとって避けたいことでもあった。それは

切削油メーカーも同様であった。 

切削⼯具や切削油に対する評価は、加⼯データ上の数値を出すために各⽣産現場

に合った加⼯条件の設定を求める顧客からの要望でもあったが、合わないニーズのも

とで切削⼯具や切削油を共同で開発することは困難である。そこで、⼭本⾦属は⾦属

切削加⼯に重要となるもう⼀つの評価基準の計測化に着⼿することにした。材料メー

カーとの共同開発を通して⾒出した、加⼯技術をもとにデザインした評価基準や計測

機器を利⽤したサービスの展開を強化することが先決であると考えたのであった。 

 

 

7.2 評価基準を通じた流通企業におけるコンフィギュレーションの再編 
 

 このように評価基準や計測機器は、これまで経験値で捉えられてきた加⼯を計測し

て数値として表し、そこに問題解決や事業展開の⽷⼝を⾒出す利害関係者が集まる。

加えて、⼭本⾦属の加⼯技術に基づいて評価基準や計測機器がデザインされれば、⼭

本⾦属の加⼯技術が数値を読み解く鍵となるが、利害関係者は評価基準や計測機器に

刻み込まれた⼭本⾦属の加⼯技術を直接的に知ることはできない。あくまでも利害関

係者が知ることができるのは、評価基準や計測機器を通して表される数値としての加

⼯データである。そのため、利害関係者に対する加⼯データの⽰し⽅が重要となる。

加⼯データの⽰し⽅によって、利害関係者が⾃らの利害をそこに紐づけられるかどう

かが決まってくる。 
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 第 6 章では、様々な条件や⽅法で加⼯を⾏う中で収集された加⼯データが、顧客の

製品開発段階から⼭本⾦属の加⼯技術を組み込んだり、同社の⽣産体制に合った受注

を獲得するために利⽤されていた。そこから⼭本⾦属は加⼯データが顧客を取り込む

材料として利⽤できることに気づき、評価基準や計測機器をデザインし加⼯を数値化

することに取り組んでいった。では、そうして蓄積される加⼯データはどのように利

⽤できるのだろうか。 

 次の段階として、⼭本⾦属は⼯具の切削性に対する評価基準をデザインする。材料

の被削性や⾦属疲労度のデータは、評価基準と計測機器によってすでに収集できる仕

組みが形成されている。ただし、そのデータを使って被削性や⾦属疲労度を評価する

には材料⾃体だけでなく、材料を加⼯する⼯具の切削性も重要になる。そこで⼯具の

切削性に注⽬したのが⼯具の卸売を⾏う流通企業（以下、A 社）であった。7.1.4 で述

べたように、以前⼭本⾦属は⼯具メーカーに対して、⼯具の切削性を計測する提案を

⾏ったが、⼯具メーカーは⼯具の性能が可視化されることを懸念しこの提案は実現し

なかった。ただし、⼯具に関わるのは⼯具メーカーだけではない。⼯具の販売経路と

なる流通企業と取引を⾏えば、必然的に⼯具メーカーは⼭本⾦属の計測に紐づけられ

ることとなる。加えて、流通企業は、複数の⼯具メーカーから卸される多数の⼯具を

扱う。各⼯具メーカーを回って計測化の提案を⽰すより、複数の⼯具メーカーの⼯具

を扱う流通企業と連携すれば、多種多様な⼯具の切削性を計測することができる。 

 近年、⼯具の販売は価格競争に陥りつつある。⼯具メーカーの積極的な技術開発に

より、⼯具の性能が年々上がり、⼯具の種類も豊富になっているため、どの⼯具をと

っても遜⾊なく、顧客が価格で⼯具を選択するようになってきているためである。A

社は価格競争を避けるために、価格以外の選択基準を顧客に提供したいと考えていた。

そこで、⼭本⾦属は A 社に対して、選択基準として⼯具の性能を⽰す切削性を提⽰す

ることを提案した。 

 

（⼭本⽒）だから、結局その⼯具の作られた、プロセスそのもののノウハ
ウなんや。要はそこを⾒える化するっていうのは、その⼯具のノウハウ
を出しますっていうのと⼀緒にもなるよね。A 社がカタログで（⼯具）A
持ってきたの。B 社も C 社も売ってんねん。ところが、今は値段だけ⾒
て、こっちから⾒ますって⾔ってんけど、じゃないでしょうと。切削性⾒
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たら、これが 600 本。（2016 年 6 ⽉ 21 ⽇インタビューより） 

 

 A 社が⼯具の切削性をカタログに掲載すれば、企業は価格と⼯具の切削性を合わせ

て⼯具の購⼊を検討することができる。いくら安価でも切削性が低ければ、⼯具を変

える頻度が増すため、結局かかる費⽤は増⼤する。⼯具の切削性がわかるならば、企

業は価格でしか選択できない他の流通企業ではなく、A 社からの購⼊を選ぶ。加えて、

A 社から⼯具を購⼊した企業は、⼭本⾦属が計測機器を⽤いて計測した様々な⼯具の

切削性や材料の被削性のデータベースを利⽤することができる。データベースを使え

ば、A 社の顧客は⼯具の切削性だけでなく使⽤年数などのその他の条件から、材料に

合った⼯具を選択することができる。A 社もデータベースを使うことで、顧客に対し

て⼯具毎のデータを⽐較した結果をもとに商談を⾏うことができる。データベースは

A 社に販売されるが、⼭本⾦属は無償で利⽤できる契約を結ぶため、データベースを

別の受託案件に利⽤することができる。⼭本⾦属は評価基準を抑えている限り、デー

タベースを販売したとしても計測するのは⼭本⾦属であるため問題はない。 

 このように評価基準は加⼯を数値化し、利害関係者を繋げる際の基準となる。本節

ではその⼀例として、流通企業の A 社が⼯具の切削性という評価基準を、顧客の説得

材料として利⽤する場⾯が捉えられた。これは、第 6 章で考察したように、⼭本⾦属

が⾃社の加⼯技術やデータを、より効率的な⽣産が可能となることを証明する⼿段と

して⽤いて顧客を取り込んできたことと関連する。そこで重要であったのが、加⼯が

数値として表されることであった。数値として表されることで、⼭本⾦属で⻑年かけ

て蓄積した加⼯の実績が他社も信憑する効率性を体現したデータとして変換され、他

社を説得する材料として利⽤できる。この効率性を数値として表すことを可能として

きたのが評価基準である。 

 加⼯に関する評価基準は、材料だけでなく、A 社のように⼯具に対する評価基準も

デザインするができる。このように加⼯に関する様々な評価基準をデザインし計測す

れば、最終的にはものづくりに関する総合的なデータベースを構築することができる。

⼭本⾦属の狙いはそこにある。総合的なデータベースができれば、より多様な産業か

らのユーザーの利⽤が⾒込まれる。そうなれば、⼭本⾦属には、データベースと同じ

条件を設定するために計測や評価が依頼されることになる。⼀度計測された数値を使

えば、今度はそれが基準となるため計測の必然性から逃れることは困難となる。 
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（⼭本⽒）今までは、⼯具メーカー、他のメーカー、材料メーカー、治具
メーカーっていう、⼯作機械メーカーそれぞれが単独で最適化してきた。
でも、実は、それがブレークスルーできないんだよと。やっぱりこういっ
たものが全部⼀致することがないから。でも、削ったり、磨いたり、溶接
して付けたりすると、熱や振動や⼒が発⽣する。その現象で加⼯を評価
しようと。そうすることで、最適な⼯具、油、材料と⼯作機械で逆にフィ
ードバックできるよと。ここをデータベースするんだと。それぞれの要
因ごとでどんな現象出てきたかを、データベースにしたい。（2016 年 6 ⽉

21 ⽇インタビューより） 

 

 評価基準と計測機器がデザインされたことにより、⼭本⾦属には総合的なデータベ

ースの構築に必要なデータが揃いつつある。すでに材料のデータは⼭本⾦属で⾏った

計測だけでなく、評価基準や計測機器を使って顧客で⾏われた計測を通じて蓄積され

ている。⼯具のデータも流通企業との提携により蓄積できる仕組みは整った。あとは、

ものづくりの現場ならばどこでも使われている⼯作機械を抑えなければならない。 

 

7.3 計測機器を通じた⼯作機械メーカーにおけるコンフィギュレーション
の再編 

 

 評価基準は加⼯を数値化すると同時に、⼭本⾦属が描く取引関係に利害関係者を取

り込む装置としても機能する。つまり、評価基準はコンフィギュレーションの再編に

⼭本⾦属を参加させ、そのもとで新たに形成される取引関係を作り出す。ただし⼀⽅

で、評価基準は⼭本⾦属が描く取引関係とは異なる形でのコンフィギュレーションの

再編の導くことも可能とする。評価基準は加⼯を数値化しても、企業が評価基準をど

のように利⽤するかは規定しない。確かに数値を読み解くためには⼭本⾦属の技術が

必要となるが、数値で評価基準が表される限り企業はそれを読み解く必要はない。例

えば、⼭本⾦属を模倣して別の評価基準を設けたり、⼭本⾦属が特許を持つ技術を別

の特許によって封じ込めたりなど、評価基準をてこに企業は戦略的な⾏動をとること
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ができる。つまり、評価基準が眼前に現れることで、他社は評価基準をターゲットに

新たな実践を考えることができ、他社の戦略的な⾏動は許容される。 

 他⽅で、評価基準と同時にデザインされる計測機器は、こうした他社の戦略的⾏動

を防ぎ、より強⼒に⼭本⾦属の評価基準に依存させる計算装置として配置される。そ

こでターゲットとなったのが、⼯作機械メーカーであった。 

 そもそも⼯作機械メーカーは、⼭本⾦属の計測・評価ビジネスの天敵であった。こ

れまで加⼯に関するデータの蓄積には、⼯作機械が利⽤されていた。マザーマシンで

ある⼯作機械に数多くのセンサーを搭載することで、主軸タレットの熱や機械の剛性

など様々な要素が計測されてきた。だが、⼯作機械メーカーが蓄積するデータは、⼯

作機械⾃体を数値化したものであり、⼯作機械を使⽤した加⼯時のデータではない。

つまり、⼯作機械メーカーのデータはあくまでも従来からの⼯作機械の性能を向上さ

せるために収集されるものであり、⼯作機械のユーザーが求める新しい材料の被削性

や、材料や⼯具との相性など、従来では数値化されてこなかったデータではない。⼭

本⾦属と⼯作機械メーカーではデータ収集の⽬的が異なっていたのであった。その点

に気づき始めた⼯作機械メーカーは、⼭本⾦属に加⼯の計測や評価を依頼し、⼭本⾦

属からデータを購⼊し、⼯作機械の性能に反映させようとしている。 

 

（⼭本⽒）⼯作機械メーカーが測ってるのは、主軸とか、タレットの
熱とか、機械の剛性のそのものっていうか、センサーいっぱい⼊れて
やってんねんけど、そこ、なんぼ測っても、ユーザー側は何がしたい
かって、上⼿に削りたいわけよ。やっぱりその削るっていうところの
観点で、どう結び付けれるかっていうのが俺は⼤事やと思ってる。
（2010 年５⽉ 8 ⽇インタビューより） 

 

 その限りにおいて、⼯作機械メーカーが⾃社で加⼯のデータを収集するために評価

基準や計測機器をデザインしようとする可能性はある。そのため、⼭本⾦属は⼯作機

械メーカーにアプローチする以前に、すでに⼯作機械に接続して使う計測機器をデザ

インしていた。それが被削性を計測する MULTI INTELLIGENCE®である。 

 最初に計測機器としてデザインされた GIGA QUAD®はそれ⾃体で使⽤するが、

MULTI INTELLIGENCE®は顧客が使⽤中の⼯作機械の主軸に取り付けて利⽤する。
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企業は⼯作機械に MULTI INTELLIGENCE®を接続するだけで、機械を⼊れ変えたり、

計測機器に合わせて加⼯を変えたりすることなく、⾃社で被削性を計測することでき

る 。 企 業 は 毎 回 計 測 や 評 価 サ ー ビ ス を ⼭ 本 ⾦ 属 に 依 頼 す る よ り も 、 MULTI 

INTELLIGENCE®を購⼊することで安価に計測することができる。この売買契約には、

⼭本⾦属が MULTI INTELLIGENCE®の保守点検を有償で⾏うこと、およびその際に

MULTI INTELLIGENCE®に蓄積されたデータを⼭本⾦属が回収することが盛り込ま

れている。⾔い換えれば、顧客が⼭本⾦属の代わりとなって被削性の計測を⾏い、そ

こ で 蓄 積 さ れ る デ ー タ は ⼭ 本 ⾦ 属 に 提 供 さ れ る と い う 仕 組 み で あ る 。 MULTI 

INTELLIGENCE®が⼯作機械に実装されることで、⼯作機械⾃体がデータを収集する

計測機器として機能することを可能とする61。 

  

（⼭本⽒）⾯⽩いな、⼯作機械の部品もわれわれ⼿がけている。⼯作機械
の計測機器として売ろうということも考えてる。・・・（中略）・・・どっ
かの時点で、その作られる⼯作機械メーカーの⼯作機械の 3 パーセント
の市場シェアを取ると。だって、3 パーセントって、100 台つくったら、
3 台だけやんか。でも、ラッキーなのは、世の中が IOT とかインダスト
リー4 とかロボット産業化とか、そこに進んでいってるって中で、⼈⼯知
能とかもしきりにいわれている。そういう、その可能性をどの産業分野も
今模索している。その中で、⼯作機械っていうのは、まだましや。全ての
部品作りの⺟体となってる設備産業でしょ。（2015 年 6 ⽉ 25 ⽇インタビ

ューより） 

 

 MULTI INTELLIGENCE®は、⼯作機械⾃体を⼭本⾦属の計測機器に変換させ、他

社に⼭本貴⾦属が求めるデータを収集する装置となる。⼭本⾦属が⼯作機械メーカー

にデータを提供し始めたのは、MULTI INTELLIGENCE®がデザインされた後である。

⼯作機械メーカーが⼭本⾦属のデータを使って⼯作機械の性能をデザインするとして

                                                       
61 他にも、⼯作機械メーカーは現場のオペレーターの育成に頭を悩ませている。付加価
値を求めた⽣産をしようと⼯作機械は年々⾼度化しており、それを動かすオペレーター
には⾮常に⾼度な知識が要求されている。だが、オペレーター側の技術や知識が⼯作機
械を下回っており、オペレーションが追い付いていない。 
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も、それは MULTI INTELLIGENCE®を⽤いて収集されたデータである。もし⼯作機

械メーカーが加⼯のデータを収集するための新しい評価基準や計測機器をデザインす

れば、これまで⼯作機械に反映してきたデータ⾃体が意味を失ってしまう。 

 このようにして、MULTI INTELLIGENCE®は⼯作機械を介して、⼯作機械メーカ

ーおよび⼯ 作機械を使 ⽤する企業 を⼭本⾦属 の計測・評 価事業に紐 づけていく 。

MIRS®法を⽤いる計測機器も MULTI INTELLIGENCE®と同様に、⼯作機械に実装し

て使うユニット型の計測機器としてデザインされている。 

 

7.4  ⼩括 

 本章では、計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションとして、計算装置とし

ての評価基準や計測機器がデザインされ、デザインされた計算装置を通じて様々な企

業におけるコンフィギュレーションが再編してきたことを考察した。 

 まず計算装置としては、7.1 の材料メーカーの事例では、評価基準として被削性と

⾦属疲労度が、計測機器としては MULTI INTELLIGENCE®と GIGA QUAD®がデザ

インされていた。このようにデザインされた評価基準や計測機器は様々であるが、評

価基準はどれも材料の特性にあった加⼯条件の設定を可能とし、それは材料の品質を

保証しつつも、⽣産性を向上させた。すなわち、評価基準は加⼯の効率性（ルール）

を⽰していた。他⽅で、計測機器は評価基準に沿った計測を⾏うための道具であった。

計測機器がなければ、評価基準があってもマイクロ単位で⾏われる計測にはズレが⽣

じる可能性が⼤きい。そうなると、⼭本⾦属のみで計測を⾏うことになるが、それで

は同社が⽬的とする⼤量の加⼯データを収集することができない。このように評価基

準も計測機器も同じように計測を通じて加⼯を数値化する計算装置ではあるものの、

そのルールと道具の特性によって計測における位置づけは異なる。そのため、計算装

置のデザインには、計算装置の特性に合わせた利害関係者が動員されていた。 

 次にデザインされた計算装置は、それぞれの利害関係者におけるコンフィギュレー

ションを再編していた。材料メーカーでは、評価基準と計測機器によって、これまで

問屋を通していた販売を直接⾏ったり、より⾼品質な材料の開発に取り組むことが可

能となった。流通企業では、数値として効率性を⽰すという評価基準の特性によって、

価格以外の⼯具選択の基準を新たにカタログに掲載したり、⼯具の切削性のデータベ
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ース化を⽬指すことが可能となった。⼯作機械メーカーでは、ユニット型という計測

機器の特性によって、⼯作機械にユニット型の計測機器を取り付けることで加⼯デー

タを収集し、そこから顧客が求める⼯作機械の開発を⽬指そうとしている。このよう

に、評価機器や計測機器は各企業におけるコンフィギュレーションを再編してきた。 

 最後に、評価基準や計測機器がアセンブラーにおけるコンフィギュレーションを再

編する可能性について考察する。2015 年の事業化以降、MULTI INTELLIGENCE®の

販売台数は決して多くはないが、その販売先は⼭本⾦属の顧客となるアセンブラーや

材料メーカーの研究所である。研究所では、製品の開発や製造に必要な計測や分析が

数多く⾏われており、MULTI INTELLIGENCE®はそれらの研究所と⼭本⾦属を被削

性の計測でつなぐ。 

例えば、⾃動⾞メーカーが新しい材料や加⼯技術を⽤いようとする場合、それらを

使って製品を製造する技術を確⽴するまでに膨⼤な数の計測や評価試験を⾏う必要が

ある62。そこで⾃動⾞メーカーの研究所は、⼭本⾦属に計測や評価の協⼒を依頼し、⼭

本⾦属は MULTI INTELLIGENCE®を⽤いて計測する。そうすることで条件を揃える

ため、⾃動⾞メーカーの研究所でも被削性の計測や評価は MULTI INTELLIGENCE®

を ⽤ い て ⾏ わ れ る こ と に な る 。 ⾃ 動 ⾞ メ ー カ ー の 研 究 所 は ⾃ 社 で MULTI 

INTELLIGENCE®を⽤いて計測したデータを収集し、同じ条件で⾏ったデータを⼭本

⾦属から購⼊することで、研究開発期間や問題発⽣時の対応時間の短縮などを狙うこ

とができる。とくに新しい材料や加⼯技術は、⾃動⾞メーカーが開発に⼒を⼊れる次

世代⾃動⾞と呼ばれるハイブリッドや電気⾃動⾞、燃料⾃動⾞などの未知の分野での

開発に多く使⽤されることが多く、その分蓄積されているデータも少ない。 

アセンブラーに⼭本⾦属が協⼒する体制は、第 6 章で⾒たようにアセンブラーが主

導するだけではなく、MULTI INTELLIGENCE®のような計測機器が主導する仕組み

                                                       
62 アセンブラーの研究所として⾃動⾞メーカーを例⽰したが、MULTI 
INTELLIGENCE®の計測データを必要とするのは研究開発期間の短縮を狙う他のアセン
ブラーでも同様である。研究開発期間の短縮だけでなく、MULTI INTELLIGENCE®を
使えば精密機器の精度を⾼めることも可能となる。例えば、医療機器メーカーでは⾮常
に精密で⾼度な加⼯技術を必要とする製品の開発および製造が⾏われているため、⼭本
⾦属は MULTI INTELLIGENCE®による計測のデータを⽤いて、医療機器の精度を上げ
る加⼯の研究開発を⾏っていくことが可能となる。 
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も⽣まれつつある。MULTI INTELLIGENCE®は、単に被削性を計測するだけでなく、

被削性の計測を通じて相⼿企業の利害を明らかにし既存の利害関係を繋ぎなおしてい

く際の新しい設計図のような役割を担っているのである。そのためには、より多くの

利害を読み解けるように MULTI INTELLIGENCE®を改良していく必要がある。その

改 良 の ⽅ 向 性 を 探 る た め に 、 MULTI INTELLIGENCE® は 販 売 さ れ る 。 MULTI 

INTELLIGENCE®を使う研究所から指摘された改善点をもとに改良を施すことで、顧

客の要求を満たす性能を計測機器に組み込む。顧客の多様な要求に応えることができ

る計測機器をデザインすることで、多様なデータを収集可能とする。このように⼭本

⾦属は従来通りアセンブラーから加⼯を請け負いつつ、アセンブラーに対して計測評

価ソリューションサービスを提供したり、開発段階の⼀部で計測機器が⽤いられるよ

うに仕掛けている。 

わが国の製造業では、アセンブラーが主導する形で材料メーカー、⼯作機械メーカ

ー、⼯具メーカーなど、ものづくりに関わる企業がそれぞれに局所的な最適化を⾏い、

それによって⽣じた差異は経験則によって補完されてきた。だが、材料や機械の性能

が⾼まるほど、研究開発段階のシミュレーションでの理論値と実測値との差異は広が

り、その溝を経験則で補完することは困難になってきている。この傾向は、特に経験

則を通じた技能伝承を強調する分野に現れる。⼭本⾦属においても「加⼯は⼯具の刃

先で⾒る」や「ここで計測するのが⼀番いい」といった経験則の蓄積から、加⼯を計

測する考えが始まっている。経験則で⾏われてきた部分が評価基準や計測機器によっ

て計測可能となると、学会でも複合的な計測と評価の必要性が報告されるようになり、

シミュレーションと実測の違いも明らかになってきている。つまり、評価基準や計測

機器は実測値として加⼯を可視化し、その数値のもとで多様な利害関係者の取引を繋

ぎなおしていく。これは同時に、⼭本⾦属が戦略的にデザインした評価基準や計測機

器が、⼭本⾦属の加⼯に沿った形で実測値を⽰していくことを意味する。 

このように、計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションでは、どのような計

算装置をデザインするかが重要となる。これまで系列取引を主導してきたアセンブラ

ーに代わり、計算装置がそのコントロールする主体となると、企業は計算装置のデザ

インでしか計算装置を通じて再編される社会・技術的なコンフィギュレーションに関

わることができない。どのような計算的エージェンシーを集合させる計算装置をデザ

インするのかは、既存のコンフィギュレーションそれ⾃体やそこで獲得した計算的エ
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ージェンシーとも関わる。考察してきたように、⼭本⾦属でデザインされた被削性や

MULTI INTELLIGENCE®は、それを利⽤する材料メーカーやアセンブラーにおける

社会・技術的なコンフィギュレーションを再編している。⼭本⾦属が⽬指す先は、評

価基準や計測機器を通してものづくり全体を計測可能とする「計測評価のトータルパ

ッケージ」である。計算装置を通じてコンフィギュレーションが再編していくことで、

わが国の製造業全体におけるコンフィギュレーションが再編する可能性もあるだろう。 
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第８章 結論 

本章では、本論⽂の結びとして、本論⽂の意義と課題を述べる。最初に、企業間取

引のコントロールに関する理論的検討がもたらす意義を述べる（8.1）。次に、本論⽂

の限界について指摘したうえで、課題として議論を深化させる⽅向性を⽰す（8.2）。 

 

8.1  本論⽂の意義 

 本論⽂の意義は、事例研究に基づいて系列取引の変遷と系列崩壊後の企業間取引の

コントロールについて考察を加えていることにある。 

まず本論⽂では、系列取引研究で経験的に捉えられてきたアセンブラー主導による

系列取引を整理し、残された課題を明らかにした。系列取引研究では、アセンブラー

とサプライヤー間の⻑期継続的な取引を対象に、そうした系列取引が形成された歴史

的過程を考察し、アセンブラーが主導する形で企業間取引が形成されてきたことを経

験的に捉えられていた。そこで経験的に捉えられた企業間取引のコントロールは詳細

に考察され、⽇本企業の競争⼒の源泉として注⽬されるまでになっていた。その後、

系列取引は単なる部品や製品の取引という次元を超え、企業を跨いだ製品開発や販売

網、⾦融機関との連携など、ビジネス・システム全体に及ぶものづくり全体を象徴す

るまでになっていった。 

 しかし、系列取引の変化（崩壊）とともに系列取引という観察対象を失うとともに

企業間取引のコントロールを問う視点も失ってしまった。系列取引⾃体が消滅したな

らば、系列取引研究⾃体がこれ以上の議論を展開できなくても理解はできるが、系列

取引は単に状況に合わせて変化しているだけである。この変化にともない観察対象を

失ってしまったのは、系列取引研究で企業間取引のコントロールに対する理論的な検

討が⾏われてこなかったことが⼤きな要因であろう。系列取引研究では、浅沼（1997）

のように、ウィリアムソンの取引費⽤理論を⽤いて、系列取引がコストを節約するガ

バナンスとして適しているため、⽇本企業の競争⼒の強みとなっていると主張する経

験的研究があるが、それはあくまでも経験的に捉えたアセンブラーが主導する企業間

取引のコントロールに後で理由付けしただけである。つまり、企業間取引のコントロ

ールそれ⾃体に対する理論的な検討ではない。 
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 そこで、本論⽂では経済学的な視点と社会学的な視点の双⽅から、企業間取引のコ

ントロールを理論的に検討した。第 3 章の経済学的な視点では、ガバナンスやゲーム

の解をコントロールの原理として検討していた契約論的アプローチやゲーム論的アプ

ローチを検討した。そこでは新古典派の仮定に条件を付けることで、利害の対⽴が⽣

じる現実的な経済活動を捉えようとしたが、それは結局、完全合理性の仮定を維持で

きないという状況を⽣み出してしまった。完全合理性をもつ⼈間がいれば、どんな効

⽤でも調整できるガバナンスやゲームの解を設計できるが、それではそもそもガバナ

ンスやゲームの解を必要とする機会主義的⾏動が⽣じない。けれども、完全合理性を

放棄すれば、機会主義的⾏動を抑制するガバナンスやゲームの解を設計できなくなる。

このように、経済学的な視点から企業間取引のコントロールを理論的に検討した場合、

完全合理性の仮定を維持できないという理論的課題を抱えることになる。 

 これに対して、第 4 章の社会学的な視点からは、第⼀に新古典派に対する批判的意

識から、利害の対⽴を調整する調整様式や慣⾏に注⽬したレギュラシオン理論やコン

ヴァンシオン理論を検討した。そこでは、既存の主流派（新古典派）が利害の調整を

利害の平準化として捉えてきたのに対し、利害が対⽴しつつも取引が⾏われる現実の

経済活動における利害の対⽴の調整のあり⽅を捉える有⽤な視点が提供された。 

 第⼆に、このような視点を共通する、2 つの社会学的アプローチを検討した。⼀つ

は市場の社会学であり、そこでは現実の市場が利害関係者の戦略的な⾏動によって関

係づけられていることが検討された。なかでも、カロンらによって提⽰された装置や

コンフィギュレーション概念は、完全合理性を持つ⼈間をコントロールする主体とし

て捉えてきた既存の主流派に対するアンチテーゼとして論じられていた。もう⼀つは

新制度派組織論であり、そこでは装置としての道具に焦点化してきた市場の社会学に

対して、装置としてのルールが形式合理性に基づく⾏動を正当化することを検討され

た。このように 2 つの社会学的なアプローチからは、コントロールする主体として計

算を⽀える装置としての道具とルールがデザインされ、⼈間や⾮⼈間物によって構成

される集合体におけるコンフィギュレーションを再編することが検討された。 

 こうした経済学的および社会学的な視点から企業間取引のコントロールを理論的に

検討することで、本論⽂ではコントロールする主体として計算装置を分析起点として

企業間取引のコントロールを捉える理論的アプローチを整備した。それは、既存のコ

ンフィギュレーションのもとで獲得された計算的エージェンシーによって、計算装置
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となるルールや道具がデザインされ、その計算装置がコンフィギュレーションを再編

していくという、社会学的アプローチに依拠したものであった。これは、社会学的な

視点に共通した現実の経済活動における利害の対⽴がいかに調整されるかを問う有⽤

な視点から整備されたものである。 

 この計算装置のデザインと計算装置によるコンフィギュレーションの再編が⽰す社

会学的アプローチに依拠して捉える企業間取引のコントロールを、本論⽂では計算装

置を通じた戦略的コンフィギュレーションと呼んだ。この社会学的アプローチは、系

列取引を超えた新たな企業間取引のコントロールの可能性を論じることも可能とした。

系列取引研究では経験的なアプローチに依拠してきたことでアセンブラー主導による

企業間取引のコントロールも、それに抗するサプライヤーの取り組みも経験的に捉え

られてきた。そのため、系列取引の変化が⽣じ観察対象を失うことになったが、計算

装置をコントロールする主体としてみる、社会学的アプローチに依拠することで、系

列崩壊後の多様な企業間取引のあり⽅を、企業が様々な計算装置を多様な形でデザイ

ンし、そこでデザインされた計算装置による社会・技術的なコンフィギュレーション

の再編の多様性として捉えることができる可能性を考察した。 

 本論⽂でも⼭本⾦属やその取引先企業における企業間取引のコンフィギュレーショ

ンの再編の考察を通じて、系列崩壊後の企業間取引の可能性を論じた。そこでは、計

算装置としての評価基準や計測装置が、⼭本⾦属だけでなく、デザインから関わった

材料メーカーや⼭本⾦属の計測・評価事業の顧客として流通企業や⼯作機メーカーな

ど、ものづくりに関わる様々な利害関係者における企業間取引のコンフィギュレーシ

ョンを再編していたことを考察した。そうした計算装置は、アセンブラーと⼭本⾦属

の関係をも再編させつつあり、これまではアセンブラーが主導してきたわが国の製造

業において、計算装置が主導する企業間取引が形成されていく可能性を論じた。これ

は同時に、サプライヤーとしてアセンブラーの要求に合わせてきた⼭本⾦属が計算装

置のデザインを通じて⽬指す、ものづくり全体をターゲットとしたコンフィギュレー

ションの再編でもある。 
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8.2  本論⽂の限界と課題 

 本論⽂では、企業間取引のコントロールに関する包括的な研究を⾏った⼀⽅で、課

題も残してきた。第⼀に、本論⽂では事例分析において評価基準や計測機器を分析起

点としているが、計測や測定それ⾃体を検討する研究領域や装置それ⾃体に関する研

究領域は対象外としてきた。これは本論⽂の⽬的があくまでも企業間取引のコントロ

ールを理論的に検討することを⽬的としているためであるが、こうした研究領域まで

を幅広くレビューすることで、計算装置としての計測機器が⾏う社会・技術的な再編

を捉える理論的アプローチをより精緻化し、本論⽂の議論を発展させていく余地があ

る。これは残された課題として、今後検討していく。 

 第⼆に、計算可能にしていくという性質を備える計算装置を分析起点とすることで、

企業が開⽰を望まない部分をも考察する必要が⽣じるため、調査対象とできる企業が

限定される、または最悪の場合、研究成果を公開できないという可能性が残される。

これを防ぐためには、調査研究を⾏う際に該当企業および該当者への事前許可申請や、

最終的な成果物の確認を徹底する必要がある。または、知的財産権などで保護された

技術的な内容が開⽰できる時期を待つ必要がある。そうした制約があることを念頭に

研究計画を⽴てていかなければならない。 

 第三に、本論⽂では⼭本⾦属とその取引先企業を対象とした事例分析を⾏い、異な

る戦略的コンフィギュレーションを考察したが、戦略的コンフィギュレーションは他

にも多様に存在する可能性がある。企業が置かれている既存のコンフィギュレーショ

ンやそこで獲得した計算的エージェンシーはそれぞれ異なり、計算装置のデザインや

計算装置、コンフィギュレーションの再編も多様なあり⽅が考えうる。この多様性の

検討を可能としたことは、8.1 で述べたように本論⽂の貢献でもあった。ただし同時

に、前述したようにブラックボックス化された計算装置やコンフィギュレーションを

開ける必要性が⽣じるため、計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションの多様

性を捉えるには⻑期的な研究が想定される。計算装置を通じた戦略的コンフィギュレ

ーションの多様性を論じることができれば、本論⽂で論じた系列崩壊後の企業間取引

の可能性についてより深く検討することができるだろう。これは残された課題として、

今後取り組んでいく。 
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